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（１）現況 

 ① 大学名 

         国立大学法人東京農工大学 
 

 ② 所在地 

        大学の本部：東京都府中市晴見町 

     府中キャンパス：東京都府中市幸町 

     小金井キャンパス：東京都小金井市中町  
 

 ③ 役員の状況 

     ○学長名 

小畑秀文（平成 17 年 5 月 1 日～平成 21 年 3 月 31 日） 

○理事数 4 名 

○監事数 2 名（うち 1 名非常勤） 
 

 ④ 学部等の構成 

   ○学部 

     農学部 

     工学部 

 

    ○大学院    

      共生科学技術研究院（研究組織） 

      工学府（博士前期・後期課程） 

      農学府（修士課程） 

       生物システム応用科学府（博士前期・後期課程） 

       連合農学研究科（博士課程） 

     技術経営研究科（専門職学位課程） 
 

    ○センター・附属施設等 

       図書館、大学教育センター、産官学連携・知的財産センター、国際セ

ンター、保健管理センター、総合情報メディアセンター、学術研究支

援総合センター、科学博物館、環境安全管理センター、放射線研究室、

女性キャリア支援・開発センター、女性未来育成機構、キャリアパス

支援センター、学生活動支援センター、アグロイノベーション高度人

材養成センター、農学部附属広域都市圏フィールドサイエンス教育研

究センター、農学部附属動物医療センター、農学部附属硬蛋白質利用

研究施設、農学部附属フロンティア農学教育研究センター、工学部附

属ものづくり創造工学センター 

○ 大学の概要 （20 年度末現在）  

 

⑤ 学生数及び教職員数    （平成 20 年 5 月 1 日現在） 

  ○学部・研究科等の学生数      （留学生数を（ ）書きで内数記載） 

        農学部            1479 名   （4）        

      工学部            2550 名   （66） 
 

      工学府              936 名   （86） 

     農学府                426 名   （83） 

      生物システム応用科学府        221 名  （26） 

        連合農学研究科          278 名  （111） 

     技術経営研究科          91 名    （0） 
 

  ○教員数 

        学長・副学長            5 名        

      大学院             388 名 

      その他             46 名 

    計                439 名 
 

     ○職員数 

      事務系職員          159 名  

      技術技能系職員         53 名   

     医療系職員             1 名   

     教務系職員             5 名   

      計              218 名   

 

 

 

 

（２）大学の基本的な目標等 

 

大学の基本的な目標 

 

本学は、広汎な学問領域における急激な知の拡大深化に対応して教育と研

究の絶えざる質の向上を図り、20 世紀の社会と科学技術が残した「持続発展

可能な社会の実現」の課題を正面から受け止め、農学・工学及びその融合領

域における教育研究を中心に社会や環境と調和した科学技術の進展に貢献す

ることを目的とする使命志向型の科学技術大学を構築することを目標とす

る。 
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使命志向型の科学技術大学として、 

○ 教育においては、知識伝授に限定されず、知の開拓能力・課題解決能力の育

成を主眼とし、高い倫理性を有する高度専門職業人や研究者を養成すること

を目標とする。 

○ 研究においては、学術の展開や社会的な要請に留意しつつ、自由な発想に基

づく創造的研究に加えて、社会との連携により総合的・学際的な研究も活発

に展開し、社会的責任を果たすことを目標とする。 

○ 教育と研究の両面で国際的な交流・協力を推進し、世界に学び世界に貢献す

ることを目標とする。 

○ 本学は、教育研究と業務運営の全活動について、目標・計画の立案と遂行状

況の点検評価を実施・公表し、開かれた大学として資源活用の最適化を図り、

全学の組織体制と活動内容の絶えざる改善を図ることを目標とする。 

 

 

大学の特徴 

 

 本学は、明治７年（1874 年）に設置された内務省勧業寮内藤新宿出張所農事

修学場及び蚕業試験掛をそれぞれ農学部、工学部の創基とし、1949 年に大学と

して設置され、前身校を含め 130 年にも及ぶ歴史と伝統を有する大学である。

本学は、この建学の経緯から、人類社会の基幹となる農業と工業を支える農

学と工学の二つの学問領域を中心として、幅広い関連分野をも包含した全国で

も類を見ない特徴ある科学技術系大学として発展し、また、安心で安全な社会

の構築や新産業の展開と創出に貢献しうる教育研究活動を行ってきた。 

本学は、20 世紀の社会と科学技術が顕在化させた「持続発展可能な社会の実

現」に向けた課題を正面から受け止め、農学、工学及びその融合領域における

自由な発想に基づく教育研究を通して、世界の平和と社会や自然環境と調和し

た科学技術の進展に貢献するとともに、課題解決とその実現を担う人材の育成

と知の創造に邁進することを基本理念とする。 

本学は、この基本理念を「使命志向型教育研究－美しい地球持続のための全

学的努力｣(MORE SENSE:Mission Oriented Research and Education giving 

Synergy in Endeavors toward a Sustainable Earth)として『大学憲章』に掲

げ、自らの存在と役割を明示して、21 世紀の人類が直面している課題の解決に

真摯に取り組む。 
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（３）大学の機構図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１：　平成16年度の改組再編により、教育組織と研究組織を分離し、本学のほとんどの教員は研究組織である「共生科学技術研究院」に所属し、各学府を兼務している。

※２：　連合農学研究科は、平成19年度に、３専攻（生物生産学, 生物工学, 資源･環境学）から５専攻（生物生産科学, 応用生命科学, 環境資源共生科学, 農業環境工学, 農林共生社会科学）へと改編した。
※３：　従来の遺伝子実験施設及び機器分析センターの機能を統合した「学術研究支援総合センター」を新たに設置した。　

※４：　従来の工学部附属繊維博物館と農学部附属資料館を統合し、新たに大学附属博物館（「東京農工大学科学博物館」）を設置した。
※５：　新病院の整備に伴い、従来の農学部附属家畜病院を「動物医療センター」に名称変更した。
※６：　大学運営・経営等を推進する事務組織として新たに学長直轄の「戦略企画室」を設置した。

（H20.04設置）(※３)

(学長直轄）

（H20.04設置）(※４)

戦 略 企 画 室

監 査 室

（H20.04設置）(※６)

大 学 教 育 セ ン タ ー

図 書 館

計 画 評 価 チ ー ム

連 合 農 学 研 究 科

（ 修 士 課 程 ）

（ 博 士 前 期 課 程 ・ 博 士 後 期 課 程 ）

技 術 経 営 研 究 科

（ 博 士 課 程 ）

* 赤字は、平成20年度中に新たに設置又は改組された組織。

総 務 チ ー ム

（※２）

（ 博 士 前 期 課 程 ・ 博 士 後 期 課 程 ）

共 生 科 学 技 術 研 究 院

生物システム応用科学府

（※１）

教育研究
評議会

小 金 井 地 区 会 計 チ ー ム

（事務組織）

広 報 ・ 社 会 貢 献 チ ー ム

学 術 情 報 チ ー ム

資 産 管 理 チ ー ム

キ ャ ン パ ス 整 備 チ ー ム

人 事 チ ー ム

学 術 研 究 支 援 総 合 セ ン タ ー

（H21.02設置）

学
　
長

総 合 情 報 メ デ ィ ア セ ン タ ー

（ 専 門 職 学 位 課 程 ）

岐阜大学大学院連合獣医学研究科（博士課程・獣医学専攻）

経営協議会

役員会

監 事

研究支援・産学連携チーム

国 際 事 業 推 進 チ ー ム

留 学 交 流 推 進 チ ー ム

環境安 全管理 センタ ー

財 務 企 画 チ ー ム

（H20.11設置）

産 官 学 連 携 ・ 知 的 財 産 セ ン タ ー

工学部附属ものづくり創造工学 センター

国 際 セ ン タ ー

保 健 管 理 セ ン タ ー

科 学 博 物 館

農 学 部 附 属 動 物 医 療 セ ン タ ー

農 学 部 附 属 高 蛋 白 質 利 用 研 究 施 設

女 性 未 来 育 成 機 構

キ ャ リ ア パ ス 支 援 セ ン タ ー

学 生 活 動 支 援 セ ン タ ー

府 中 地 区 総 務 チ ー ム

大 学 教 育 セ ン タ － 担 当 室

学 務 チ ー ム

学 生 支 援 チ ー ム

国 立 大 学 法 人 東 京 農 工 大 学 機 構 図

（ 研 究 組 織 ）

工 学 府
大
学
院

研
究
院

学
 

府
農 学 府

府 中 地 区 会 計 チ ー ム

附

属

施

設

府中地区学生サポートセンターチーム

（H20.07設置）

（H20.07名称変更）(※５)

農 学 部 附 属 フ ロ ン テ ィ ア 農 学 教 育 研 究 セ ン タ ー（H20.06設置）

小金井地区学生サポートセンターチーム

小 金 井 地 区 総 務 チ ー ム

入 試 チ ー ム女 性 キ ャ リ ア 支 援 ・ 開 発 セ ン タ ー

事　　　務　　　組　　　織

監査室
(事務組織)

学
部

農 学 部

工 学 部

放 射 線 研 究 室

アグロイノベーション高度人材養成センター

農学部附属広域都市圏フィールドサイエンス教育研究センター
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○ 全体的な状況   

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

(１) 業務運営の改善及び効率化 

■教育研究実施体制整備のための検討 

平成 22 年度カリキュラム改革に向けて、教養教育協議会等において、教養教

育の実施体制、教養教育及び専門基礎教育の充実に向けた検討を行った結果、

平成 21 年度に全学共通教育を実施するための組織として「全学共通教育機構」

を立ち上げることとした。また、教育研究組織改革検討委員会の答申に基づき、

平成 22 年度からの早稲田大学との共同大学院の創設に向けて、「共同大学院検

討 WG」において検討を行った。その後、大学戦略本部の下に同 WG を拡充した推

進室を設置し、共同大学院創設に係る業務を移行し、専攻や学位等の名称、教

育課程や教員組織の編成、入学定員や授業料の格差是正等の具体的な案の策定

を行うこととした。 

 

■「大学戦略本部」等の設置 

学長を中心とした大学運営を推進するために、学長を本部長とする「大学戦

略本部」を設置するとともに、同本部をサポートする事務組織として学長直轄

の「戦略企画室」を設置した。、 

また、男女共同参画事業をより一層推進するため、女性キャリア支援・開発

センターの後継組織として「女性未来育成機構」を設置するとともに、教育研

究支援組織の連携・統合も含めて検討した。 

さらに、環境安全衛生活動を円滑かつ確実に推進するため、「環境安全管理

センター」を設置した（本実績報告書５頁「環境安全管理センターの設置」参

照）。 

 

■多様な雇用形態を可能とする人事制度の改善 

ワークシェアリングについて検討した結果、授業を定年退職教員に担当させ

る「シニアプロフェッサー制度」を導入した。また、育児・介護等を行う職員

に短時間勤務を平成 21 年度から導入することとし。また、『大学運営費による

テニュアトラック実施要項』を制定・施行し、大学運営費によるテニュアトラ

ック准教授４名を採用した。農学府・農学部では、新規採用する助教は、全て

テニュアトラック制度を適用することとした。 

 

■女性教員の採用を拡大するための制度の導入 

女性教員の採用を拡大するため、常勤の女性教員を採用した場合に、当該専

攻等にプラス１名分の特任助教人件費を支給する制度として「農工大式ポジテ

ィブアクション『１プラス１』」を策定し、平成 21 年度から導入することとし

た。 

(２) 財務内容の改善 

■家畜病院の整備及び診療収入の増加 

高度先端医療や臨床実習の充実のため、民間金融機関からの借入により家畜

病院の整備を行い、５月下旬に新病院増築部分が竣工（その他の部分について

は７月末に竣工）、７月から動物医療センターとして新病院での診療を開始した。

最新の医療機器による高度先端医療の提供に伴い、診療単価の改定も行われた

結果、平成 20 年度の収入額は 177,858 千円となり、目標額（146,444 千円：平

成 12 年度から３年間の平均収入額 68,432 千円の 114％増加）を上回り、当初

計画した償還金額を確保した。 

 

■外部研究資金その他の収入増加に向けた取組 

科学研究費補助金申請率・採択率向上を目指し、共生科学技術研究院主催で、

科学研究費補助金に関する講演会、説明会等を実施した。また、計画調書の記

載方法について、平成 19年度に申請した計画調書全般の分析を行い、上記説明

会で分析結果について報告を行ったほか、平成 20 年度から希望者には見本とな

る計画調書の配付を行った。さらに、前年度に引き続き、学内事前確認を実施

し、事務による書式確認や審査員経験教員による添削・助言等を行った。平成

21 年度の科学研究費補助金申請率は、一人あたり 1.06 件（継続を含む）となり、

中期計画の目標値（１人最低１件以上）を達成した。 

農場及び演習林については、生産性の向上を図ったこと、さらには前年度に

引き続きアンテナショップ「夢市場」において生産物販売を強化した結果、本

来の教育研究に支障を生じない範囲で収入を確保した。（農場収入及び演習林収

入に関する収入目標額 26,348 千円－実績 31,304 千円） 

 

 

 (３) 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供 

■評価関係データの収集・蓄積 

全学計画評価委員会において、四半期ごと（教育研究については前・後期ご

と）に実施している年度計画の進捗状況報告について、その自己点検・評価結

果を Web ページに掲載した。これにより、全学的に年度計画の進捗状況を確認

できることとなった。また、（独）大学評価・学位授与機構の「大学情報データ

ベース」より提供される分析データ集を様々な自己点検・評価に活用するため、

Web ページに掲載し、学内閲覧可能とした。また、研究に関する評価への活用デ

ータとしての書誌・引用文献データベースの有用性について、他大学の状況等

を調査し、担当者において検討した。さらに、全教員に対し「教職員活動デー

タベース」への積極的データ入力を促し、本システムから抽出するデータを法

人評価の際に活用した。 
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■情報公開等を推進する取組 

学外に向けた積極的な情報発信を行い、大学への共感を高め、メッセージの

定着を図るため、学長定例記者会見の実施、特別講演会の実施、メールマガジ

ンの配信、保護者向けニュースレターの配付等を行った。また、入試広報や一

般広報を充実させるために、本学在学生及び卒業（修了）生を中心メンバーと

した「農工大の魅力を発見する会」（委員長：広報担当副学長）を設置し、そこ

での意見を広報活動に反映させた。 

 

 

（４）その他の業務運営 

■長期借入金等を活用した施設の整備 

学生生活委員会において、学寮の耐震補強改修に係る基本的事項の検討・確

認を行うとともに、学寮整備検討 WG において更に具体的な検討を行い、長期借

入金による整備案を役員会、経営協議会等で審議し、決定した。 

 

■環境安全管理センターの設置 

環境安全衛生活動を組織的に円滑・確実に推進し、本学における環境安全レ

ベルの向上に資することを目的として、平成 19 年度に作成した環境安全管理セ

ンターWG の報告結果に基づき、環境・安全衛生委員会の下に「環境安全管理セ

ンター設置準備作業部会」を設置した。同部会で、組織の検討、規則の作成等

を行った結果、環境安全担当副学長をセンター長とし、２名の安全専門職員か

ら成るセンターを設置した（平成 21年 11 月）。 

 

■教職員活動データベースの拡充 

 全学教員活動評価委員会における検討結果に基づき、教職員活動データベー

スのカスタマイズを行った。また、平成 21 年度から実施される年次評価及び総

合評価に向けたシステムの改善・構築について検討し、設計を行った。（主な改

善点等については、本実績報告書 17 頁特記事項「教職員の評価」のとおり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況 

１．教育方法等の改善 

■授業形態・学習指導方法等の改善に向けた取組 

対話型授業の充実を図るため、専門家を招いて対話スキル向上を目指した FD

セミナーを実施した。新任教員研修においても、対話型授業等の重要性につい

て周知を図るとともに、「講義秘訣集」を配付した。 

実験・実習について演示実験を行うことができるよう、府中・小金井両キャ

ンパスの教室を演示実験用に改修したほか、TA を適切に配置するとともに「TA

セミナー」を開催し、適切な実験補助ができるよう指導した。 

 

■e ラーニング・遠隔講義システムの活用及び教育環境整備 

学士課程では、推薦入学者を対象として、導入教育の一環として eラーニン

グを配信しており、アクセス制限の緩和により、入学者が自宅にて受講できる

ようにした。また、大学院課程では、eラーニング科目として、14 科目開講す

るとともに、連合農学研究科において、遠隔講義システムとして「多地点制御

遠隔講義システム」を導入した。講義室の整備及び授業関連図書の充実（講義

室改修 2,117 ㎡、授業関連図書 495 冊増）を図るとともに、学務情報システム

（SPICA）、学習管理システム（moodle）等の整備を実施した。 

 

 

２．学生支援の充実 

■学習面の支援 

女性キャリア支援・開発センターのメンター制度における成果を活かして、

学生活動支援センター、学生サポートセンターと学生サークルとが連携し、視

聴覚障害を持つ学生のノートテイカー（ノートテイク・パソコンテイクを行う

ボランティア学生）による学習サポートを行った。また、これらの活動に対し、

同センターにおいて経済的支援を行った。 

 

■生活・経済面の支援 

前年度に引き続き、研究奨励金制度「JIRITSU（自立）」による支援を実施し

た（博士後期課程等の学生 40 名－計 26,700,000 円）。この他、新たな博士後期

課程学生への経済支援として、RA として雇用することによる 30 万円を上限とす

る支援を行った（博士後期課程の学生 46 名－計 11,151,070 円）。また、学生の

福利厚生施設の整備については、長期借入金等による学生寮の整備を計画した

ほか、各種施設（図書館トイレ、総合会館集会室、福利厚生センター食堂等）

の改修整備を行った（改修面積 582 ㎡）。 
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３．研究活動の推進 

■「アグロイノベーション高度人材養成センター」の設置 

中期目標期間の成果（知見・実績）を踏まえて、文部科学省科学技術振興調

整費「イノベーション創出若手研究人材養成」に提案課題「アグロイノベーシ

ョン研究高度人材養成事業」を申請し採択された。これを受けて、「アグロイノ

ベーション高度人材養成センター」を設置して、食料、水資源、環境、人口、

感染症対策など 21 世紀の諸問題に関連する技術革新、産業創出、社会政策提言

ができる優れた人材の育成を目指して、実践プログラムやワークショップ、特

別講演会等同事業を実施した。 

 

■研究成果の社会的還元等を目指した取組 

産学官連携機能を強化するため、大型助成金（NEDO 若手研究グラント・JST

大学発ベンチャー・JST 革新的ベンチャー活用・JST 育成研究等）の獲得に重点

を置いた支援活動を展開した。また、産官学連携・知的財産センターのコーデ

ィネーターが中心となり、各企業との包括連携協定等の下にマッチング活動や

共同研究企画提案等を行い、包括連携協定相手先企業との新規共同研究を創設

した（実績については、本実績報告書 24 頁特記事項「共同研究・受託研究の実

績」のとおり）。また、地域産業界との接点の拡大を図り、地域への研究成果の

還元をより推進するため、地域インキュベータ「農工大・多摩小金井ベンチャ

ーポート」を新設した。入居企業を募集し、審査を行った結果、本学発ベンチ

ャー企業（５社）を含めた 11 社が入居することとなった。多摩東部広域産業政

策会議メンバー機関、TAMA 協会、及び地域の金融機関と連携し、地域への PR

活動を行ったほか、ベンチャーポートのインフラや支援体制について、自治体

等と検討を行った。また、経済産業省広域的新事業支援ネットワーク拠点重点

強化事業の一環として、「産学官民 信頼の実りづくりセミナー“農商工連携と

マーケッテング”」を、中小企業基盤整備機構・小金井市・小金井商工会・JA

東京むさし・TAMA 協会等９団体の後援の下に開催し、地域ネットワークの構築

を図った（参加者：113 名）。 
 

４．社会連携・地域貢献、国際交流等の推進 

（社会連携・地域貢献等） 

■地域等との連携・協力に関する取組 

「府中市学校教育プラン 21（府中市学校教育推進計画）」の理念に基づき、中

学生の職場体験を行った（受入れ学生：８名）。また、「青少年のための科学の

祭典 2008 東京大会 in 小金井」に参加し、本学から９ブース出展した。さらに、

東京都看護協会が東京都と協力しモデル事業として行っている「エイズ・ピア・

エデュケーション事業」を府中・小金井両キャンパスで実施した。小金井市及

び中小機構との連携による地域インキュベータの新設については上記のとおり

である。 

■本学の特色を活かした社会貢献活動の実施 

本学の知的・人的資源を活用した様々な公開講座（全 17 件）、特別講演会（全

２回）等を開催した。また、社会人の学び直しのニーズに応えるため、「出産・

育児などで休業した女性獣医師の社会復帰のための再教育支援プログラム」（平

成 20 年度文部科学省委託事業）の一環として、特別講演会、再教育講座を開催

し、多くの参加者を得た。さらに、女性キャリア支援・開発センターでは、女

子中高生のためのサマースクールや進路選択支援、小中学生向けの科学教室を

開催したほか、博物館においても「子供科学教室」（全６回）を開催した。 

 

（国際交流等） 

■優秀な外国人学生を確保及び留学生支援に関する取組 

「平成 20 年度外国人学生のための進学説明会」（平成 20 年６月開催）及び東

京国際交流会館で開催された「第５回留学生のための大学院進学説明会」（平成

20 年７月開催）に参加し、本学に興味を持つ留学生（「外国人学生のための進学

説明会」－54 名、「留学生のための大学院進学説明会」－約 90 名）に対し本学

大学院の説明を行った。また、国際センターの Web ページにて、交換留学（日

仏博士課程、短期留学プログラム)、派遣留学（バッファロー大学、パデュー大

学）、奨学金等についての情報を掲載し、国内外の本学への留学希望者に対する

情報発信を積極的に行った。また、留学生支援として、国際センターを中心に、

渡日間もない大学院留学生に対して、学生生活支援及び地域社会参画プログラ

ム等にかかるオリエンテーションを開催し、日常生活で必要とされる情報提供

を行った。 

 

■海外人材育成事業に関する取組 

経済産業省及び文部科学省によるアジア人財資金構想「先端ものづくり IT エ

ンジニア育成プログラム」の採択を受け、アジア地域の留学生を対象とした就

職支援プログラム（産学連携専門講義等）を 10 月から開講した。次年度入学対

象となる学生については、タイ・ベトナム・中国の現地において留学コーディ

ネートを行うとともに、入学者選抜を行った。さらに、文部科学省「大学教育

の国際化加速プログラム（国際共同・連携支援（総合戦略型））」に、九州大学・

神戸大学と共同申請し（代表・九州大学）、採択された。また、当該事業により、

アジアの農林業と環境に関する国際協力等をテーマとした、日・独・タイの連

携による「国際農業開発に関する大学院教育プログラム」を策定すべく、その

準備として関係大学との連携によるワークショップを開催して、準備を行った。 

第１期中期目標期間(平成 16～19 年度)を通して実施している、アフガニスタ

ン復興支援事業の一環として実施しており、カブール大学の農・工・獣医学部

の各学部長を招へいするとともに、アフガニスタン復興支援大学連絡会を開催

した。また、同大学から新たに３名の国費留学生をカブール大学から受入れた。
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中

期

目

標 

○ 組織構成員のコンセンサス形成と意思決定の透明性確保を重視しつつ、社会的・全学的視点に立った学長のリーダーシップが十分に発揮される全学運営体

制を実現する。 

○ 部局長の補佐体制を充実し、部局長のイニシアティブが発揮される部局運営体制を構築する。 

○ 中期目標・中期計画を具現化するため、各セグメントの業務実施に見合う資源配分と先行的・重点的資源配分とを適切に均衡させる。 

 

中期計画 平成 20 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウェ

イト 

【130-１】平成 19 年度

に学長諮問に基づく検

討を行った結果を受け、

実行可能なものから実

施する。 

Ⅲ 平成 19 年度に設置された「教育研究組織改革 WG（第２期）」及び「教養教育協議会（第

１期）」の答申を受け、教養教育協議会（第２期）及び教育研究組織改革検討委員会を立上

げ、学長の再諮問課題を検討した。この結果、早稲田大学との共同大学院設置に向け、大

学戦略本部の下に「共同大学院設置推進室」を設置した。また、平成 21 年度から、全学共

通教育の実施責任を担う「全学共通教育機構」を設置することとした。 

 【１３０】○ 全学的な経

営戦略の確立に関する具体

的方策 

・ 役員会の下で経営戦略

の素案を審議する体制をと

る。 
【130-２】平成 19 年度

に実施した自己点検・評

価の評価結果等に基づ

き、第２期中期目標・中

期計画(案)について検

討する。 

Ⅲ 全学計画評価委員会の下に設置した中期目標等策定小委員会において、目標・計画の基

礎となる本学ビジョンを策定し、これと前年度に法人評価に伴い実施した自己点検・評価

の結果を踏まえて、第２期中期目標・中期計画の「素案」を作成した。さらに、部局等の

意見等を取り入れた「第１次案」を作成し、役員会メンバーを中心とした次期中期目標検

討会の提言及び「第１期中期目標・中期計画期間に係る業務の実績に関する評価結果」等

を反映した修正案を作成した。 

また、各部局等においても、上記自己点検・評価の結果等を踏まえた、「部局等の中期目

標・中期計画（素案）」を作成した。 

 

【１３１】○ 運営組織の

効果的・機動的な運営に関

する具体的方策 

・ 役員を支援する事務組

織について、平成 16 年度末

までに見直しを行うととも

に、以降も必要に応じて定

期的に見直しを行う。 

【131】事務組織の見直

しと業務の効率化につ

いて引き続き検討する。

Ⅳ 学長を中心とした大学運営を推進するため、学長を本部長とする「大学戦略本部」を設

置するとともに、同本部をサポートする事務組織として学長直轄の「戦略企画室」を設置

した。 

また、業務内容について分析・検討した結果、平成 21 年度から、各地区事務の責任・連

絡体制の強化を目的とした「地区事務長制」の導入及び全学事務職員の情報共有の場とし

ての「全学 TL（チームリーダー）等連絡会」を設置することを決定した。 

さらに、各種会議・委員会の開催時間短縮、資料の電子化及び多地点制御遠隔講義シス

テムの積極的活用による運営の効率化を加えた「会議運営ルール」の改正と学内における

軽微な文書等の取扱いについて、原議書による起案作業や文書番号の付与等を省略するこ

とができることとし、業務の効率化・合理化を図ることを検討した。 

なお、以上をもって、本中期計画を達成した。 

 

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

 (１) 業務運営の改善及び効率化 

    ①  運営体制の改善に関する目標 



 

 【26.東京農工大学】 

8 

【１３２】○ 部局長を中

心とした機動的・戦略的な

部局運営に関する具体的方

策 

・ 部局長の補佐体制を強

化するため、副部局長を置

く。 

【132】各部局において、

副部局長の部局内外の

業務の見直し、部局内の

責任体制及び役割分担、

管理体制について検討

する。また、部局内の迅

速かつ正確な情報伝達

のため、部局委員会の構

成並びに役割分担につ

いて検討する。 

Ⅲ  部局内の責任体制及び役割分担、管理体制等について各部局にて検討を行い、副部局長

を座長とする「中期目標策定対策室」の設置（農学府）や各種委員会委員長の選出方法の

ローテーション方式から部局長指名方式への転換（工学府）を実施した。また、部局内の

迅速かつ正確な情報伝達を図るため、新たに連絡会議を設置した（農学府・生物システム

応用科学府）。 

 なお、以上をもって、本中期計画を達成した。 

 

【１３３】・ 部局長の下に

部局運営委員会を設置し、

教授会の審議事項を精選す

る。 

【133】（平成 19 年度に

実施済みのため、平成 20

年度計画なし） 

 

（中期計画は達成済）  

【１３４】○ 教員・事務

職員等による一体的な運営

に関する具体的方策 

・ 事務職員が独自の専門

性を持ちながら大学運営に

参画できる体制を整備す

る。 

【134】平成 19 年度に引

き続き、事務職員のスキ

ルアップ（国際交流・経

営等）のための研修を実

施するとともに、他機関

等が実施する研修を精

選し、本学事務職員を参

加させる。 

Ⅲ 本学独自の事務職員研修として、SD 研修プログラム（全５回）を実施した。第３回 SD

研修「大学職員に必要な能力と専門性」においては、西東京地区の国立大学・独立行政法

人等の職員にも参加募集を行い、計９名の参加があった。また、語学（会話）能力向上を

目的として、英会話学校への通学研修（２名）、平成 20 年度から新たに導入した外国人講

師による学内マンツーマン英語研修（11 名）及び学外での仏語研修（１名）を実施したほ

か、私立大学における企画立案スキルとプロジェクト・マネジメントの基礎を学ばせるこ

とを目的として、早稲田大学と（株）早稲田総研インターナショナルの協力を得て、係長

以上の事務職員・技術職員対象にプロジェクト企画立案研修を実施した。 

他の機関が実施する研修等については、国立大学協会等が実施する各種研修（マネジメ

ントセミナー、部課長級研修等）を精選し、メール等で周知し、事務職員の参加を促した。 

 

【１３５】○ 全学的視点

からの戦略的な学内資源配

分に関する具体的方策 

・ 中期計画に基づいた経

営戦略に従った資源配分を

平成 17 年度から実施する。 

【135】（平成 19 年度に

実施済みのため、平成 20

年度計画なし） 

 （中期計画は達成済）  
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【１３６】○ 内部監査機

能の充実に関する具体的方

策 

・ 内部監査体制を整える

とともに、監査能力向上の

ため研修制度を充実する。 

【136】内部監査を計画

的に実施し、その結果に

ついて、監査能力向上の

ための研修会に反映さ

せる。 

Ⅲ 

 

内部監査計画に従い、科学研究費補助金の監査、環境報告書の監査、競争的資金の監査

等を実施した。また、事務職員を対象とした監査能力向上研修会を実施し、内部監査等で

指摘された問題点、改善点について説明を行い、今後の業務遂行に反映するよう啓発を図

った。 

なお、納品検収所について、最高責任者（学長）、統括管理責任者(総務担当理事)、財務

担当責任者(総括チームリーダー(財務担当))、監事及び監査室長等により、機能状況の確

認・検証を行った。また、競争的資金等の取扱いに関する《マニュアル》の理解度のアン

ケート調査を行い、その結果を分析し、全教職員へメールにて周知を図った。その他、全

教職員・取引業者に対し不適切な経理等が存在しないか調査を行い、問題がないことを確

認した。 

 

 

【１３７】○ 大学間の自

主的な連携・協力体制に関

する具体的方策 

・ 他大学との協力・連携

を強化する。 

【137】他の国立大学と

の協力・連携について、

役員会で更に検討を行

う。 

Ⅲ ６月に早稲田大学との間で大学間交流に関する包括協定を締結し、平成 22 年度からの

早稲田大学との共同大学院の創設に向けて、「共同大学院検討 WG」において検討を行った。

その後、大学戦略本部の下に同 WG を拡充した共同大学院設置推進室を設置し、共同大学

院創設に係る業務を移行し、検討を進めた（年度計画【130-１】参照）。同協定に基づき、

事務職員・技術職員対象にプロジェクト企画立案研修（年度計画【134】参照）も実施し

た。    

また、山梨大学を連携機関として共同研究「先端融合領域イノベーション創出拠点の

形成」を推進した。さらに、多摩地区国立大学等事務局長懇談会（平成 20 年 11 月開催）

で合意した「災害時等の相互応援に関する申し合わせ」に基づき、他大学等と相互協力を

行うこととした。 

他の国立大学法人との統合の可否については、教職員の帰属意識、志気等を考慮すると、

当面統合の必要性は低いとの結論に達した。 

なお、以上をもって、本中期計画を達成した。 

 

【１３８】・ 他の国立大学

法人との統合については引

続き検討を行う。 

【138】他の国立大学と

の協力・連携について、

役員会で更に検討を行

う。（再掲） 

Ⅲ 年度計画【137】における「判断理由（計画の実施状況等）」のとおり。  

 ウェイト小計  
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中

期

目

標 

○「持続発展可能な社会の実現」を目指す使命指向型の大学院基軸大学として、社会的ニーズを踏まえつつ、本学の教育研究組織の個性化・高度化を一層進め

る。 

 

中期計画 平成 20 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウェ

イト 

【139-１】各部局等にお

ける自己点検・評価結果

に基づき、教育研究組織

の見直し等を含めた、第

２期中期目標・中期計画

（案）について検討す

る。 

Ⅲ 平成 19 年度に実施した各部局等における自己点検・評価の評価結果及び教育研究組織改

革検討委員会等における答申、「第１期中期目標・中期計画期間に係る業務の実績に関する

評価結果」等に基づき、教育研究組織の見直し等を含めた「第２期中期目標・中期計画（案）」

を策定した（年度計画【130-２】参照）。 

 【１３９】○ 教育研究組

織の編成・見直しのシステ

ムに関する具体的方策 

・ 全学計画評価委員会が

実施する自己点検評価とそ

れを基礎とする第三者評価

の結果を踏まえ、全学的視

点に立って教育研究組織の

見直しを推進する。 【139-２】技術経営研究

科（MOT）において、平

成 21 年度の専門分野別

認証評価に向けて検討

する。 

Ⅲ 平成 21 年度に大学基準協会による経営系専門職大学院認証評価を受審することを決定

し、関係調書（草案）及び申請書を提出した。平成 21 年４月の点検・評価報告書等関係書

類の提出に向けて、評価データ・資料等の収集・作成を行った。 

 

【１４０】○ 教育研究組

織の見直しの方向性 

・ 自己点検・評価と第三

者評価を踏まえ、本学の基

本理念に沿って見直しを行

う。 

【140】各部局等におけ

る自己点検・評価結果に

基づき、教育研究組織の

見直し等を含めた、第２

期中期目標・中期計画

（案）について検討す

る。（【業 139-１】再掲）

Ⅲ  年度計画【139-１】における「判断理由（計画の実施状況等）」のとおり。  

 ウェイト小計  

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

(１) 業務運営の改善及び効率化 

  ② 教育研究組織の見直しに関する目標 
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中

期

目

標 

○ 本学の教育研究の活性化を図るため、採用に関する諸条件を適切に勘案した公募制を原則として採用する。任期制については、制度の在り方の検討を進

めつつ、現状に即して拡充するなど雇用形態を多様化する。 

○ 「行政改革の基本方針」（平成 17年 12 月 24 日閣議決定）において示された総人件費改革の実行計画を踏まえ、人件費削減の取組を行う。 

○ 事務職員等の専門性の向上について、長期的視野に立った研修を行うとともに、専門性の高い職種については、経験や資格を有する優秀な人材を確保す

る。 

○ 教員の学内外の研究教育活動等、多面的な活動を適正に評価するとともに、職員についても評価に基づいた人事システムを策定し、その適正な評価に基

づいた給与システムを構築する。 

 

中期計画 平成 20 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウェ

イト 

【１４１】○ 柔軟で多様

な人事制度の構築に関する

具体的方策 

・ 教員の採用に当たって

の選考基準の明確化と教員

採用過程の透明化を一層進

める。 

【141】平成 19 年度の検

討結果に基づき、公表す

ることとなった項目に

ついて、適切に公表す

る。 

Ⅲ 平成 19 年度の検討結果に基づき、教育研究評議会における教育職員選考結果報告書の報

告内容・様式を統一し、応募状況、選考委員、選考過程、選考理由についての表記方法の明

確化を行った。さらに、教育職員選考結果報告書の様式については平成 21 年度に公表する

こととした。 

 

【１４２】・ 学外の専門家

の意見をも参考とし、より

総合的な判断を可能とする

人事の仕組みを設ける。 

【142】事務職員の評価

方法及び成果の反映に

ついて、公務員制度改革

の動向を踏まえつつ、制

度としてのフォローを

引き続き行う。 

Ⅲ  新たな事務職員の評価方法を導入するにあたり、学外専門家による職員評価に関するセ

ミナーに担当職員を参加させた。次いで、公務員制度改革に伴う新たな人事評価制度を参

考として、職務遂行能力評価等による「平成 20 年度人事評価」を実施した。実施にあたっ

ては、適切な評価を行うために、全事務管理職を対象に評価者研修を行った。また、平成

20 年度実施評価について評価方法の検証を行うとともに、評価結果の活用について検討し

た。 

 

【１４３】・ 弾力的かつ多

様な雇用形態を可能とする

ため、兼職・兼業に関する

規制を緩和するとともに、

ワークシェアリング、サバ

ティカル制度の導入や、定

年制度の変更について結論

を得る。 

【143-１】平成 19 年度

に導入した選択定年制

度に則り、適切な運用を

行う。 

Ⅳ 選択定年規程に基づき、平成 19 年度に申請した１名の職員が、平成 21 年３月に「選択

定年制度」に基づき退職した。平成 20 年度は 1 名が選択定年を申請し、平成 22 年度末退

職が承認された。 

また、ワークシェアリングの形態について検討した結果、授業を定年退職教員に担当さ

せる「シニアプロフェッサー制度」を導入、さらに育児・介護等を行う職員に短時間勤務

を導入し、その業務を補完する職員の採用を可能とした。 

 

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

(１) 業務運営の改善及び効率化 

  ③ 人事の適正化に関する目標 
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【143-２】平成 19 年度

の検討結果に基づき、サ

バティカル制度を導入

し、試行する。 

Ⅳ  ４月に『サバティカル制度実施要項』を制定・施行した結果、平成 20 年度は２名につい

てサバティカルを実施した（実施期間は、平成 20 年 10 月１日～平成 20 年 12 月 31 日並び

に平成 21 年３月７日～平成 21 年９月 30 日）。 

 

【１４４】○ 任期制・公

募制の導入等教員の流動性

向上に関する具体的方策 

・ 公募制を一層積極的に

活用し、その要件や選考の

方法を工夫する。 

 

【144】大学運営費によ

るテニュアトラック制

度の導入について、平成

19 年度の検討結果に基

づき、規則整備等を行

い、実施する。 

Ⅳ ４月に『大学運営費によるテニュアトラック実施要項』を制定・施行し、平成 20 年度は

大学運営費によるテニュアトラック准教授４名を採用した。農学府・農学部では、新規採

用する助教は、全てテニュアトラック制度を適用することとした。 

 

【１４５】・ 任期制につい

ては、適用範囲、処遇等を

検討しながら拡充する。 

【145】若手研究者の流

動性を高めるための任

期制の適用範囲、処遇等

を検討した結論に基づ

き、さらに任期制を拡充

するとともに、制度全体

のフォローを行う。 

Ⅲ  『大学運営費によるテニュアトラック制度』を平成 20 年度から実施するとともに（年度

計画【144】参照）、制度全体のフォローとして、若手人材育成拠点運営委員会を９回開催

した。また、任期制については、総合情報メディアセンターの任期制を教授、准教授及び

講師に拡充し、その再任においては評価を実施することとした。 

 

【１４６】・ 優れた若手研

究者等の採用拡大のため、

外部資金等による任期付採

用制度を導入する。 

【146】｢若手人材育成拠

点の設置と人事制度改

革｣による、テニュアト

ラック制度の適切な運

用を行う。 

Ⅳ 平成18年度の文部科学省科学技術振興調整費｢若手研究者の自立的研究環境整備促進｣の

採択に伴い整備したテニュアトラック制度に関し、テニュアトラック教員の業績に対する

中間評価を学内外の評価者で実施し、若干名について平成 21 年度からテニュア付与を行う

こととした。また、文部科学省による採択課題中間評価では、「Ａ評価」を受けた。 

（年度計画【144】参照） 

 

【１４７】・ 特に優れた研

究者の採用については、任

期制も含めて処遇等を検討

する。 

【147】｢若手人材育成拠

点の設置と人事制度改

革｣による、テニュアト

ラック制度の適切な運

用を行う。（再掲） 

Ⅳ 年度計画【146】における「判断理由（計画の実施状況等）」のとおり。  

 ウェイト小計  



 

 【26.東京農工大学】 

13 

中期計画 平成 20 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウェ 

イト 

【１４８】○ 外国人・女

性等の教員採用の促進に関

する具体的方策 

・ 国籍、性別、障害の有

無、出身大学等にとらわれ

ない採用を実現する。 

【148】｢若手人材育成拠

点の設置と人事制度改

革｣及び｢理系女性のエ

ンパワーメントプログ

ラム｣の事業を適切に実

施するとともに、実績の

検証を行い、外国人・女

性教員の採用について

拡大を図る。 

Ⅲ 平成 18 年度の科学技術振興調整費の採択課題「若手人材育成拠点の設置と人事制度改

革」及び「理系女性のエンパワーメントプログラム」事業について、報告書を作成すると

ともに、その実績を検証した。若手人材育成については、年度計画【144】のとおりであり、

女性教員の拡大については、「農工大式ポジティブアクション『１プラス１』」（常勤の女性

教員を採用した場合、当該専攻等にプラス１名分の特任助教の人件費を支給する制度）の

平成 21 年度導入を決定し、女性キャリア支援・開発センターの後継組織として「女性未来

育成機構」を設置した。また、外国人教員の採用拡大については、「グローバル 30」の申

請と併せて検討した。〔平成 20 年度採用数：女性教員５名（うち、１名は特任教授・プロ

グラムコーディネーター）、外国人教員５名〕  

 

【１４９】○ 中長期的な

観点に立った適切な人員

（人件費）管理に関する具

体的方策 

・ 人員（人件費）の管理

に関しては、学内において

中長期的な人事計画を策定

するとともに全学的な見地

に立った教職員の配置等

（人件費管理を含む）につ

いて調整を行う仕組みを設

ける。 

【149】平成 18 年度に策

定した中長期的な教職

員の人事計画に基づき、

適切な人件費管理を実

施する。 

Ⅲ 「平成 20 年度の全学採用計画」に基づき、平成 19 年度末定年退職者の後任補充を抑制

（24 名定年退職したところ約 15 名採用可能な人件費のみを措置）した。また、平成 20 年

度の人件費の状況を勘案して、「平成 21年度全学採用計画」を策定した。 

 

【１５０】総人件費改革の

実行計画を踏まえ、平成 21

年度までに概ね 4％の人件

費の削減を図る。 

【150】総人件費改革の

実行計画を踏まえ、概ね

１％の人件費の削減を

図る。 

Ⅲ 年度計画【149】により、総人件費改革に基づいた人件費関連予算を編成し、採用者数を

抑制した結果、概ね１％の削減目標を達成した。 
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【１５１】○ 事務職員等

の採用・養成・人事交流に

関する具体的方策 

・ 事務職員等の採用は、

他大学と協力して採用試験

を実施する。専門性の高い

職種については、職務経験

や資格を有する人材を柔軟

に確保できる制度を構築す

る。 

【151】事務職員等の採

用は、引き続き関東甲信

越地区国立大学法人等

職員採用試験を他大学

と協力して実施する。ま

た、専門性の高い職種に

ついては専門職員就業

規則に則った必要な分

野についての採用を検

討する。 

Ⅲ  関東甲信越地区国立大学法人等職員採用試験を他大学と協力して５月に実施し、事務職

員８名を採用した。また、専門職員就業規則に基づく特定の専門分野の範囲から施設整備

に係る機械関係業務及び環境安全に係る業務について採用を検討した結果、２名の専門職

員を採用した。また、平成 21 年度に向けて施設整備分野における専門職員の採用について

検討を行った。 

 

【152-１】事務職員の語

学（会話）能力向上を企

図した海外研修を含む

系統的な研修を企画す

る。 

Ⅲ 国際的に活躍できる事務職員を養成するため、語学（会話）能力向上を目指した研修を

本学独自で実施した（年度計画【134】参照）。さらに、事務職員 1 名（上記語学研修受講

者）に対して、国際的な視野に立った事業の企画立案に必要な知識を修得させることを目

的に、英国ブライトン大学での海外派遣研修を実施することとした（平成 21 年度４月から

実施）。また、平成 19 年度に同大学へ派遣した職員による研修成果の報告会を開催し、教

育・研究活動及びその支援体制について、現地派遣によって得た体験及びその知見につい

て報告した。 

 

 【１５２】・ 海外研修制度

や在職出向等の実践的な研

修制度を整備するととも

に、他機関との人事交流を

拡充する。 

【152-２】事務職員の他

機関との人事交流を行

う。 

Ⅲ 電気通信大学及び国立天文台、北海道大学との人事交流を実施した（各１名）。  

【１５３】○ 人事評価シ

ステムの整備 ・活用に関す

る具体的方策 

・ 給与に本人の業績が適

切に反映されるよう、業績

評価の具体的項目及び評価

尺度を設定し、それらを総

合的に勘案した評価法を構

築する。 

【153】平成 19 年度に引

き続き評価方法の改善

を図り、教員活動評価

（年次評価）を試行的に

実施する。 

 また、平成 21 年度の

総合評価に向けて、その

評価方法を検討する。 

Ⅲ  平成 19 年度の試行評価の実施結果等を受けて、実施要項及び実施基準を改正し、「教職

員活動データベース」を含む評価システムを改良した。また、各部局教授会において教員

活動評価実施説明会を開催し、９～11 月にかけて『平成 20 年度年次評価（平成 19 年度実

績対象）』を試行実施した。評価終了後、全学教員活動評価委員会（委員長：学長）におい

て、評価結果を報告・分析するとともに、評価方法等の問題点等について検討し、平成 21

年度の実施に向けた改善案を策定した。また、上記委員会において、総合評価（３年ごと

評価）の評価方法及び年次・総合評価における評価結果の活用方法についても検討し、規

程等の改正を行った。 

 

 ウェイト小計  
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中

期

目

標 

・ 限られた人的資源の下で教育・研究を効果的に支援するため、経営的視点に立ち、機動性、柔軟性、効率性のある事務組織を形成する。 

 

 

中期計画 平成 20 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウェ 

イト 

【１５４】○ 事務組織の

機能・編成の見直しに関す

る具体的方策 

・ 縦割りになりがちな事

務組織を効率的な組織とす

るため、平成 16 年度末まで

に見直しを行うとともに、

以降も業務の必要性に応じ

て見直す。 

【154】平成 19 年度に引

き続き、事務組織の強化

を図るとともに、経営を

意識した事務職員を養

成する。 

Ⅲ 大学運営・経営等を推進する事務組織として戦略企画室を設置したほか、事務組織の強

化を目指した見直し案の検討を行った。また、経営を意識した事務職員を養成するため、

国立大学協会等が実施する学外の経営に関するセミナーに事務職員を積極的に参加させた

ほか、学内においてもプロジェクト企画立案研修を実施した（年度計画【134】参照）。  

 

【１５５】○ 複数大学に

よる共同業務処理に関する

具体的方策 

・ 業務の質の維持・向上

と効率化に寄与するため、

近隣の大学と共同で業務処

理の導入を検討する。 

【155】平成 19 年度に実

施した協力・連携を継続

するとともに、新たな協

力・連携について検討

し、可能なものから実施

する。 

Ⅲ 

 

 西東京地区の国立大学法人等が、共同で法人宿舎の維持管理を行う事業を継続して行う

とともに、協定に参加している他の大学等と法人宿舎に関する施設情報を共有化すること

により、より迅速かつ円滑な宿舎管理業務が行えるよう、運用改善の仕組みを構築した。 

また、経済的な調達が行えるよう、近隣大学と連携し、前年度に引き続き液体窒素の共

同調達を実施した。 

 

【１５６】○ 業務のアウ

トソーシング等に関する具

体的方策 

・ 業務の質の維持・向上

と効率化が図れる業務につ

いてはアウトソーシングを

導入する。 

【156】（平成 18 年度に

実施済みのため、平成 20

年度計画なし） 

  新たに府中・小金井キャンパス間における資料等の集配作業についてアウトソーシング

を試行的に実施した結果、業務の効率化が図られたため、平成21年度から完全実施するこ

とが決定した。 

 

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

(１) 業務運営の改善及び効率化 

  ④ 事務等の効率化・合理化に関する目標 
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【１５７】○ 情報化推進

の体制を充実し、業務の情

報化による簡素化・効率化

を推進する。 

【157】（下記「大学情報

システムの整備充実と

運用改善を実現するた

めの措置」（業 189～195）

において詳述。） 

Ⅲ 年度計画【189～195】における「判断理由（計画の実施状況等）」のとおり。  

 ウェイト小計  
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（１） 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項等  

１．特記事項 

■学長を中心とした大学運営の推進 

学長を中心とした大学運営を推進するために、学長を本部長とする「大学戦

略本部」を設置するとともに、同本部をサポートする事務組織として学長直轄

の「戦略企画室」を設置した。 

また、「教養教育協議会」においては、平成 22 年度カリキュラム改革に向け

て、教養教育及び専門基礎教育の充実、実施体制等について検討を行い、平成

21 年度に全学共通教育を実施するための組織として「全学共通教育機構」を立

ち上げることとした。 

「教育研究組織改革検討委員会」においては、新学府の設置について検討を

行い、本委員会の答申を踏まえて、次期中期目標･中期計画案を作成するととも

に、答申の一つである早稲田大学との共同大学院の設置については、大学戦略

本部の下に「共同大学院設置推進室」を設置し、平成 22 年度の創設に向けて具

体的な検討作業を進めた。 

さらに、前年度に引き続き、「管理運営体制 WG」においても、学長諮問に基

づき、平成 21年度及び次期中期目標期間に係る全学採用計画等について検討を

行った。 

 

■学長主導による戦略的資源配分 

 全学的な視点から戦略的な教育研究プロジェクト等を実施するため、大学戦

略経費（学長裁量経費）を優先的に確保した。各プロジェクト等には、事業終

了後に報告書の提出を求め、事業の成果を確認した。 

 また、予算編成においては、持続可能な大学経営を目指して、①総人件費改

革の実行（常勤人件費△1％）、②経費の節減合理化（運営基礎経費△１％）、③

選択と集中（重点施策等への重点配分）を基本的な配分方針として実施した。 

 

■教職員の評価 

 教育職員の評価については、前年度に引き続き「教員活動評価」を試行的に

実施した。また、平成 19年度の試行評価の実施結果等を受けて、実施要項及び

実施基準を改正し、「教職員活動データベース」を含む評価システムを改善した

（主な改善点としては、評価結果の４段階から５段階への変更、施設長・セン

ター長の評価者の明確化、部局等設定（任意）項目の追加等である）。また、評

価実施に伴う課題に対する改善（科学研究費の学内分担者のカウント、特記事

項の取扱についての明文化、評語の変更等）や評価結果の活用方法等について

全学教員活動評価委員会にて検討・策定するとともに、分析した評価結果（統

計）の公表を行うこととした。また、総合評価（３年ごと評価）の評価方法等

について検討し、規程等の改正を行った。なお、総合評価については、平成 21

年度から実施する予定である。（年度計画【153】） 

 事務職員の評価については、公務員制度改革に伴う新たな人事評価制度を参

考として従来の評価方法を見直し、職務遂行能力評価等による「平成 20 年度人

事評価」を導入した。実施にあたっては、適切な評価を行うために、全事務管

理職を対象に評価者研修を行った。また、評価方法の検証を行うとともに、評

価結果の活用について検討を行った。（年度計画【142】） 

 

■事務職員の研修制度 

 本学独自の研修として、事務職員の能力及び資質の向上を目指し、前年度に

引き続き、SD 研修プログラム（全５回）を実施した。また、私立大学における

企画立案スキルとプロジェクト・マネジメントの基礎を学ばせることを目的と

して、早稲田大学と（株）早稲田総研インターナショナルの協力を得て、係長

以上の事務職員・技術職員対象にプロジェクト企画立案研修を実施した。 

国際的に活躍できる事務職員を養成するため、前年度に引き続き英会話学校

への通学研修（２名）を行ったほか、平成 20 年度から新たに外国人講師による

学内マンツーマン英語研修（11 名）及び学外での仏語研修（１名）を実施した。

さらに、事務職員１名（上記学内語学研修の受講者）を英国ブライトン大学へ

派遣することとした（平成 21 年度４月に派遣）。また、平成 19 年度に同大学へ

派遣した職員による研修成果の報告会を開催し、教育・研究活動及びその支援

体制について、現地派遣によって得た体験及びその知見について報告した。 

その他、事務職員を他機関が実施する各種研修（マネジメントセミナー、部

課長級研修等）に積極的に参加させた。 

（年度計画【134】【152-1】） 

 

■人事制度改革 

 平成 19 年度に導入した「選択定年制度」については、１名の申請（平成 22

年度末退職）があり、これを承認した。また、平成 19 年度に申請・承認された

教員（１名）が同制度に基づき平成 21 年３月末で退職した。 

平成 20 年度に「サバティカル制度」を導入し、２名の教員が本制度を利用し

た。 

さらに、「シニアプロフェッサー制度」を導入したほか、育児・介護等を行う

職員の短時間勤務制度、「農工大式ポジティブアクション『１プラス１』」の平

成 21 年度導入を決定した（本実績報告書４頁 全体的な状況「多様な雇用形態

を可能とする人事制度の改善」「女性教員の採用を拡大するための制度の導入」

を参照）。 （年度計画【143-1】【143-2】【148】） 

 

■テニュアトラック制度の運用 

 平成 18 年度の文部科学省科学技術振興調整費｢若手研究者の自立的研究環境



 

 【26.東京農工大学】 

18 

整備促進｣の採択に伴い整備したテニュアトラック制度に関し、テニュアトラッ

ク教員の業績に対する中間評価を学内外の評価者で実施し、若干名について平

成 21 年度からテニュア付与を行うこととした。文部科学省による採択課題中間

評価では、「Ａ評価」を受けた。 

また、大学運営費によるテニュアトラック制度を導入し、本制度に基づき４

名の准教授を採用した。農学府・農学部では、新規採用する助教は、全てテニ

ュアトラック制度を適用することとした。 

（年度計画【144】～【147】） 

 

 

２．共通事項に係る取組状況 

○戦略的な法人経営体制の確立と効果的運用が図られているか。 

・ 学長を中心とした大学運営への取組については、本実績報告書 17 頁 特記事

項「学長を中心とした大学運営の推進」のとおり。 

・ 法令及び本学諸規程に基づき、年度計画の策定、予算の策定、規則の制定・

改定等について、経営協議会及び教育研究評議会の審議を経て、役員会で決

定した。（資料編 14 頁【添付資料２-２】を参照） 

 

○法人としての総合的な観点から戦略的・効果的な資源配分が行われているか。 

・ 「大学戦略経費（学長裁量経費）」については、本実績報告書 17 頁 特記事

項「学長主導による戦略的資源配分」のとおり。 

・ 女性キャリア支援・開発センターの後継組織として「女性未来育成機構」を

設置したほか、農工大式ポジティブアクション『１プラス１』」の平成 21 年

度導入を決定した。（本実績報告書 19 頁 共通事項「男女共同参画の推進に向

けた取組が行われているか。」を参照）。 

・ 「平成 20 年度の全学採用計画」に基づき、平成 19 年度末定年退職者の後任

補充を抑制（24 名定年退職したところ約 15 名採用可能な人件費のみを措置）

した。また、平成 20 年度の人件費の状況を勘案して、「平成 21 年度全学採用

計画」を策定した。（年度計画【149】） 

・ 平成 19 年度に導入した「選択定年制度」を運用した。（本実績報告書 17 頁 特

記事項「人事制度改革」を参照、年度計画【143-１】） 

・ 大学運営費によるテニュアトラック制度を全学的に導入した。（年度計画

【144】） 

・ 一定の外部資金を獲得した教職員に対するインセンティブ付与のため、その

オーバーヘッドの金額に応じて産官学連携奨励費を支給又は配分する「産官

学連携奨励制度」を前年度に引き続き実施し、教職員 89 名に合計 18,209,031

円を支給又は配分した。 

 

○業務運営の効率化を図っているか。 

・ 大学運営・経営等を推進する事務組織として戦略企画室を設置したほか、事

務組織の強化を目指した見直し案の検討を行った。（年度計画【131】） 

・ 業務運営の効率化を図るため、各種会議・委員会の開催時間短縮及び資料の

電子化によるペーパーレス化を推進することとし、既存の「会議運営ルール」

の見直しを検討した。（年度計画【131】） 

・ 西東京地区の国立大学法人等が、共同で法人宿舎の維持管理を行う事業を継

続して行うとともに、協定に参加している他の大学等と法人宿舎に関する施

設情報を共有化することにより、より迅速かつ円滑な宿舎管理業務が行える

よう、運用改善の仕組みを構築した。（年度計画【155】） 

 

○収容定員を適切に充足した教育活動が行われているか。 

・ 課程ごとの定員充足率は、学士課程 115.31％、修士課程（博士前期課程を

含む）146.26％、博士課程 156.01％、専門職学位課程 113.75％であり収容定

員の 90％以上を充足させている。 

 

○外部有識者の積極的活用を行っているか。 

・ 経営協議会を全４回開催した。経営協議会の審議内容及び指摘事項等につい

ては、資料編 15 頁【添付資料２-３】のとおり。 

・ 前年度に引き続き、情報化及び安全管理、産学官連携活動の推進、並びに知

的財産の適切な保護及び活用のため、専門職員や外部有識者を活用し、学務

情報システム（SPICA）の機能向上（年度計画【190】）、安全管理教育の実施

（年度計画【183】）、インキュベーション活動のコンサルタント、発明審査を

行った。 

・ 本学在学生等を中心とした「東京農工大学の魅力を発見する会」を立上げ、

入試広報や一般広報等の充実を図った。（本実績報告書 45 頁「アドミッショ

ン・ポリシーに応じた入学者選抜に関する取組」参照） 

 

○監査機能の充実が図られているか。 

・ 科学研究費補助金、受託研究費等、環境報告書の自己評価、資産の管理状況、

配分経費の管理状況等について内部監査を実施した。 

・ 平成 19 年度及び平成 20 年度の監査結果を受け、旅費に関する事務手続等を

見直すための検討 WG を設置し、規則の改正を検討した。 

・ 府中・小金井両地区の納品検収所の状況について、最高責任者（学長）、統

括管理責任者(総務担当理事)、財務担当責任者(総括チームリーダー(財務担

当))、監事及び監査室長等により、確認・検証を行った。 

・ 次年度以降に、競争的資金等の取扱いマニュアルに関する改善を図るため、

アンケート調査を実施した。 

・ 「研究機関における公的研究費の適正な執行等のための取組の徹底について」
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（文部科学省高等教育局長及び文部科学省研究振興局長、平成 20 年７月 28

日付け 20 文科高第 330 号）を受けて、全教職員・取引業者に対し不適切な経

理等が存在しないか調査を行い、問題がないことを確認した。 

・ 事務職員を対象とした監査能力向上研修会において、内部監査等で指摘され

た問題点、改善点を取り上げ、①教職員の規則遵守義務、②社会の空気を読

める力と工夫改善を培う力の重要性、③行動規範遵守の必要性を説明し、今

後の業務遂行に反映するよう啓発を図った。 

・ 監事、会計監査人、監査室（内部監査担当者）の三者による、監査の独立性

を担保し、効率的かつ効果的監査を実施するための協議の場を設定した。会

計監査人から必要な事項について説明を受けるとともに連携強化のために意

見交換を行った。 

 

○男女共同参画の推進に向けた取組が行われているか。 

・ 女性キャリア支援・開発センターの後継組織として「女性未来育成機構」を

設置し、女性教職員の支援等を行うこととした。 

・ 男女共同参画を推進するため、「農工大式ポジティブアクション『１プラス

１』」の平成 21 年度導入を決定した。（本実績報告書４頁 全体的な状況「女

性教員の採用を拡大するための制度の導入」参照） 

・ 個々の職員の働き方の多様化を認め、子育てや育児をしながらでも働き続け

られる職場環境について検討し、平成 21 年度からの短時間勤務制の導入、介

護休暇延長等の規程改定を行うこととした。（本実績報告書 17 頁 特記事項

「人事制度改革」参照） 

 

○従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。 

・ 平成 17・18 年度に国立大学法人評価委員会から指摘を受けた『選択定年制

度』の具体的設計や適切な実施について、平成 19 年度に制度を導入し、平成

20 年度は、本実績報告書 17 頁 特記事項「人事制度改革」のとおり実施した。
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中

期

目

標 

・固定収入を確保しつつ、外部研究資金を増加し、新たな自己収入を開拓する。 

 

中期計画 平成 20 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウェ 

イト 

【１５８】○ 固定収入の

確保 

・ 学生納付金の徴収方法

を平成17年度までに自動引

落等の効率化を図る。 

【158】（平成 17 年度に

実施済みのため、平成 20

年度計画なし） 

 （年度計画は達成済）  

【１５９】・ 教育研究附属

施設の収入については、本

来の教育研究に支障を生じ

ない範囲で、収入を確保す

る。 

【159】教育研究附属施

設の収入について、平成

19 年度に引き続き、教育

研究に支障を生じない

範囲で収入を確保する。

Ⅲ 

 

農場及び演習林については、生産性の向上を図ったこと、さらには前年度に引き続きア

ンテナショップ「夢市場」において生産物販売を強化した結果、本来の教育研究に支障を

生じない範囲で収入を確保した。（農場収入及び演習林収入に関する収入目標額 26,348 千

円－実績 31,304 千円） 

 

 

【１６０】・ 家畜病院収入

については、診療体制の充

実を図り、中期目標期間中

に平成12年度からの過去３

年間の平均収入額より 50％

増加する。 

【160】家畜病院収入に

ついては、平成 19 年度

に民間金融機関からの

長期借入金を活用して

着手した家畜病院増改

修整備による診療体制

の充実等を含め、円滑な

病院運営及び借入元金

等償還を実行できる収

入額を確保する。 

Ⅲ 

 

高度先端医療や臨床実習の充実のため、民間金融機関からの借入により家畜病院の整備

を行い、５月下旬に新病院増築部分が竣工（その他の部分については７月末に竣工）、７月

から新病院での診療を開始した。最新の医療機器による高度先端医療の提供に伴い、診療

単価の改定も行われた結果、平成20年度の収入額については、177,858千円となっており、

平成20年度に設定した目標額146,444千円（平成12 年度から３年間の平均収入額68,432 千

円の114％増加）を上回り、当初計画した償還金額を確保した。 

 

 

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

(２) 財務内容の改善  

  ① 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標 
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【１６１】○ 外部研究資

金の増加 

・ 競争的資金の申請増加

のための支援組織の確保、

共同研究等の受入窓口の整

備や産学連携コーディネー

ター活用等の全学的な支援

システムを整備する。 

【161】産学官連携機能

を更に強化し、競争的外

部資金の拡充及び外国

企業等との共同研究等

の拡大を図る。  

Ⅲ  産学官連携機能を強化するため、大型助成金（NEDO 若手研究グラント・JST 大学発ベン

チャー・JST 革新的ベンチャー活用・JST 育成研究等）の獲得に重点を置いた支援活動を展

開した。また、産官学連携・知的財産センターのコーディネーターが中心となり、各企業

との包括連携協定等の下にマッチング活動や共同研究企画提案等を行い、包括連携協定相

手先企業との新規共同研究を創設した。なお、実績については、本実績報告書 24 頁 特記

事項「共同研究・受託研究の実績」のとおりである。 

外国企業との共同研究契約に関しては、標準契約書を設定し、実際に国際案件に活用を

開始するとともに、外為対応手順書等の整備を行った。 

 

【１６２】・ 科学研究費補

助金について、１人最低１

件以上申請することを目標

とする。 

【162】平成 19 年度に引

続き、科学研究費補助金

申請率・採択率向上を目

指し、改善策を検討し、

実施する。 

Ⅳ 科学研究費補助金申請率・採択率向上を目指し、共生科学技術研究院主催で、科学研究

費補助金に関する講演会、説明会等を実施した。また、平成 19 年度に申請した計画調書全

般についての分析を行い、その結果を上記説明会で報告した。計画調書については、前年

度に引き続き学内事前確認を行ったほか、希望者に見本となる計画調書の配付（研究代表

者の了承を得て）を行った。さらに、学内事前確認の添削・助言に対して審査員経験教員

の積極的な協力を得られるようインセンティブを導入した。平成 21 年度の科学研究費補助

金申請率は、一人あたり 1.06 件（継続を含む）となり、中期計画の目標値（１人最低１件

以上）を達成した。 

なお、平成 21 年度も引き続き上記取組により１人最低１件以上の申請を維持させる予定

であり、以上をもって、本中期計画を達成した。 

 

【１６３】・ 受託研究、共

同研究を行う教員数を中期

目標期間中に、平成 12 年度

からの過去３年間の平均値

より 10％増加する。 

【163】科学研究費補助

金申請情報を活用し、学

外への広報活動を通し

て、共同研究・受託研究

実施教員数の増加を図

る。 

Ⅲ  産官学連携・知的財産センターにおいて、過去４年間の教員別・学科別・企業別・包括

連携別の共同研究獲得金額データ及び教員の共同研究参加率データ・受託研究データ、さ

らに、寄附金、科研費データの整備とそれらの分析を行った。これらのデータ及び学科や

教員ごとの活動状況を踏まえて、共同研究や助成金獲得に向けた学外の展示会、技術説明

会等への参加依頼を行った。また、共同研究については、さらなる拡大を図るため、課題

と対策を整理し、活動計画に反映させた。 

 その結果、前年度と比較して共同研究実施教員数は 14 人、受託研究実施教員数は４人増

加し、実施人数合計は 166 人となり、中期計画の目標値（100 人）を達成した。 

 

【１６４】○ 収入を伴う

新たな事業の展開 

・ 収入を伴う新たな事業

を開拓するため、大学全体

で推進する組織を構築す

る。 

【164】（平成 19 年度に

実施済みのため、平成 20

年度計画なし） 

 （中期計画は達成済）  

 ウェイト小計  
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中

期

目

標 

・ 運営費交付金の合理化に対応して管理的経費を抑制する。 

 

中期計画 平成 20 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウェ

イト 

【１６５】・ 業務の IT 化

等により業務全般に要する

経費を毎年合理化する。 

【165】管理的な業務全

般に要する経費につい

て、目標値を定めて合理

化する。 

Ⅲ 管理的業務に関する経費の削減に向けて、前年度の経常費用から減価償却費と公租公課

を差し引いた一般管理費の割合（一般管理比率）を前年度値(5.05％)以下に抑えることを

目標値として設定した。目標値達成に向けて、平成 20 年度から新たに設置した経費削減 WG

においてデータ分析及び達成に向けた具体的方策の検討を行った。具体には、学内の各種

会議において現状分析データ等の説明を行い理解・協力を求めたほか、学内 Web ページや

ポスター、チェックリスト等を作成して学内の経費削減意識の向上を図るとともに、徹底

した水光熱量節約のアナウンス（年度計画【166】参照）や全学的に紙使用量の５％削減目

標を掲げる（10％削減を達成）等の取組を行った。 

これらの取組の結果、アスベスト対策及び耐震補強等の緊急避難的な費用及び事業の IT

化推進のための一時的な費用等の特殊要因による費用を除いた一般管理比率は、前年度値

と同率となり、目標を達成した。 

 

【１６６】・ 経費ごとに具

体的な節減目標値を設定す

るとともに、省エネ型設備

へ計画的に切り替えるなど

水光熱費等を毎年１％節約

する。 

【166】水光熱費等につ

いて対前年度比１％の

節約を図る。 

Ⅲ 水光熱費の節約について具体に検討する経費削減WGを設置し、水光熱費等の詳細な原因

の検証を行い、役員・部局長・評議員懇談会をはじめ、学内の各種会議において理解協力

を求めた。さらに、全職員に対しポスター、チェックリストの作成や学内Webページによる

周知を行い、削減意識の向上を図るなど、意識改革に努めるとともに、節水対策、節電の

ための人感センサーの設置、ボイラーの稼働期間短縮等の取組を行った結果、漏水事故の

あった上下水道を除く水光熱使用量の削減を達成した。これにより燃料費単価の変動分を

除く水光熱全体の節約額は、概数で18,984千円となり、対前年度比4.13％の節約を図った。 

 

 ウェイト小計  

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

(２) 財務内容の改善 

  ② 経費の抑制に関する目標 

＜前年度比＞ 

使用量：  H19年度使用量      H20年度使用量     対前年度比使用量削減率        対前年度比節約額（概数） 

 電気      21,441,599(KW)   21,023,488(KW)                1.95%          5,595千円  

  ガス          989,272(m3)        864,525(m3)                12.61%                 8,856千円  

  上下水道       236,517(m3)       243,349(m3)               △2.89%                △1,848千円  

  重油･灯油      233,218(m3)        151,332(m3)                35.11%                 6,381千円  

                                                                          （トータル） 18,984千円（対前年度比4.13%） 
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中

期

目

標 

○ 資産を効果的・効率的に運用する。 

 

中期計画 平成 20 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウェ

イト 

【１６７】○ 教育研究施

設の点検・評価に関する調

査を平成17年度から毎年実

施し、施設の適切な使用面

積配分と弾力的な運用を行

うため共用スペースを確保

する。 

【167】教育・研究施設

の点検・評価に関する調

査を継続して行い、使用

面積の適否と共用スペ

ースの確保の可否を検

討し、共用スペースを確

保すべく調整を図る。 

Ⅲ ５月に施設実態調査を行い、共用スペースの現状を把握した。また、平成20年度補正予

算による改修建物について、スペース配分の見直しを行い、共用スペースを確保すべく調

整を行った結果、1,264㎡の共用スペースを確保した。 

 

 ウェイト小計  

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

(２) 財務内容の改善 

  ③ 資産の運用管理の改善に関する目標 
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（２） 財務内容の改善 

１．特記事項 

■ 資金運用の面での取組 

 国立大学法人等の資産運用の対象となる有価証券の範囲の拡大がなされたこ

とを機に、本学の手持ち資金をより効果的かつ機動的に運用できるよう「国立

大学法人東京農工大学資金運用方針」を改正し、寄附金残高相当分等を財源に

計画的かつ積極的な運用を図った結果、前年比 96％増となる 17,250 千円の財

務収益を上げ、本学の教育研究活動に活用した。 

 

■ 自己収入の増加に向けた取組 

 農場及び演習林については、生産性の向上を図ったこと、さらには前年度に

引き続きアンテナショップ「夢市場」において生産物販売を強化した結果、本

来の教育研究に支障を生じない範囲で収入を確保した（農場収入及び演習林収

入に関する収入目標額 26,348 千円－実績 31,304 千円）。（年度計画【159】） 

 

■ 家畜病院の整備及び診療収入の増加 

 高度先端医療や臨床実習の充実のため、民間金融機関からの借入により、家

畜病院の整備を行い、５月下旬に新病院増築部分が竣工（その他の部分につい

ては７月末に竣工）、７月から動物医療センターとして新病院での診療を開始し

た。最新の医療機器による高度先端医療の提供に伴い診療単価の改定を行い、

平成 20 年度の収入額は 177,858 千円となり、目標額（146,444 千円：平成 12 年

度から３年間の平均収入額 68,432 千円の 114％増加）を上回り、当初計画した

償還金額を確保した。（年度計画【160】） 

 

■競争的資金獲得の支援状況 

 産学官連携機能を強化するため、産官学連携・知的財産センターのコーディ

ネーターが中心となり、共同研究等についてマッチング活動や企画提案等の支

援活動を行ったほか（富士フィルムとの包括連携や日立製作所との組織連携に

基づき実施）、大型助成金（NEDO 若手研究グラント・JST 大学発ベンチャー・JST

革新的ベンチャー活用・JST 育成研究等）の獲得に重点を置いた支援等を展開

した。また、過去４年間の共同・受託研究に関する諸データ（教員別・学科別・

企業別・包括連携別の共同研究獲得金額データ・共同研究参加率データ・受託

研究データ）及び寄附金・科学研究費データの整備・分析を行い、これらデー

タ等を参照して学外広報活動を実施した。具体的には、該当教員に対する展示

会・技術説明会等への参加依頼、産学官連携活動の概要及び研究シーズを掲載

した英文パンフレットの作成（平成 21 年５月完成）等を行った。 

 科学研究費補助金については、申請率・採択率向上を目指し、共生科学技術

研究院主催で科学研究費補助金に関する講演会・説明会等を実施した。また、

計画調書の記載方法について、平成 19 年度に申請した調書全般の分析を行い、

上記説明会で分析結果について報告を行ったほか、平成 20 年度から希望者には

見本となる計画調書の配付を行った。さらに、前年度に引き続き、学内事前確

認を実施し、事務による書式確認や審査員経験教員による添削・助言等を行っ

た。なお、申請・採択状況については、下記『科学研究費補助金の申請状況』

のとおり。（年度計画【162】～【164】） 

 

■科学研究費補助金の申請状況 

平成 20 年度の１人当たりの科学研究費補助金申請件数は、1.06 件（継続を

含む）となり、中期計画（１人最低 1 件以上）を達成した（年度計画【162】）。 

なお、平成 20 年度科学研究費補助金の採択率は 24.6％であり、全国平均

（22.7％）を上回った。 

 

■共同研究・受託研究の実績 

共同研究の実績については以下の記載及び表のとおりである。 

・大学発ベンチャー（3,300 万円×３年）、革新的ベンチャー開発（2,800 万円

×3.5 年）、NEDO 若手研究グラント２件（計約 10,000 万円） 

・JST シーズ発掘 12 件（計 2,400 万円）、JST シーズ顕在化１件（800 万円）、

JST つなぐしくみ ３件（計 900 万円）  

・新規案件について、日立製作所 ３件、富士フィルム３件 

・キャノンとの共同研究大型案件１件 

・富士ゼロックスとの包括連携協定を推進 

また、外国企業等との共同研究等については以下のとおりである。 

・国際学会、JUNBA・AUTM 等の海外展示会、リエゾン拠点等の活用により、海

外案件４件獲得（他に９件を支援） 

・外国企業との標準契約書を設定し、国際案件に活用 

・外為対応手順書等の整備 

・ブライトン大学 BusinessDevelopment Manager of School、MITStanford 

Venture Lab、MITEnterprise Forum 等と、海外への展開を計画している本学

発ベンチャー企業とのアライアンス、共同研究の開拓に関する連携 

なお、共同研究及び受託研究の実施教員数は計 166 名となり（平成 19 年度よ

りそれぞれ 14 名及び４名増）、中期計画の目標値（100 名）を達成した。（年度

計画【163】）   

表 1. 平成 20 年度共同研究・受託研究受入実績 

 共同研究 受託研究 

件数（件） 266 125

金額（千円） 606,020 926,619
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2．共通事項に係る取組状況 

○ 財務内容の改善・充実が図られているか 

・ 水光熱費のデータ分析及び節約に向けた具体的取組を行った結果、燃料費単

価の変動分を除く水光熱全体の節約額は、概数で 18,984 千円となり、対前年

度比 4.13％の節約を図った。（年度計画【166】）   

・ 自己収入の増加に向けた取組状況については、本実績報告書 24 頁 特記事項

｢自己収入の増加に向けた取組」のとおり。 

・ 資金運用面での取組状況については、本実績報告書 24 頁 特記事項｢資金運

用面での取組」のとおり。(資料編 46 頁【添付資料５-１】参照) 

・ 他大学に比して高い外部資金比率を維持すべく、教授会等において積極的啓

発活動等を行った結果、厳しい経済情勢の中、一定額以上（共同研究費及び

寄附金：300 万円以上、受託研究費及び補助金：1,000 万円以上）の外部資金

獲得者数が増加するなど、高い外部資金比率（17.73％）を維持した。 

 

○ 人件費等の必要額を見通した財政計画の策定や適切な人員等を通じて、人件

費削減に向けた取組が行われているか。 

・ 人件費削減に向けた取組については、本実績報告書 18 頁 共通事項｢法人と

しての総合的な観点から戦略的・効果的な資源配分が行われているか。｣のと

おり実施した結果、平成 20 年度に概ね１％の削減目標を達成した。 

 

○ 従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。 

・ 平成 16 年度評価において国立大学法人評価委員会から指摘を受けた全学採

用計画について及び平成17 年度に指摘された人件費削減の取組については、

前年度に引き続き、本実績報告書 18 頁 共通事項｢法人としての総合的な観点

から戦略的・効果的な資源配分が行われているか。｣のとおり実施した。 
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中

期

目

標 

○ 教育研究・社会貢献・業務運営等の全機能を絶えず向上させるため、全活動領域に関する中期目標・中期計画実施状況と目標達成度を自己点検評価し、

外部評価 ・第三者評価にも積極的に供するとともに、これらの評価結果を次期の目標・計画立案に生かす。 

 

中期計画 平成 20 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウェ

イト 

【１６８】○ 自己点検・

評価の改善に関する具体的

方策 

・ 目標・計画の立案と点

検評価を一元的に実施する

体制を拡充するとともに、

データの収集や分析等に携

わるスタッフを配置する。 

【168】法人評価及び認

証評価の経験を活かし

て資料の収集プロセス

を改善・構築するととも

に、大学情報委員会等に

おいて各システムの連

携を進める。また、デー

タ収集や分析等に携わ

るスタッフを養成する。

Ⅲ  認証評価や法人評価に伴う各実績報告書等の根拠資料・データの収集、取りまとめ作業

のノウハウを活かして、収集プロセス等について検討した結果、自己点検・評価に活用す

るために、実績報告書等に係る年度計画の進行状況を Web ページにて学内に周知すること

とした。同様に、（独）大学評価・学位授与機構による「大学情報データベース」に入力し、

提供された分析データ集を Web ページに掲載して、学内閲覧を可能とした。また、各シス

テムとの連携を図りながら、「教職員活動データベース」等の改良を行うとともに、大学情

報委員会、全学教員活動評価委員会等における審議を経て、本データベースの研究成果に

関する情報を社会に向けて公開した。次いで、今後の書誌・引用文献データベースの活用

について、他大学の状況等を調査し、担当者において検討した。 

なお、データ収集や分析等に係る知見・知識の涵養を推進するため、上記作業に携わる

スタッフを関連する研修等に参加させた。 

 

 

【１６９】○ 評価結果を

大学運営の改善に活用する

ための具体的方策 

・ 中期計画期間の中間に

自己点検評価を実施し、そ

の評価結果に基づき大学運

営を改善する。 

【169】各部局等におけ

る自己点検・評価結果に

基づき、教育研究組織の

見直し等を含めた、第２

期中期目標・中期計画

（案）について検討す

る。（【139-１】再掲） 

Ⅲ  年度計画【139-１】における「判断理由（計画の実施状況等）」のとおり。  

 ウェイト小計  

 

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

(３) 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供 

  ① 評価の充実に関する目標 
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中

期

目

標 

○ 個人情報や特許情報等の保護を必要とする情報を除いて、大学の全分野における活動の方針・目標・計画・実績・評価結果に関する情報を積極的に公開

する。 

 

中期計画 平成 20 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウェ

イト 

【１７０】・ 平成 16 年度

から本学の諸活動に関する

データベースを計画的に整

備し、平成 19 年度までにイ

ンターネットによる最新情

報提供体制を確立する。 

【170】広く学外に向け

て、多様な媒体・機会を

利用して積極的な情報

発信を行い、さらなる

Web の充実を進めながら

大学への共感を高め、メ

ッセージの定着を図る。

また、大学の広報活動に

対する学内意識の啓発

を進め、広報・社会貢献

活動のための情報収

集・蓄積を積極的に行

う。 

Ⅲ 多様な媒体・機会を利用して、「学長記者会見」等により、以下のとおり、学外に向けた

積極的な情報発信を行い、大学への共感を高め、メッセージの定着を図った。 

・学長定例記者会見の企画・実施（５回/年：新春学長記者会見では初めての試みとして、

１つのテーマ“本学の「チェンジ」を知ってもらうために”の下に４つのトピックスを

まとめて発表した）、保護者向け広報誌「ニュースレター」の発行（２回/年） 

・特別講演会の企画・実施（２回/年）、メールマガジンの配信(１回/月) 

・Web ページの更新及び情報の充実化：Webサイトのリニューアルに向けて準備するととも

に、学内規程を整備し、公募型企画競争にて公募を開始した。 

・新聞社等への積極的な情報配信 

 入試広報の充実については、受験者数の拡大を図るため、大学進学相談会や、高校内ガ

イダンスに加わえ、予備校の説明会にも積極的に参加し、本学の教育研究活動を幅広く周

知した。また、大学教育センターアドミッション部門の教員が高校（新潟県の高校４校）

を訪問し進路指導担当教員との情報交換を行ったほか、広報・社会貢献委員会委員が母校

訪問を行った。さらに、より受験生の立場に立った広報を行うため、「農工大の魅力を発見

する会」を立ち上げ、本学学生等の意見を広報活動に反映させた（本実績報告書 45 頁「ア

ドミッション・ポリシーに応じた入学者選抜に関する取組」参照）。 

 社会貢献活動については、「府中市学校教育プラン 21」（府中市学校教育推進計画）の理

念に基づく、中学生の職場体験への協力イベントと、東京都看護協会が東京都と協力し行

っているエイズ・ピア・エデュケーション事業を府中・小金井両キャンパスで実施した（本

実績報告書 61 頁「地域等との連携・協力に関する取組」参照）。 

 

 ウェイト小計  

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

(３) 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供 

  ② 情報公開等の推進に関する目標 
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（３） 自己点検・評価及び情報提供 

１．特記事項  

■ 評価関係データの収集・蓄積 

 全学計画評価委員会において、四半期ごと（教育研究については前・後期ご

と）に実施している年度計画の進捗状況報告について、その自己点検・評価結

果を Web ページに掲載し、全学的に年度計画の進捗状況を確認できることとな

った。また、（独）大学評価・学位授与機構の「大学情報データベース」より提

供される分析データ集を様々な自己点検・評価に活用するため、Web ページに

掲載し、学内閲覧可能とした。また、研究に関する評価への活用データとして

の書誌・引用文献データベースの有用性について、他大学の状況等を調査し、

担当者において検討した。さらに、全教員に対し「教職員活動データベース」

への積極的データ入力を促し、本システムから抽出するデータを法人評価の際

に活用した。（年度計画【168】） 

 

■教育研究に関わる情報の公開 

 「教職員活動データベース」の研究情報（論文・著書・研究発表及び招待講

演等）について、全教員の情報を Web ページに掲載し、社会に向けて公開した。

また、（独）大学評価・学位授与機構による「大学評価情報ポータルサイト」へ

のデータ更新等を行った。（年度計画【168】） 

 

■ Web サイトの充実 

  Webサイトのリニューアルについて、受験生を中心とした学外者に本学のメッ

セージがよりわかりやすく伝わるよう構成等について検討し、平成21年４月か

らの更新に向けて準備を進めた。 

 

■ 広報活動における情報発信の実施 

 多様な媒体・機会を利用して、以下のとおり学外者に向けて情報発信を行っ

た。なお、主な取組については、以下のとおり。 

＜大学への共感を高め、メッセージの定着を図るための取組＞ 

・ 学長定例記者会見の実施（５回／年）。特に、新春学長記者会見では、初め

ての試みとして、１つのテーマ（“本学の「チェンジ」を知ってもらうため

に”）の下に４つのトピックスをまとめて発表した。 

・ 保護者向け広報誌「ニュースレター」の発行（２回/年）。 

・ 月１回のメールマガジンの配信。 

・ 新聞社等への積極的な情報配信。 

・ Web ページの更新及び情報の充実化（上記特記事項「Web サイトの充実」の

とおり）。 

・ 新たに創設された「特別栄誉教授」称号付与制度の第１号授与式とラスカー

賞の受賞報告の記者会見を同時に実施。（主要３紙を含め 15 社からの新聞掲

載、テレビ放映がなされた） 

・ アメリカンミニホース２世誕生にあたりプレスリリースやお披露目会を開催 

・ 東京農工大学広報大使第 1号として、「生協の白石さん」こと白石昌則氏を

任命し、今後の広報活動への協力を依頼。 

＜入試広報に係る取組＞ 

・ 大学進学相談会、高校内ガイダンス、予備校説明会等への積極的参加。 

・ 大学教育センター教員による高校訪問（４校）を実施。 

・ 広報・社会貢献委員会委員による母校訪問（２校）を実施。 

・ より受験生の目線に立った入試広報を行うこと等を目的とした、本学在学生

及び卒業（修了）生を中心メンバーとした「農工大の魅力を発見する会」（委

員長：広報担当副学長）を設置。入試広報等に係る案件（本学紹介動画や受

験生向けポスターの作成等）について意見交換を行い、それらを反映した。 

 

2．共通事項に係る取組状況 

○ 中期計画・年度計画の進捗管理や自己点検・評価の作業の効率化が図られ

ているか。 

・ 中期計画や年度計画の進捗管理や自己点検・評価の作業の効率化については、

上記特記事項「評価関係データの収集・蓄積」のとおり。 

・ 中期目標期間に係る法人評価結果を分析し、計画・評価の Web ページに掲載

した。 

 

○ 情報公開の促進が図られているか。 

・ 情報公開については、上記特記事項「教育研究に関わる情報の公開」「Web

サイトの充実」「広報活動における情報発信の実施」のとおり。 

 

○ 従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。 

・ 平成 20 年度に実施された中期目標期間に係る法人評価の結果については、

各種委員会にて報告するとともに、Web ページ等に掲載し、周知を図った。

さらに、平成 16～19 事業年度評価及び認証評価等の結果についても、同様に

Web ページ等にて公開している。なお、国立大学法人評価委員会からの指摘

事項に対する改善状況は、各共通事項に係る取組状況「従前の業務実績の評

価結果について運営に活用しているか。」に記載したとおり。 
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中

期

目

標 

○ 教育研究活動に必要な施設スペースは、特に既存施設の持続的有効活用を図ることを第一として、積極的に改修整備及び維持保全の管理を推進し、必要

とする新設施設を計画的に整備する。 

 

○ キャンパス・アメニティの向上は学生及び教職員にとって極めて重要な課題であると同時に、大学の魅力にも係る重要な課題であることから、地域との

共生にも配慮しつつ、個性あるアメニティを創造し維持する。 

 

中期計画 平成 20 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウェ

イト 

【１７１】○ 施設等の有

効活用と整備に関する具体

的方策 

・ 施設等の有効活用に資

するために実施する点検・

評価実施調査で得られたデ

ータベースを Web 上で運用

（有効活用・維持保全対応）

するシステムを平成18年度

までに構築し、使用スペー

スの円滑な運用を進める。 

【171】毎年実施する施

設実態調査の結果に基

づき、「キャンパス施設

マネジメント電算化シ

ステム」のデータ更新を

行い、使用スペースの円

滑な運用を進める。 

Ⅲ 平成 20 年度施設実態調査の調査結果に基づき、「キャンパス施設マネジメント電算化シ

ステム」のデータ更新を行った。これらのデータに基づき現状を把握し、共通スペース等

の見直しの際に、参考データとして活用した（年度計画【172-1】参照）。 

 

【１７２－１】・ 施設整備

の進捗に合わせながら実験

研究スペースの 20％を目標

として共用スペースを確保

する。これらからプロジェ

クト研究活動等を支援する

ためのレンタルラボスペー

スを貸し出すことにより研

究需要に機動的に対応す

る。 

【172-１】研究需要に対

応するため、農学府・農

学部施設整備委員会に

おいて、面積配分を見直

し、共用スペースの確保

に係る方針を検討する

とともに、同方針に基づ

いて、20％の共用スペー

スを確保すべく調整を

図る。 

Ⅳ 農学府・農学部施設整備委員会の下に「農学府研究室共用面積再検討 WG」を設置し、面

積配分の見直し及び府中キャンパスの共用スペースの確保に係る方針ついて検討を行い、

配分方針を策定した。 

また、施設整備（農学部４号館、硬蛋白質利用研究施設）を契機として、共用スペース

の増床（1,264 ㎡）を図り、当該施設における共用スペースの割合を 30％とした。（資料

編 67 頁【添付資料８-２】） 

 

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

(４) その他の業務運営 

  ① 施設設備の整備・活用等に関する目標 
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【１７２－２】・自助努力に

基づいた新たな整備手法に

よる施設整備を図ることと

し、長期借入金等により整

備可能な施設については、

積極的に検討し、可能なも

のから速やかに実施する。 

【172-2】長期借入金等

を活用した学生寮の整

備について、整備内容や

整備手法等について詳

細に検討を行ったうえ、

整備事業の実施につい

て判断する。 

Ⅳ  学生生活委員会において、学寮の耐震補強改修に係る基本的事項の検討・確認を行うと

ともに、学寮整備検討 WG において、より具体的な検討を行い、長期借入金による整備案を

役員会、教育研究評議会で審議・決定した。 

これらに基づき、長期借入金による整備について認可申請手続を行うとともに、補助金

による耐震改修と併せて機能改善工事の実施設計を行った。さらに、入札事務手続きを開

始した。  

 

【１７３】○ 施設等の維

持管理に関する具体的方策 

・ 棟毎の施設設備データ

を Web 上で一元管理できる

体制を平成18年度までに整

備する。 

【173】毎年実施する施

設実態調査の結果に基

づき、「キャンパス施設

マネジメント電算化シ

ステム」のデータ更新を

行う。 

Ⅲ  年度計画【171】における「判断理由（計画の実施状況等）」のとおり。  

【１７４】・ 施設等の定期

的な巡回点検を実施する。 

【174】平成 19 年度に作

成した改修計画に従い、

改修整備を実施すると

ともに、定期的な巡回点

検を実施し、改修計画の

見直しを行う。 

Ⅲ 平成 19 年度に作成した改修計画に従い、トイレの改修整備を実施した（年度計画【177】

参照）。 

また、巡回点検を実施した結果を基に、改修計画の優先順位の見直しを行った。 

 

【１７５】・ プリメンテナ

ンスを効率的・継続的に行

うため、競争的資金のオー

バーヘッドやレンタルラボ

の各種チャージの一部を維

持・保全のための経費に組

み入れる。 

【175】平成 19 年度に作

成した修繕計画に基づ

き、順次実施を図る。 

Ⅲ  平成 19 年度に作成した修繕計画に基づき、オーバーヘッドやレンタルラボのチャージの

一部を活用し、雨漏れ対策や空調機の整備など計 218 件の修繕等を実施した。 

 

【１７６】・ 実験設備等

(附帯設備共)について、特

に安全確保や省エネの観点

からの更新計画を策定す

る。 

【176】（平成 18 年度に

実施済みのため、平成 20

年度計画なし） 

 （中期計画は達成済）  
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【１７７】○ キャンパ

ス・アメニティの向上に関

する具体的方策 

・ キャンパス・アメニテ

ィ充実のための優先・重点

ゾーンについて計画を策定

し、随時改善していくこと

とする。 

【177】平成 18 年度に見

直しを行った「キャンパ

ス・アメニティ総合整備

計画」及び平成 19 年度

に作成した整備年次計

画のうち、優先・重点ゾ

ーンに係る改善策を検

討し、計画的に実施す

る。 

Ⅲ 「キャンパス・アメニティ総合整備計画」及び整備年次計画のうち、優先・重点ゾーン

として、トイレについての改善策を検討し、改修整備（62 ㎡）を行った。なお、具体的な

改修状況については、年度計画【178】・【179】のとおり。 

 

【１７８】・ バリアフリー

及び調和のとれたデザイン

(インテリア・エクステリア

共)の整備計画を策定する。 

【178】平成 19 年度に作

成した整備年次計画を

確定し、計画に基づいた

整備を順次実施する。 

Ⅲ 平成 19 年度に作成した整備年次計画を確定し、農学部第１講義棟及び FM 津久井管理棟

のスロープ及び自動ドア設置によるバリアフリー対策等を実施した。 

 

 

【１７９】・ エコキャンパ

ス創造に向け、建築物の総

合的な再点検・整備を行う。 

【179】平成 19 年度に作

成した整備年次計画を

確定し、計画に基づいた

整備を順次実施する。

（【178】再掲） 

Ⅲ  平成 19 年度に作成した整備年次計画を確定し、人感センサーや瞬間暖房便座等の省エネ

器具を設置した。 

 

【１８０】・ キャンパスへ

の車輌等の入構については

その適正な在り方につい

て、調査検討を実施し、駐

車場・駐輪場を整備する。 

【180】平成 19 年度に作

成した整備計画に基づ

き、必要とされる駐輪場

の整備について、順次実

施を図る。 

Ⅲ  平成 19 年度に作成した整備計画に基づき、小金井キャンパスに約 100 台収容の駐輪場を

整備した。また、新たに府中キャンパスに約 80 台収容の駐輪場を整備した。 

なお、以上をもって、本中期計画を達成した。  

 

 

【１８１】・ 実験研究施設

内での安全を確保するとと

もにセキュリティ対策を進

める。 

【181】建物毎のセキュ

リティ整備計画を策定

し、可能なものから順次

実施を図る。 

 また、実験施設の安全

を確保するため、巡回点

検を実施する。 

Ⅲ 策定したセキュリティ整備計画に基づき、農学部第１講義棟及び FM 津久井管理棟の 

セキュリティ対策を実施したほか、改修工事（年度計画【177】参照）に伴いトイレに防犯

ブザー等のセキュリティ対策を実施した。 

また、府中・小金井両キャンパスにおいて、学長・理事による安全パトロールを実施し

た。実験施設の状況やトラブルが発生した現場の対策実施状況、安全上の問題箇所、老朽

化した施設等を重点的に巡視し、改善事項について、各学府長等に対応を依頼した。 

 

 ウェイト小計  
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中

期

目

標 

○ 教育研究活動を円滑に進めるために、全学生・教職員等の健康と安全が確保されるように、適用される法令等の厳格な遵守による安全管理を図る。 

 

○ 予期せぬ各種災害等への対策については地域と協力しつつ、信頼される防災対策及び実施体制を確保する。 

 

中期計画 平成 20 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウェ

イト 

【１８２】○ 教育研究環

境の安全・衛生管理の確保

に関する具体的方策 

・事業所ごとに安全衛生管

理体制を確実に機能させる

ための「安全管理センター

（仮称）」を設置する。 

【182】「安全管理センタ

ー（仮称）」の設置につ

いて検討する。 

Ⅳ 平成 19 年度に作成した環境安全管理センターWG 報告「環境安全管理センター(仮称)設置

案について」(平成 20 年３月 31 日報告)を受け、環境・安全衛生委員会の下に環境安全管

理センター設置準備作業部会を設置し、組織の検討、規則の作成等を行った。教育研究評

議会、経営協議会及び役員会の承認を得て、関係規則等の整備を行い、平成 20 年 11 月に

「環境安全管理センター」を設置した。 

なお、以上をもって本中期計画を達成した。  

 

 

【１８３】・ 安全管理マニ

ュアルを平成17年度までに

改訂するとともに、学生・

教職員に対しての安全管理

教育を計画的に実施する。

また、Web 上で公開すること

でマニュアルの周知徹底を

図る。 

【183】安全マニュアル

を更新しWeb上で公開す

るとともに、学生・教職

員に対しての安全管理

教育を計画的に実施す

る。 

Ⅲ 「安全マニュアル」の内容を一部更新し、新入生に対して学部オリエンテーション時に

配布・説明を行うとともに、Web ページで公開した。教員に対しては、実験・実習・課外活

動等を行う際に上記マニュアルを用いた事前安全管理教育を実施するよう、教授会等にお

いて周知徹底を図った。なお、その他、主な学生・教職員に対する安全管理教育について

も、計画的に以下のとおり実施した。 

・ 高圧ガス保安講習会〔府中キャンパス及び小金井キャンパス〕 

・ TA セミナーにおける講義「事故・災害から学ぶ TA としての心構えについて」 

・ 救急救命講習及び AED のデモンストレーション〔府中キャンパス〕 

・ 小金井消防署指導による総合防災訓練（避難訓練、AED 講習）〔小金井キャンパス〕  

 

【１８４】・ 化学薬品・実

験廃液・廃棄物の管理・取

扱いについては法律に準拠

した管理システムを活用し

て全学での一元管理体制を

平成 17 年度までに確立す

る。 

【184】（平成 17 年度に

実施済みのため、平成 20

年度計画なし） 

 （中期計画は達成済）  

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

(４) その他の業務運営  

  ② 安全管理に関する目標 
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【１８５】・ 放射線・RI等

の取扱い、組換え DNA・バイ

オ研究の操作基準等につい

ては、安全対策を充実させ

る。 

【185】放射線・RI 等の

取扱い、組み替え DNA・

バイオ研究の操作基準

については、関係小委員

会等において随時必要

な検討を実施し、安全対

策の充実を図る。 

Ⅲ  放射線の取扱いについては、放射線安全小委員会及び環境・安全衛生委員会において、

学内エックス線装置の新管理体制の整備、学内放射線関連規則の見直し等について検討を

行った。また、上記小委員会において、「平成 19 年度放射線管理状況報告」を作成した。

これらの検討結果を受けて、学内エックス線装置使用者に対し「エックス線装置の安全管

理及び安全教育の徹底について」を通知し、装置の安全管理及び安全教育の実施の徹底を

指示するとともに、放射線業務の安全管理をより強化するため、所要の規則等の改正等を

行った。また、農学部放射線研究室及び遺伝子実験施設（学術研究支援総合センター）に

ついて、放射線関係法令に基づく変更申請を文部科学省に行った。 

 組み換え DNA・バイオ研究の操作基準については、関係小委員会等において随時検討を行

い、厚生労働省の根拠法令に基づき、本学の病原性微生物等安全管理規程を一部改正した。 

 

【１８６】○ 災害発生時

の対策と危機管理に関する

具体的方策 

・ 地域防災拠点としての

役割を担うことのできる防

災及び災害発生時対応マニ

ュアルを整備し、その防災

体制の確立と整備の充実を

図る。 

【186】平成 19 年度に引

き続き、府中市・小金井

市との地域防災協力ネ

ットワーク連絡会を開

催し、本学の地域防災拠

点としての体制の確立、

設備の充実について検

討する。 

Ⅲ  府中市及び小金井市と地域防災協力ネットワーク連絡会を３月に開催し、本学が地域の

広域避難場所に指定されていることから、地域防災の拠点としてどのような役割や協力を

果たせるのか協議・検討を行った。 

 なお、新型インフルエンザへの対策・対応についても両市と検討を進める地域防災事項・

情報共有事項の一つとして新たに加えること及び定例的に本ネットワーク連絡会を開催

（毎年 11 月開催）することを決定した。 

 

【１８７】・ 地方自治体の

各官署との防災ネットワー

クの構築を推進する。 

 

【187】平成 19 年度に引

き続き、府中市・小金井

市との地域防災協力ネ

ットワーク連絡会を開

催し、本学の地域防災拠

点としての自治体との

連携について検討し、地

域防災協力ネットワー

ク構築の推進を図る。 

Ⅲ 年度計画【186】における「判断理由（計画の実施状況等）」のとおり。  

【１８８】・ 危機管理に対

するマニュアルを整備し、

危機管理体制の確立と設備

の充実を図る。 

【188】危機管理に関す

る各種個別マニュアル

の見直しや新たなマニ

ュアルの策定等を継続

して実施し、危機管理に

関する全学的・総合的な

危機管理体制の確立を

図る。 

Ⅲ  平成 19 年度に着手した危機管理に関する各種個別マニュアルの作成を完了した。 

 また、環境安全管理センター運営委員会において、事故等の際の緊急連絡及び報告を義

務化する要項を制定し、情報を一元的に把握する危機管理体制を確立した。 

 

 ウェイト小計  
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中

期

目

標 

○ 総合情報プラザの実現により、本学の ｲ.教育・研究支援の向上、ﾛ.学生サービスの向上、ﾊ.業務効率の向上、ﾆ.情報公開支援の推進を図り、教育研究や

業務全般の質の向上に資するとともに、業務の効率化及び社会に対する説明責任を果たす。 

 

○ 情報メディアを一元管理する総合情報プラザを運用する体制を強化する。 

 

中期計画 平成 20 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウェ

イト 

【１８９】○ 総合情報プ

ラザの構築に関する措置 

総合情報プラザの実現によ

り、本学の ｲ.教育・研究支

援の向上、ﾛ.学生サービス

の向上、ﾊ.業務効率の向上、

ﾆ.情報公開支援を推進す

る。具体的な事項を以下に

示す。 

・ 総合情報プラザの構築

のために、以下のデータベ

ースを完成する。 

・ 平成 17 年度までに教職

員活動情報をデータベース

化し、研究者総覧、研究者

個人の研究業績等の Web に

よる公表及び教職員活動情

報の共有化により教育・研

究支援を図るとともに、評

価根拠情報の提供などによ

り業務効率を向上させる。 

【189】教職員活動デー

タベースのデータ登録

機能の拡充を検討する。

Ⅳ  平成 19 年度の「教員活動評価」試行実施において生じた問題点について、評価項目及び

年度評価方法を一部改善した（年度計画【153】参照）。これに併せた教職員活動データベ

ースのカスタマイズを検討し、平成 20 年度評価（平成 19 年度実績評価）の実施までに完

了した。 

また、平成 21 年度に実施する年次評価及び総合評価に向けて、全学教員活動評価委員会

における検討結果に基づき、システムの改善を検討した。 

 

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

(４) その他の業務運営 

  ③ 大学情報システムの整備充実と運用改善 
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【１９０】・ 学務情報を

データベース化し、学生自

身のインタラクティブな学

業情報（成績、履修届け、

就職情報等）の取得、デー

タの共有化によるきめ細か

な就学指導及び業務の効率

化を図る。 

【190】学務情報システ

ムの機能拡張と運用環

境整備を図る。 

Ⅲ 学生の利便性の向上、業務効率の向上を図るべく、学務情報システム（SPICA）の Web 課

程表検索、学生証の利用目的別発行、集計帳票出力に係る機能を拡充した。運用環境の整

備については、Web による SPICA の学外公開を、連合農学研究科の構成大学（茨城大学・宇

都宮大学）の学生に対し、平成 21 年４月から開始することとした。また、上記研究科構成

大学の教員、非常勤講師による学外からの利用についても具体案を検討した。 

 さらに、平成 20 年度に導入した新授業料免除システムとのシステム連携を行った。 

 

【１９１】・ 平成 17 年度

までに物品購入依頼情報の

発生源入力を実現し、教育

職員のインタラクティブな

物品購入依頼・予算照会等

を通した教育・研究支援、

及び経理処理の合理化によ

る業務の効率化を図る。 

【191】新規科学研究費

補助金管理システム等

について財務会計シス

テムとの連携も含め検

討する。 

Ⅲ  各教員が自ら残額確認を行うことが可能になる等、研究支援及び経理処理における合理

化を目指して『科学研究費補助金システム WG』を立ち上げ、３月に新規科学研究費補助金

管理システムを導入した。なお、平成 21 年度に、より効率的な新規財務システムの導入が

決定しており、上記システムとの連携を検討することとした。 

 

【１９２】・ 平成 18 年度

までに財務会計情報システ

ムによるデータの共有化等

により、予算配分から執行

までの業務を効率化する 。 

【192】新規科学研究費

補助金管理システム等

について財務会計シス

テムとの連携も含め検

討する。（再掲） 

Ⅲ 年度計画【191】における「判断理由（計画の実施状況等）」のとおり。  

【193-１】統一認証・統

合基盤システムの整

備・拡充を図る。 

Ⅲ 統一認証・統合基盤システムのポータルサイトから、シングルサインオンによる各種シ

ステムへのアクセスを可能とした。さらに、統一認証サーバーの二重化による増強及びメ

ディアセンターの認証サーバーとの連携によるパスワードの一元化等について検討を行

い、今後導入予定の文書管理システム及びシンクライアント等への対応をも考慮した詳細

設計を行った。 

 【１９３】・ 上記の各種デ

ータベースの構築ととも

に、統一認証システム等の

導入によりセキュリティ基

盤を強化し、個人情報も含

む蓄積情報の保護を図る。 

【193-２】情報セキュリ

ティ対策を整備する。 

Ⅲ  情報システム管理規程及び情報セキュリティポリシーに基づき、外部からセキュリティ

インシデント事例を収集し必要に応じて学内に通知したほか、学内で発生したインシデン

ト等についても調査し、セキュリティ講習会の実施や個人情報漏洩への注意勧告等を行っ

た。また、要望があった研究室を直接訪問してコンピュータウィルス感染やセキュリティ

設定状況を監査し、その場で適切な設定への変更を行った。 
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【１９４】・ 遠隔地授業・

遠隔地会議に資する通信シ

ステムを拡充するととも

に、モバイル環境の充実を

図る。さらに、電子化情報

コンテンツの充実と利用性

向上を実現し、e ラーニン

グ・遠隔授業システムを支

援する。 

【194】e ラーニングシス

テムを整備し、その運用

法を充実する。 

Ⅲ  e ラーニングシステムの整備・拡充に対する取組を本実績報告書 38 頁 特記事項「eラー

ニングシステムの整備・拡充」のとおり実施した。なお、運用法の充実を図るため、学習

管理システム（moodle）及び e ラーニング収録システムの学内講習会を府中・小金井両キ

ャンパスで開催し、利用者の増加を図った。 

 

 

【１９５】・ 上記の情報メ

ディアを一元管理する総合

情報プラザの実現のため

に、平成 17 年度までに図書

館、総合情報メディアセン

ター、情報化推進室の協力

体制を強化する。 

【195】ユビキタスネッ

トワークとセンサーネ

ットワークを活用した

ICT 基盤整備を計画的に

推進する。 

Ⅲ  ユビキタスネットワークとセンサーネットワークを活用した ICT 基盤整備を計画的に推

進した。主な取組は、以下のとおりである。 

・ FS センターFM 多摩丘陵におけるセンサーネットワークの構築に必要な機器の設計を行

い、設置した。 

・ 環境に配慮したグリーン IT を基本とする「次期キャンパス情報ネットワーク」の構成

図(案）を作成するとともに、他大学のネットワーク状況を調査した。 

・ 学外からのセキュアなアクセス手段である VPN の更新と Firewall の強化を行った。VPN

に関しては、利用者マニュアルを作成して Web ページで公開した。また、OS の種類によ

る動作不具合を調査し、改善策を講じた。 

・ 全国 18 大学の連合農学研究科を双方向に接続する「多地点制御遠隔講義システム」を

導入した（本実績報告書 38 頁 特記事項「教育に関わる情報システム等の整備充実」参

照）。 

 

 

 ウェイト小計  
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（４）その他の業務運営に関する重要事項 

１．特記事項  

施設設備の整備等に関する取組状況 

■長期借入金等を活用した施設の整備 

 家畜病院の整備については、５月下旬に新病院増築部分が竣工（その他の部

分については７月末に竣工）、７月から動物医療センターとして新病院での診療

を開始した。これにより、最新の医療機器による高度先端医療の提供が可能と

なった。なお、診療収入の増加等については、本実績報告書 24 頁 特記事項「家

畜病院の整備及び診療収入の増加」のとおり。 

また、学寮の整備については、学生生活委員会において学寮の耐震補強改修

に係る基本的事項の検討・確認を行うとともに、学寮整備検討 WG において更に

具体的な検討を行い、長期借入金による整備案を役員会、経営協議会等で審議

し、決定した。この決定を受け、長期借入金による整備について認可申請手続

を行うとともに、補助金による耐震改修と併せて機能改善工事の実施設計を行

った。さらに、入札事務手続きを開始した。なお、本工事の最終的な竣工時期

は、平成22年３月（平成21年11月から入居開始）予定である。（年度計画【172-2】） 

 

■「キャンパス・アメニティ総合整備計画」等に基づく整備 

 平成 18 年度に見直しを行った「キャンパス・アメニティ総合整備計画」等に

基づき、トイレの改修整備や駐輪場の増設等を、学長裁量経費を措置するなど

して実施した。また、学内各施設のバリアフリー対策や省エネ対策、セキュリ

ティ対策等も併せて実施した。（年度計画【177】【178】【179】【181】） 

 

 

安全衛生管理に関する取組状況 

■環境安全管理センターの設置 

 環境安全衛生活動を組織的に円滑・確実に推進し、本学における環境安全レ

ベルの向上に資することを目的として、平成 19 年度に作成した環境安全管理セ

ンターWG の報告結果に基づき、環境・安全衛生委員会の下に「環境安全管理セ

ンター設置準備作業部会」を設置した。同部会で、組織の検討、規則の作成等

を行った結果、環境安全担当副学長をセンター長とし、副センター長（２名）、

専門職員（２名）から成るセンターを設置した（平成 21 年 11 月）。（年度計画

【182】） 

 

■安全管理教育の実施 

 「安全マニュアル」を Web ページに掲載して学内周知を図ったほか、新入生

に対する学部オリエンテーションで配付・説明を行った。また、教員に対して

は、実験・実習・課外活動等を行う際に上記マニュアルでの安全教育を行うよ

う周知徹底した。 

さらに、学生・教職員に対する安全管理教育として、以下の講習会等を実施

した。 

・ 高圧ガス保安講習会 

・ 講義「事故・災害から学ぶ TA としての心構えについて」(TA セミナーにて) 

・ 救急救命講習及び AED のデモンストレーション 

・ 小金井消防署指導による総合防災訓練（避難訓練、AED 講習）    等 

（年度計画【183】） 

 

■学長・理事による安全パトロールの実施 

 府中・小金井両キャンパスにおいて、学長・理事等による安全パトロールを

実施した。実験施設の状況やトラブルが発生した現場の対策実施状況、安全上

の問題箇所、老朽化した施設等を重点的に巡視し、改善事項について、各学府

長等に対応を依頼した。（年度計画【181】） 

 

■危機管理体制の整備 

 危機管理に関する全学的・総合的な危機管理体制の確立を図るため、危機管

理に関する各種個別マニュアルを策定した。さらに、情報を一元的に把握する

ため、環境安全管理センター運営委員会において、事故等の際の緊急連絡及び

報告を義務化する要項を制定した。（年度計画【188】） 

 また、災害対策として、府中市及び小金井市と地域防災協力ネットワーク連

絡会を開催し、地域防災の拠点として本学がどのような役割や協力を果たせる

のか協議・検討を行ったほか、新型インフルエンザへの対策・対応についても、

両市と検討を進めることとした。なお、本連絡会については、定例的（毎年 11

月）に開催することとした。（年度計画【186・187】） 

 

 

情報セキュリティに関する取組 

■情報セキュリティの向上にむけた教育活動 

 統一認証・統合基盤システムについては、ポータルサイトからシングルサイ

ンオンによる各種システムへのアクセスを可能としたほか、統一認証サーバー

の増強及びパスワードの一元化等について検討を行うなどシステムの整備・充

実を図った。また、今後導入予定の文書管理システム及びシンクライアント等

に対応したシステム設計を行った。（年度計画【193-1】） 

学内の情報セキュリティ向上を図るため、情報システム管理規程及び情報セ

キュリティポリシーに基づき、学内外のセキュリティインシデント事例の調査

を行い、日常的にメールにて注意喚起を行ったほか、セキュリティ講習会の開



 

 【26.東京農工大学】 

38 

催、個人情報漏洩への注意勧告等を行った。また、研究室のコンピュータのウ

ィルス感染やセキュリティ設定状況を監査し、対応を行った。（年度計画

【193-2】） 

 

 

教育に関わる情報システム等の整備充実 

■多地点制御遠隔講義システムの導入 

 複数の大学を結び、双方向・リアルタイムの遠隔講義を行うために本学が中

心となり、全国 18 国立大学法人 23 拠点に「多地点制御遠隔講義システム」を

導入した。今後は、本システムを利用し、北海道（帯広畜産大学）から沖縄（琉

球大学）に至る連合農学研究科の 18 構成大学を接続し、リアルタイム同時双方

向講義を展開するとともに、学内の遠隔会議等への利用も検討することとした。 

 

■e ラーニングシステムの整備・拡充 

 e ラーニングによる導入教育科目について、アクセス制限の緩和により、推薦

入学者が自宅にて受講できるようにした。また、大学院課程において、14 科目

の eラーニング科目を開講した（本実績報告書 42 頁「ラーニング・遠隔講義シ

ステムの活用及び整備」参照）。また、以下のとおり eラーニングシステムの整

備・拡充を実施した。 

・ 学習管理システム（moodle）の利便性を高めるため、ファイルサーバーを増

強するとともに、無停電電源装置を設置して、本システムの安全性、利便性を

高めた。 

・ 履修管理として moodle を利用する際の認証を学務情報システム（SPICA）と

連携して行うための連携サーバーの構成を確定し機材調達を行った。 

・ 前期開講科目のスケジュールと利用状況を基に、連携すべきデータ項目と連

携のワークフローについて策定を進めた。 

・ 受講環境整備のため受講室のパソコンにマウスを配備するとともに、収録室

については、照明環境を実地調査し、収録画の画質向上のための改善策を検討

した。 

・ moodle 及び eラーニング収録システムの学内講習会を府中・小金井両キャン

パスで開催し、利用者の増加を図った。 

（年度計画【194】） 

 

■学務情報システム（SPICA）の機能拡充 

 学生の利便性の向上、業務効率の向上を図るべく、学務情報システム（SPICA）

のシステム機能（Web 課程表検索、学生証の利用目的別発行、集計帳票出力等）

を拡充した。また、運用環境の整備については、Web による SPICA の学外公開を、

連合農学研究科の構成大学（茨城大学・宇都宮大学）の学生に対し平成 21 年４

月から開始することとした。なお、上記研究科構成大学の教員、非常勤講師に

よる学外からの利用についても具体案を検討した。 

さらに、SPICA と平成 20 年度に導入した新授業料免除システムとのシステム

連携を行った。 

（年度計画【190】） 

 

 

その他システムの整備・拡充について 

■教職員活動データベースの拡充 

 全学教員活動評価委員会における検討結果（本実績報告書 17 頁 特記事項「教

職員の評価」）に基づき、教職員活動データベースのカスタマイズを行った。ま

た、平成 21年度から本格実施される年次評価及び総合評価に向けて、全学教員

活動評価委員会における検討結果に基づき、システムの改善を検討した。（年度

計画【189】） 

 

■新規科学研究費補助金管理システムの導入 

 各教員が自ら残額確認を行うことが可能になる等、研究支援及び経理処理に

おける合理化を目指して「科学研究費補助金システム WG」を立ち上げ、３月に

新規科学研究費補助金管理システムを導入した。なお、平成 21 年度に、より効

率的な新規財務システムの導入が決定しており、上記システムとの連携を検討

することとした。（年度計画【191】【192】） 

 

 

2．共通事項に係る取組状況 

○ 施設マネジメント等が適切に行われているか。 

・平成 17 年度に策定したキャンパスマスタープランに基づく「５か年整備計画」

を見直すとともに｢キャンパス・アメニティ総合整備計画｣を必要に応じて見

直し、本実績報告書 37 頁 特記事項「｢キャンパス・アメニティ総合整備計画｣

等に基づく整備」のとおり実施した。 

・平成 20 年度施設実態調査の調査結果に基づき、「キャンパス施設マネジメン

ト電算化システム」のデータ更新を行った。これらのデータに基づき現状を

把握し、共通スペース等の見直しの際に、参考データとして活用した。（年度

計画【171】） 

・ 学内の研究設備を把握するため、共同利用研究設備について、府中・小金井

両地区ごとにデータを取りまとめ、データベース化を進めることとした。（本

実績報告書 56-57 頁「研究環境の整備に関する取組」参照） 

・ 学長・理事による安全パトロールを実施し、危険箇所や改善事項について部
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局長等に改善依頼を行った。（本実績報告書 37 頁 特記事項「学長・理事によ

る安全パトロールの実施」を参照） 

・ 府中キャンパスの共用スペース確保に努めるため、共用スペースの確保に係

る方針を策定し、これに基づき共用スペースを確保した。（年度計画【172-1】） 

・  環境保全対策への取組については、「平成 20 年度東京農工大学環境目標・

実施計画」に基づき、ノー残業デーや夏季一斉休業の実施、紙使用量の削減

（前年度比 10％減）等を行った。 

 

○ 危機管理への対応策が適切にとられているか。 

・ 危機管理体制の整備については、本実績報告書 37 頁 特記事項「危機管理体

制の整備」のとおり。また、実験廃液・廃棄物については、平成 17 年度まで

に確立した管理体制の下で、引き続き、分別の徹底やリサイクルの促進等を

図ったほか、化学薬品の管理については、「薬品管理システム（IASO システム）」

において一元管理を行った。 

・ 「危機管理マニュアル」については、本実績報告書 37 頁 特記事項「危機管

理体制の整備」のとおり。また、「安全マニュアル」等については必要に応じ

て見直し等を行い、Web ページに掲載する等、周知徹底を図った。（年度計画

【183】） 

・ 科学研究費補助金について内部監査を実施した（本実績報告書 18 頁 共通事

項「監査機能の充実が図られているか。」参照）。また、競争的資金等の取扱

いに関する《マニュアル》を全教職員に配布しており、本マニュアルについ

て共生科学技術研究院教授会や科学研究費補助金説明会等において説明を行

った。 

 

 

○ 従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。 

・ 平成 17 年度評価において国立大学法人評価委員会より指摘を受けた、「事件・

事故対応、薬品管理等に関する全学的なマニュアルの策定及び、全学的・総

合的な危機管理体制の確立」については、本実績報告書 37 頁 特記事項「危

機管理体制の整備」のとおり。 

・ 平成 18 年度評価において国立大学法人評価委員会より指摘を受けた、「外部

資金のオーバーヘッド等を活用したプリメンテナンスの整備」については、

年度計画【175】のとおり実施した。 
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中

期

目

標 

○ 高度の教育研究を活発に展開するため、大学院基軸の教育研究体制を充実する。 

○ 他大学・他研究機関との連合・連携による教育研究を推進する。 

○ 教育に特化した大学院制度を新たに導入し、本学大学院の教育機能を拡大する。 

○ 健康と安全に十分配慮した教育研究環境を構築することを目標とする。 

 

中期計画 年度計画 判 断 理 由 （年度計画の実施状況等） 

【１-１】大学院教育改革プログラ

ムを推進する。 

【１-２】融合科目を実施する。 

【１】○ 研究部と教育部・学部の有機的

連携を深め、研究部における先端的・学際

的な研究成果を生かした高度な専門教育

を推進する。 

【１-３】平成 19 年度に引き続き、

整合教育（開放科目・強化科目）

を実施する。 

【２】○ 平成１８年度までに全学の教育

活動の企画・調整・評価及びアドミッショ

ン・ポリシー等を推進するため、大学教育

センターの機能を充実する。 

【２】平成 19 年度に引き続き、大

学教育センターの機能の充実を図

る。 

【３】○ 学外研究機関等との連携・共同

を推進し、大学院における教育研究の新分

野への積極的な展開を図る。 

【３】学外研究機関等との連携・

共同をさらに推進し、大学院にお

ける教育研究の充実を図るととも

に、他の国立大学法人との連携に

ついて、役員会で引続き検討する。

 また、早稲田大学との国私連携

による先端健康科学分野の共同大

学院の創設に向けて検討を開始す

る。 

 中期目標を達成するために、大学院基軸の教育研究体制、他大学・他研究機関

との連携等に関する各年度計画を実施した。なお、主な取組は、以下のとおりで

ある。 

・大学院教育改革プログラムの実施【年度計画１－１】：平成 19 年度に採択され

た課題「科学立国人材育成プログラム」（工学府）、「ラボ・ボーダレス大学院

教育の構築と展開」（生物システム応用科学府）、「体系的博士農学教育の構築」

（連合農学研究科）を教育プログラムに従い実施した≪大学院課程≫。 

・整合教育の実施【年度計画１－３】：学府と学部が協力して教育効果を高める

ことを目的として、「強化科目」（学部で開講されている授業科目を大学院生が

履修・単位取得できる科目）を農・工両学府でシラバス等に記載し、全専攻で

実施した（受講者数：64名）≪大学院課程≫。また、「開放科目」（大学院で開

講されている授業科目を学部生が履修・単位取得できる科目）については、平

成 21 年度（学部４年次生）から実施予定であり、その開講に向けての準備を

行った≪学士課程≫。 

・他大学・他研究機関との連携による教育研究の推進【年度計画３～５、９】：

学長諮問に基づき、教育研究組織改革検討委員会において検討した結果、平成

22年度からの早稲田大学との共同大学院の創設に向けて、「共同大学院検討WG」

を設置し（後に、大学戦略本部の下に共同大学院設置推進室を設置し、共同大

学院創設に係る業務を移行した。／年度計画【130-1】参照）、専攻や学位等の

名称、教育課程や教員組織の編成、入学定員や授業料の格差是正等の具体的案

を策定した≪大学院課程≫。また、連合農学研究科では、「多地点制御遠隔講

義システム」を導入し、北海道（帯広畜産大学）から沖縄（琉球大学）に至る

連合農学研究科の 18 構成大学を接続し、リアルタイム同時双方向講義を展開

できる体制を整えた。 

 

 

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況 

（１）教育研究全般の質の向上に関する基本目標 
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【４】○ 連合農学研究科設置校として教

育研究を推進するとともに、その連合のあ

り方について積極的に検討する。社会的ニ

ーズに対応して、学生定員の拡充を図る。

【４】平成 19 年度に引き続き、第

２期中期目標・中期計画に向けて、

３国立大学法人間（茨城大学・宇

都宮大学・東京農工大学）の連携、

協力の下に設置されている連合農

学研究科の継続を検討する。 

【５】○ 獣医学科にあっては獣医学教育

の充実を図り、岐阜大学大学院連合獣医学

研究科のあり方について積極的に検討す

る。 

【５】獣医学科教員の教育研究環

境の充実と教員の確保、岐阜大学

大学院連合獣医学研究科のあり方

や連獣構成他大学、関連した連合

農学研究科の情報を収集する。 

【６】○ 次世代に期待される先端的産業

分野において不可欠な技術経営学と技術

リスク学の両面を総合的かつ実践的に教

育し、もって双方の知見を融合的に併せ持

った高度専門職業人養成のため、平成１７

年度から専門職大学院の導入を図る。 

【６】高度専門職業人養成のため、

企業等から入手した技術リスク情

報を使用し、FD でのフィードバッ

クを通しながら、今までにない特

色ある授業を実施する。 

【７】○ キャンパス・アメニティの総合

整備計画を作成し、順次実施を図る。 

【７】平成 18年度に見直しを行っ

た「キャンパス・アメニティ総合

整備計画」及び平成 19 年度に作成

した整備年次計画に基づきアメニ

ティの改善・改修工事を順次実施

する。 

【８】○ 教育研究環境における安全対策

を進めるとともに、安全管理教育を計画的

に実施する。 

【８】実験実習等における事故を

防ぐため、「安全マニュアル」等を

用いた安全管理教育を実施する。

【９】○ その他、教育研究体制や制度を

絶えず見直し、改善に向けた十分な検討の

上、速やかに実行に移す。 

【９】教育研究組織改革 WG の答申

に基づき、教育体制の具体案を引

き続き検討する。 
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中

期

目

標 

大学院基軸大学としての高度の教育を行い、その教育効果を常に検証し教育システムを改善することにより、高度の専門性を身に着けた創造性、国際

性豊かな人材を育成する。 

（学士課程） 

○ 農学又は工学に関する基礎的専門知識を持ち、豊かな教養に基づいた健全な科学的思考や倫理観を持ち、生涯にわたり自己啓発できる人材を育成する。 

○ 大学院進学と職業人としての社会進出に必要な素養を持った人材を育成する。 

（大学院課程） 

○ 科学技術の高度化、学際化に対応し、独創性と実行力を備えた高度な専門能力を持つ職業人や研究者を育成する。 

 

中期計画 年度計画 判 断 理 由（年度計画の実施状況等） 

【１０】教育の成果を高めるため、全学

的に教育部及び学部のカリキュラムの見

直しを進め、平成１８年度から教育部・

学部整合カリキュラムを導入する 

【10】（平成 17 年度に実施済みの

ため、平成 20 年度計画なし） 

 

（学士課程）   

【11-1】大学教育センターを中心

として導入教育を進め、その一環

として英語の e ラーニング教材を

配信する。 

【１１】○ 教養教育の成果に関する具

体的目標の設定 

・ 多様な入学生に対応した導入教育を実

施する他、農工融合科目群を平成１８年度

から導入する。 
【11-２】融合科目を実施する。

（【１-２】再掲） 

【１２】・ 社会とのインターフェースと

しての教養及び基礎知識、能力の涵養を図

るため、技術系大学固有の教養教育を充実

させる。 

【12】平成 22 年度改革に向け、技

術系大学としてふさわしい教養教

育の実施方法を検討する。 

 中期目標に掲げる成果を達成するために、学士課程及び大学院課程において、

授業形態・学習指導方法等の改善等に関する各年度計画を実施した。なお、主な

取組を例示すると、以下のとおりである。 

・e ラーニング・遠隔講義システムの活用及び整備【年度計画 11－１、18－１～

２】：推薦入学者を対象として、導入教育の一環として e ラーニングを配信し

ており、アクセス制限の緩和により、入学者が自宅にて受講できるようにした

≪学士課程≫。また、大学院課程では、eラーニング科目として、14 科目開講

するとともに、連合農学研究科において、遠隔講義システムとして「多地点制

御遠隔講義システム」を導入した≪大学院課程≫。 

・融合科目の実施【年度計画 11－２】：学生が、農学及び工学双方の視点、発想、

価値観の違いを感じ取り、広い視野を身に付けるために、農・工両学部の 74

名の教員集団を編成して 12 科目の融合科目を開講した≪学士課程≫。 

・他大学院との相互受講【年度計画 20－１】：工学府と技術経営研究科（MOT）開

講科目との相互受講を教務窓口における履修案内等を利用して促進した結果、

工学府学生による MOT 科目受講者数は 26 名、MOT 学生による工学府科目の受講

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況 

(２) 教育に関する目標 

 ① 教育の成果に関する目標 
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【１３】○ 専門教育の成果に関する具

体的目標の設定 

・ 専門知識の体系的把握を促進するため

に、現行科目内容の見直し及び改善、専門

教育体系の検討を実施し、平成１８年度か

ら農工融合科目群を含む新カリキュラム

を実施する。 

【13】平成 22 年度に向け、専門基

礎教育の実施方法について検討す

る。 

【14-１】平成 19 年度に引き続き、

キャリア・アップ入門講座を実施

する。 

【１４】○ 卒業後の進路等に関する具

体的目標の設定 

・ 幅広い進路の選択が可能なように、専

門知識及び能力を身に着けさせる。 
【14-２】インターンシップの拡大

充実を図る。 

【１５】・ 大学院進学率の向上に合わせ、

平成１８年度から教育部・学部間の整合教

育を実施する。 

【15】平成 19 年度に引き続き、整

合教育（開放科目・強化科目）を

実施する。（【１-３】再掲） 

【16-１】平成 19 年度に引き続き、

大学教育委員会の責任の下、大学

教育センターにおいて、学生授業

アンケートを実施する。 

【16-２】卒業生の進路状況を考慮

して、卒業生及び受入れ企業・機

関からの意見聴取を行う。 

【１６】○ 教育の成果・効果の検証に関

する具体的方策 

・ 学生及び教員による授業評価、教育環

境の調査、卒業後の進路状況、卒業生及び

受入れ企業・機関からの意見聴取等によっ

て、教育効果の恒常的な評価を実施する。

【16-３】各種アンケートの結果に

基づき教室の設備や構造について

改善の指針を提案する。 

者数は２名であった≪大学院課程≫。 

・キャリア講座・インターンシップの実施【年度計画 14－１～２】：平成 19 年

度に引き続き、社会進出に必要な要素を持った人材を育成するために、就職ガ

イダンス（「キャリアデザイン講座」、「公務員説明会・一般説明会」、「模擬面

接講座」、「企業別説明会」等）を各キャンパスで開催した。また、女性キャリ

ア支援・開発センターにおいて、女子学生・女性研究者対象の同講座等を行っ

た。インターンシップについては、農学部では官公庁等が行う就職体験実習に

７名の学生が参加し、工学部ではインターンシップオリエンテーションを実施

し、５名の学生が企業に派遣され、終了後にインターンシップ報告会を行った

≪学士・大学院課程≫。 

上記の取組については、授業アンケート、卒業者アンケート等により、その教

育効果を検証しており、また、アンケート結果を学部長や当該分野長等に通知す

ることを検討するなど、さらなる授業改善を促進する教育システムの改善を実施

した【年度計画 16－１～３】。加えて、平成 22 年度改革に向けて、教養教育協議

会等において、教養教育及び専門基礎教育の充実に向けた検討を行った【年度計

画 12、13】≪学士・大学院課程≫。 

中期目標期間の成果（知見・実績）を踏まえて、文部科学省科学技術振興調整

費「イノベーション創出若手研究者人材養成」に提案課題「アグロイノベーショ

ン研究高度人材養成事業」を申請し、これが採択された。 

本学においては、「アグロイノベーション高度人材養成センター」を設置して、

食料、水資源、環境、人口、感染症対策など 21 世紀の諸問題に関連する技術革

新、産業創出、社会政策提言ができる優れた人材の育成を目指して、実践プログ

ラムやワークショップ、特別講演会等を実施した≪大学院課程≫。 

 

 

 

（大学院課程）  

【１７】○ 大学院課程の成果に関する

具体的目標の設定 

・ 確かな専門能力の育成のため、学部教

育との整合性を持った大学院修士課程ま

たは博士前期課程のカリキュラムを体系

的に整備し、平成１８年度から整合教育カ

リキュラムを実施する。 

【17】平成 19 年度に引き続き、整

合教育（開放科目・強化科目）を

実施する。（【１-３】再掲） 
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【18-１】eラーニングシステムを

整備し、運用法の充実を図る。 

【１８】・ 国際性、学際性を身に着けさ

せるための、e-ラーニング・遠隔授業シス

テムの整備、他大学院との単位互換等を進

める。 
【18-２】多地点制御遠隔講義シス

テムを導入し、北海道（帯広畜産

大学）から沖縄（琉球大学）に至

る連合農学研究科の 18 構成大学

を接続し、リアルタイム同時双方

向講義を展開するとともに、全て

の講義を段階的にデータベース化

し、講義情報の蓄積を図る。 

【１９】・ 科学技術の高度化、学際化、

情報化、国際化に対応できる修士課程、博

士前期・後期課程のカリキュラムを体系的

に整備した新カリキュラムを平成１８年

度から導入し、シラバスを策定する。 

【19】（平成 18 年度に実施済みの

ため、平成 20 年度計画なし） 

【20-１】学府と技術経営研究科

（MOT）との開講科目の相互受講を

引き続き推進する。 

【２０】○ 修了後の進路等に関する具

体的目標の設定 

・ 専門知識と専門技術を生かすことがで

きる幅広い分野への一層の進出を図るた

めに、技術経営（MOT）、知的財産関係の専

門的知識技術、技術・経営リスク管理の教

育を通じ、新事業に挑戦する意思と技術・

経営リスク管理に関する能力を持った人

材の育成を目指す。 

【20-２】修士ダブルメジャー及び

博士ダブルディグリーについて検

討する。 

【21-１】平成 19 年度に引き続き、

大学教育委員会の責任の下、大学

教育センターにおいて、学生授業

アンケートを実施する。 

【２１】○ 教育の成果・効果の検証に

関する具体的方策 

・ 学生及び教員による授業評価、教育環

境の調査、修士・博士の学位取得状況、修

了後の進路状況、修了生及び受入れ企業等

からの意見聴取等によって、教育効果につ

いて恒常的な評価を実施する。 

【21-２】修了生の進路状況を考慮

して、修了生及び受入れ企業・機

関からの意見聴取を行う。 
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中

期

目

標 

（学士課程） 

○ アドミッション・ポリシーに関する基本方針 

・ 自然や科学技術に関心を持ち、常に自己を啓発し、実行力に優れ、社会で活躍することを目指す学生を国内外から広く受入れる。 

○ 教育理念や教育目標に連動したカリキュラム・デザインの基本方針 

・ 学習意欲の向上と探究心を育成できる授業形態を構築するとともに、学生が自律的に学習できるカリキュラムを提供する。 

○ 授業形態・学習指導法等に関する基本方針 

・ 農学、工学及び融合領域分野の科学技術者として必要かつ充分な教養・基礎・専門知識及び実践能力を育成するよう、講義・演習・実験・実習を体

系的に配置する。 

○ 成績評価に関する基本方針 

・ 履修科目の到達目標、習得項目及び評価方法を明確にして成績を評価する。 

（大学院課程） 

○ アドミッション・ポリシーに関する基本方針 

・ 高度な専門的・学際的知識の習得と知の開拓に強い意志を持ち、最新の科学技術の展開に関心を持ち、実践的に行動する意欲を持った学生を広く国

内外から受入れる。 

○ 教育理念や教育目標に連動したカリキュラム・デザインの基本方針 

・ 農学、工学及び融合分野の最新の展開に即応した科目を体系的に採用するとともに、学際的、国際的素養を身に着けることのできるカリキュラム編

成を行う。 

○ 授業形態・学習指導法等に関する基本方針 

・ 専門教育の高度化、国際化に適応した様々な授業形態を柔軟に採用するとともに、学生の多様化に対応したきめ細かい学習指導方法を確立する。 

○ 成績評価に関する基本方針 

・ 専門知識の習得成果を評価するとともに、学習成果の発展能力、研究能力等を総合的に評価する。 

 

中期計画 年度計画 判 断 理 由（年度計画の実施状況等） 

（学士課程）  

【22-１】平成 19 年度に引き続き、

大学入試センター試験の利用教

科、科目、傾斜配点等の研究を行

う。 

【２２】○ アドミッション・ポリシー

に応じた入学者選抜を実現するための具

体的方策 

・ 大学入試センター試験の利用教科・科

目、傾斜配点や個別入試の出題科目及び入

学試験ごとの募集人員の配分等を含む学

力検査方法全般の研究を推進する 

【22-２】平成 19 年度に引き続き、

個別入試の出題科目、募集人員の

配分等について研究する。 

中期目標を達成するために、学士課程及び大学院課程において、アドミッショ

ン・ポリシーに応じた入学者選抜、授業形態・学習指導方法等の改善、成績評価

基準の明確に向けた取組等に関する各年度計画を実施した。なお、主な取組は、

以下のとおりである。 

・アドミッション・ポリシーに応じた入学者選抜に関する取組【年度計画 23、

24、34】：前年度に引き続き、入学者選抜に関する取組として、アドミッショ

ン・ポリシーの周知に努めるとともに、ポリシーに沿った入学生を確保するた

めに学外進学説明会等の各種説明会の開催、Web ページの見直し等を行った。

また、入試広報や一般広報を充実させるため、本学学生及び本学出身の事務職

員を中心メンバーとした「東京農工大学の魅力を発見する会」（８回開催）を

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況 

（２） 教育に関する目標 

② 教育内容等に関する目標 
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【２３】・ 受験者の多様化に対応し、AO

入試も視野に入れ、入学者受入れ方策を充

実する。 

【23】AO 入試を含めた入学者受入

れ方策を研究する。 

 また、平成 19 年度に引き続き、

推薦入学による入学予定者に対す

る入学前教育を行う。 

【２４】・ 多様な手段を利用して、アド

ミッション・ポリシーの周知・広報の充実

を図る。 

【24】平成 19 年度に引き続き、募

集要項、入試情報、Web、大学案内

パンフレット、大学説明会、キャ

ンパスツアー等の機会を利用して

アドミッション・ポリシーの周知

を図るとともに、アドミッショ

ン・ポリシーの周知の効果を分析

し、周知の徹底化を図る。 

【２５】○ 教育理念等に応じた教育課程

を編成するための具体的方策 

・ 農学、工学及び融合領域分野の教育に

必要な基礎・専門科目の体系的カリキュラ

ムを平成１８年度から導入する。 

【25】（平成 17 年度に実施済みの

ため、平成 20 年度計画なし） 

【２６】・ 教養教育と専門教育のくさび

形編成をより徹底し、教育効果を高める。

【26】くさび形編成の教育効果に

ついて検証し、平成 22 年度に向け

てあるべき方策を検討する。 

【27-１】平成 22 年度に向けてリ

テラシー科目を見直し、この科目

のあり方を検討する。 

【２７】・  CAP 制の徹底化、リテラシー

教育の改善、インターンシップ制度の拡充

を図るとともに、JABEE 等の認定への対応

に配慮したカリキュラム・デザインを進

め、JABEE 等の認定の申請学科（コース）

の着実な増加を図る。 

【27-８】インターンシップの拡大

充実を図る。（【教 14-２】再掲）

【28-１】FD 活動を通じて対話型、

学生参加型の授業を充実する。 

【28-２】学内の授業に関する教育

改革プログラム（GP）を調査し、

学内に周知する。 

【２８】○ 授業形態、学習指導法等に

関する具体的方策 

・ 少人数、対話型、学生参加型の授業形

態の充実を図るとともに、体験型教材等を

利用した授業を導入し教育効果を高める。

【28-３】平成 19 年度に引き続き、

教育改善支援プログラム（学内

GP）を実施する。 

新たに立ち上げ、大学紹介用動画やキャンパスツアー・学部等説明会用ポスタ

ーについて意見交換を行い、そこでの意見を作製の際に反映した≪学士・大学

院課程≫。 

・授業形態・学習指導方法等の改善に向けた取組【年度計画 28－１～３、30、

37、38、40】：対話型授業の充実を図るため、専門家を招いて対話スキル向上

を目指した FD セミナーを実施した。新任教員研修においても、対話型授業等

の重要性について周知を図るとともに、「講義秘訣集」を配布した。 

実験・実習については、演示実験を行うことができるよう、府中・小金井両

キャンパスの教室を演示実験用に改修したほか、TA を適切に配置するとともに

「TA セミナー」を開催し、適切な実験補助ができるよう指導した。また、教育

改善支援プログラム（学内 GP）については、平成 20 年度は５件の応募申請か

ら２件が採択された。次いで、平成 19 年度に採択されたプログラムの報告会

を開催し、学習指導方法の改善に活用した。その他、専門別の FD 活動実施に

向け、農・工両学部の学科長を対象としたインタビュー調査を行い、平成 21

年度以降の検討のための資料として報告書をまとめた≪学士課程≫。 

大学院課程では、技術経営研究科（MOT）において、実務家教員の豊富な実

体験をベースに、学習、ケーススタディをふんだんに取り入れた実践重視の講

義を行った。また、座学で得た基礎知識と専門的スキルを基に、インターンシ

ップ、フィールドスタディ、ケーススタディを行ってビジネスプランにまとめ

上げることとした。また、連合農学研究科の英語授業について、４大学共催に

よる英語の集中講義（３日間）を SCS 利用により実施した。また、その他の学

府においても、前年度に引き続き、英語による授業を実施した（39科目）≪大

学院課程≫。 

・成績評価基準の明確に向けた取組【年度計画 31、41】：シラバスの内容につい

て調査を行うとともに、成績評価基準開示を徹底するために「シラバスガイド

ライン」等を各教員に配布した。また、成績評価基準をシラバス（Web ページ

も含む）に明記した≪学士・大学院課程≫。 
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【２９】・ 自習教材の充実及び情報技術

の活用により、学生の時間外学習の支援の

強化を図る。 

【29】e ラーニング自習用コンテ

ンツの一層の充実を図る。 

【３０】・  TA の配置を積極的に促進し、

教育効果を高める。 

【30】大学教育委員会による TA

の計画的な配置に従い、大学教育

センタ－による TA 研修を行う。 

【３１】○ 適切な成績評価等の実施に
関する具体的方策 

・ GPA 制度の下で成績評価方法を明示し

一貫性及び厳格性を持った成績判定を行

うとともに、平成１８年度から成績評価法

のシラバスによる開示を実施する 

【31】成績評価基準のシラバスに

よる開示を徹底する。 

【３２】・ 各種検定試験(TOEFL､TOEIC等)

認定科目群を平成１８年度から設置する。

【32】（平成 18 年度に実施済みの

ため、平成 20 年度計画なし） 

【３３】・ 派遣学生が海外の姉妹校等で

取得した単位や、海外でのインターンシッ

プ等による学生の活動に対して、単位とし

て認定する方向で検討する。 

【33】姉妹校提携大学間での取得

単位を認定するとともに、海外で

のインターンシップ等による学生

の活動の単位認定について検討す

る。 

（大学院課程）  

【３４】○ アドミッション・ポリシー

に応じた入学者選抜を実現するための具

体的方策 

・ 社会人、留学生等多様な入学者の受入

れ方策を充実する。 

【34】インターネット、本学 Web、

大学院募集要項、大学院説明会等

を通じて、アドミッション・ポリ

シーの周知を図る。 

 また、多様な媒体及び機会を活

用し、各専攻に応じた入試広報の

充実を図る。 

【３５】○ 教育理念等に応じた教育課

程を編成するための具体的方策 

・ 各分野における高度な専門知識を習得

させ、国際化に対応できる高度専門職業人

として必要な能力を養成するカリキュラ

ムを平成１８年度から導入する。 

【35】（平成 18 年度に実施済みの

ため、平成 20 年度計画なし） 
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【３６】・ 技術経営研究科（専門職学位

課程）の開講科目を他の大学院課程でも学

習できるようにする。 

【36】（平成 18 年度に実施済みの

ため、平成 20 年度計画なし） 

【３７】・ 社会要請にこたえ社会人教育

や起業家養成等に必要なカリキュラムを

編成する。 

【37】技術経営研究科（MOT）にお

いて、起業家養成のための特別講

座を設け実施する。 

【３８】○ 授業形態、学習指導法等に

関する具体的方策 

・ 設備の充実や教員配置を工夫して、授

業クラスの規模の適正化を図る。 

【38】演示実験対応可能な教室や

スタッフを配置し、授業改善を図

る。 

【３９】・ 大学院オリエンテーションを

充実し、入学者の個性に応じたきめ細かい

導入教育及び履修計画の作成指導を行う。

【39】大学院オリエンテーション

の充実を図る。 

【４０】・ 短期留学生プログラム（STEP）

の積極的活用を図り、国際的なコミュニケ

ーション能力を向上させるとともに、プレ

ゼンテーション能力を育成するため、英語

による授業を拡充する。 

【40】平成 19 年度に引き続き、英

語による授業の拡充を図る。 

【４１】○ 適切な成績評価等の実施に

関する具体的方策 

・ 到達目標と成績評価法のシラバスによ

る開示を平成１８年度から実施する。 

【41】成績評価基準のシラバスに

よる開示を徹底する。 

【４２】・ 派遣学生が海外の姉妹校等で

取得した単位や、海外でのインターンシッ

プ等による学生の活動に対して、単位とし

て認定する方向で検討する。 

【42】姉妹校提携大学間での取得

単位を認定するとともに、海外で

のインターンシップ等による学生

の活動の単位認定について検討す

る。 
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中

期

目

標 

○ 組織の整備及び教職員の配置に関する基本方針 

・ 本学の教育理念に沿った教育実施体制を整備するために、必要な人材配置を進める。 

○ 教育環境の整備に関する基本方針 

・ 教育の情報基盤を整備する。 

○ 教育の質の向上のためのシステムに関する基本方針 

・ 教育活動に関する評価・解析結果に基づいて教育課程を改編し、教育改善を図る。 

 

中期計画 年度計画 判 断 理 由（年度計画の実施状況等） 

【43-１】教養科目等に対する全学

出動体制を継続する。 

【４３】○ 適切な組織の整備及び教職員

の配置等に関する具体的方策 

・ 教育部・学部における教育の充実のた

め、全学出動体制を拡充し、平成１８年度

から新カリキュラムに適応した体制を再

構築する。 

【43-２】教育研究組織改革 WG の

答申に基づき、教育体制の具体案

を引き続き検討する。 

【４４】・ 社会の動向や学問の発展を先

取りし、大学院の専攻の拡充・増設等を行

う。それに伴い、学部及び大学院の入学定

員を見直す。 

【44】教育研究組織改革 WG の答申

に基づき、大学院の専攻の拡充を

検討する。 

【４５】・ 技術経営研究科（専門職学位

課程）と連携して、リスク管理教育カリキ

ュラムを編成する。そのため、学外から実

務経験を有する専門家を採用することな

どにより教員組織を充実させる。 

【45】（平成 17 年度に実施済みの

ため、平成 20 年度計画なし） 

【４６】・ 教職課程を維持し、引続き必

要な教員を配置する。 

【46】中央教育審議会答申等を踏

まえ、教職課程のあるべき姿につ

いて引き続き検討する。 

中期目標を達成するために、教育実施体制に係る検討、教育に関する環境及び

教育の質の維持・向上のためのシステムの整備等に関する各年度計画を実施し

た。なお、主な取組については、以下のとおりである。 

・教育実施体制整備のための検討【年度計画 43－１～２、44】：平成 22 年度カリ

キュラム改革に向けて、教養教育協議会等において、教養教育の実施体制に向

けた検討を行った結果、平成 21 年度に全学共通教育を実施するための組織と

して「全学共通教育機構」を立ち上げることとした。また、教育研究組織改革

検討委員会の答申に基づき、平成 22 年度からの早稲田大学との共同大学院の

創設に向けて、「共同大学院検討 WG」を設置し、専攻や学位等の名称、教育課

程や教員組織の編成、入学定員や授業料の格差是正等の具体的な案の策定を行

うこととした。加えて、食料、水資源、環境、人口、感染症対策など 21 世

紀の諸問題に関連する技術革新、産業創出、社会政策提言ができる優れた

人材の育成を目指して、「アグロイノベーション高度人材養成センター」を設

置した（本実績報告書 43 頁参照）。 

・教育に関する環境整備【年度計画 48－１～２、50、54】：講義室の整備及び授

業関連図書の充実（講義室改修 2,117 ㎡、授業関連図書 495 冊増）を行うとと

もに、学務情報システム（SPICA）、学習管理システム（moodle）等の整備を実

施した（年度計画【190】・【194】参照）。eラーニング・遠隔講義システムの活

用及び整備については、本実績報告書 42 頁「eラーニング・遠隔講義システム

の活用及び整備」のとおりである。 

・教育の質の維持・向上のためのシステムの整備【年度計画 51－１】：学長及び

教育担当副学長と学生による懇談会等を実施するなど、学生からの意見を聴取

した。また、法人評価〔（独）大学評価・学位授与機構が実施した教育評価〕

に伴い、各部局等において、就職先企業へのアンケート調査を行い、卒業生・

修了生アンケートを含めて、各部局等の自己点検・評価に活用した。 

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況 

（２） 教育に関する目標 

  ③ 教育の実施体制等に関する目標 
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【４７】・ 事務職員の専門能力向上やテ

ィーチングアシスタント（TA）の適切な配

置等により教育活動の支援を充実する。 

【47】大学教育センターによる TA

研修を行う。 

【48-１】講義室の整備充実に努め

る。 

【４８】○ 教育に必要な設備、図書館、

情報ネットワーク等の活用・整備の具体的

方策 

・ 教育内容に対応した講義室等を整備す

るとともに、学生の自発的な学習活動を補

助するための施設・設備を整備する。 

【48-２】図書館において、授業関

連図書等の充実を図る。 

【４９】・ 学内諸施設を活用し、学生の

起業を支援するためのスペースを確保す

る。 

【49】（平成 18 年度に実施済みの

ため、平成 20 年度計画なし） 

【５０】・ 総合情報プラザの一環として

のデジタルキャンパス化計画により、ネッ

トワークを利用した学生サービス支援（履

修情報の取得など）及び学習支援（学習情

報の取得など）を目的とする教育環境を整

備する。 

【50】新学務情報システム（SPICA）

のより一層の改良を図り、サービ

ス向上に努める。また、学修支援

システム（moodle）との連携を図

る。 

【51-１】教育活動に関する評価、

解析手法の研究を行う。 

【５１】○ 教育活動の評価及び評価結果

を質の改善につなげるための具体的方策 

・ 教育活動に関する評価・解析結果に基

づき、教育課程の改編や、各教員の教育方

法の改善を図る。 【51-２】教育活動に関する評価・

解析結果を教育課程や教育方法の

改善にさらに反映できるシステム

を検討し、構築する。 

【５２】○ 教材、学習指導法等に関する

研究開発及び FD に関する具体的方策 

・ 教育改善のため、公開授業、講義方法

の研修・検討会等を拡充する。 

【52】大学教育センターの年次計

画に基づき、有機的な全学 FD 活動

を実施する体制を整え、教育改善

の一層の充実を図る。 
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【５３】○ 全国共同教育、学内共同教育

等に関する具体的方策 

・ 単位互換協定に基づき大学間の共同教

育を拡充する。 

【53】平成 19 年度に引き続き、単

位互換協定に基づき、大学間の共

同教育のより一層の充実を図る。

【５４】・ 全国の複数の大学との遠隔授

業による共同教育を充実する。 

【54】e-ラーニングによる遠隔教

育の一層の拡充を図る。 

【５５】・ 教育部間、学部間、専攻間、

学科間の共同教育を推進する。 

【55】融合科目の開設初年度に当

たり、部局間での連携の下、周到

に準備し開設目的の達成に努め

る。 
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中

期

目

標 

○ 学習面、健康面、生活・経済面、就職面等、学生にかかる入学時から卒業までの期間にわたる幅広い支援を行う。 

 

中期計画 年度計画 判 断 理 由（年度計画の実施状況等） 

【５６】○ 府中・小金井の両キャンパス

に「学生センター」を設置し、学生への学

習面、健康面、生活・経済面、就職面にお

ける支援を強化する。 

【56】各地区学生サポートセンタ

ー、保健管理センター、国際セン

ター等学内のセンター及び学科・

専攻と連携を図り、学生支援業務

の充実を図る。 

【５７】学習面の支援 

・ 授業時間外の自主学習等の学習を支援

する計画を検討し、実施する。 

【57】e ラーニングを利用した授

業科目の増加を図る。 

【５８】・ チューター制度等の導入を検

討し、実施する。 

【58】（平成 19 年度に実施済みの

ため、平成 20 年度計画なし） 

【５９】・ 学生間支援（ピア・サポート）

制度の確立を目指す。 

【59】女性キャリア支援・開発セ

ンターのメンター制度を拡大した

ピア・サポート制度の実施に向け、

引き続き検討する。 

【６０】・ 毎週１時間の教員のオフィス

アワ－を設け、学習相談窓口とする。 

【60】（平成 18 年度に実施済みの

ため、平成 20 年度計画なし） 

【６１】健康面の支援 

 ・ 健康管理と健康増進を図るため保健

管理センターの機能を充実し、健康管理体

制の一層の充実を図る。 

【61】平成 19 年度に引き続き、健

康診断の高受診率を維持するとと

もに、新体制の下で健康管理体制

及び健康教育の充実を図る。 

【６２】生活・経済面の支援 

・ 入学料･授業料免除や奨学援助制度を

見直し、独自奨学金制度を検討する。 

【62】博士後期課程の学生に対し、

現行の授業料免除、奨学金制度に

加え、更なる経済的支援のあり方

について詳細に検討し、支援を行

う。 

中期目標を達成するために、学習、健康、生活・経済面等の支援に関する各年

度計画を実施した。なお、主な取組については、以下のとおりである。 

・学習面の支援【年度計画 59】：女性キャリア支援・開発センターのメンター制

度における成果を活かして、学生活動支援センター、学生サポートセンターと

学生サークルとが連携し、視聴覚障害を持つ学生のノートテイカー（ノートテ

イク・パソコンテイクを行うボランティア学生）による学習サポートを行った。

また、これらの活動に対し、同センターにおいて経済的支援を行った。 

・健康面の支援【年度計画 61】：学生生活委員会及び保健管理センター運営委員

会において対策及び今後の学生のメンタルケア体制について検討し、教授会等

において保健管理センター医師による注意喚起や心理カウンセラー相談の活

用について説明を行うなど、教員とカウンセラーが一体となって学生のメンタ

ルサポートを行う体制を整備した。この他、府中・小金井両地区の保健管理セ

ンターにおいて、平成 19 年度に行った看護師の増員に加え、平成 20 年度から

医師の常駐化を行い、学生の健康管理体制の整備及び健康教育の充実を図っ

た。 

・生活・経済面の支援【年度計画 62、64、65-１～２】：前年度に引き続き、研究

奨励金制度「JIRITSU（自立）」による支援を実施した（博士後期課程等の学生

40 名－計 26,700,000 円）。この他、新たな博士後期課程学生への経済支援とし

て、RA として雇用することによる 30 万円を上限とする支援を行った（博士後

期課程の学生 46 名－計 11,151,070 円）。また、学生の福利厚生施設の整備に

ついては、長期借入金等による学生寮の整備を計画したほか（本実績報告書５

頁 全体的な状況「長期借入金等を活用した施設の整備」参照）、各種施設（図

書館トイレ、総合会館集会室、福利厚生センター食堂等）の改修整備を行った

（改修面積 582 ㎡）。 

 

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況 

（２） 教育に関する目標 

④ 学生への支援に関する目標 
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【６３】・ 学内外のアルバイト紹介シス

テムを充実する。 

【63】アルバイト紹介システムに

ついての周知を図り、活用を図る。

【６４】・ キャンパス・アメニティの一

層の充実を図る。 

【64】キャンパス・アメニティ総

合整備計画に基づき、キャンパス

アメニティの一層の向上を図る。

【65-１】平成 19 年度に引き続き、

改修等を行い、福利厚生施設の改

善を検討する。 

【６５】・ 学生の福利厚生施設を改修整

備するとともに、効率的運営体制を確立す

る。 

【65-２】長期借入金等を活用した

学生寮の整備について、整備内容

や整備手法等について詳細に検討

を行ったうえ、整備事業の実施に

ついて判断する。（【172-2】再掲）

【６６】・ 課外活動、ボランティア活動

の活性化を図るための方策を検討し、実施

する。 

【66】府中・小金井地区学生活動

支援センターを中心に、ボランテ

ィア活動、社会貢献活動等のグル

ープの組織化及び組織的な支援体

制を確立し、活動の活性化を図る。

【67-１】平成 19 年度に引き続き、

部局の就職支援委員会との連携を

図り、進路・就職相談の周知、就

職ガイドブックの改訂を行い、キ

ャリアサポート体制の充実を図

る。 

【６７】就職面の支援 

・ 進路・就職相談、キャリアアップのた

めの支援窓口等を充実して、留学生、社会

人を含む学生の幅広いキャリアサポート

を実施する。 

【67-２】平成 19 年度に設置した

キャリアパス支援センターを中心

に、博士後期課程の学生、ポスト

ドクター等のキャリアパスに対す

る組織的な支援と環境整備を実施

する。 

【６８】・ 各業種別に企業を集め、企業

説明会を実施する。 

【68】平成 19 年度に引き続き、就

職支援小委員会において、各業種

別企業説明会を企画・実施する。

【６９】・ 就職支援システムを構築し、

平成１９年度から運用を開始する。 

【69】キャリアパス支援センター

事業との連携を図り、事業終了後

の支援システム活用の方策を検討

する。 

・課外活動支援【年度計画 56】：学生活動支援センターを中心に、地域活性・環

境保護・ものづくりといった社会的ニーズの高い事柄に関わるボランティア活

動、社会貢献活動等を行う本学学生・団体等を支援した。同センターでは、助

成事業として「新しい地球人をつくるプロジェクト 2008」を実施し、９プロジ

ェクトを採択した。 

・ 就職支援【年度計画 56、59】：キャリアパス支援センターを中心に、博士後期

課程の学生及びポストドクター等のキャリアパスに対する支援を行った。平成

20 年度から本格実施した「キャリアパス支援サイト」については、学生・ポス

トドクター及び企業等の積極的な登録を呼びかけ、学生・ポストドクター等 253

名及び 70 の企業・研究機関が登録した。その他、メンターによるキャリア設

計相談、各種セミナー開催（「キャリア設計セミナー」、「キャリアパス支援メ

ンターセミナー」等）の情報発信等も行った。また、女性キャリア支援・開発

センターにおいては、女子学生を対象とした各種就職支援セミナーの開催やメ

ンター相談の随時実施等を行った。その他、就職ガイダンスの実施状況につい

ては、本実績報告書 68 頁 特記事項「就職面の支援」のとおりである。 

なお、第２期中期目標期間における学生支援のあり方及び学生支援の拠点整備

【年度計画 56】について、女性キャリア支援・開発センターの後継組織として「女

性未来育成機構」設置を決定するとともに、その他のセンター（保健管理センタ

ー、学生サポートセンター、学生活動支援センター、キャリアパス支援センター、

アグロイノベーション高度人材養成センター）の連携・統合も含めて検討した。 
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中

期

目

標 

○ 目指すべき研究の水準に関する目標 

・ 持続発展可能な社会を実現するために、農学、工学及びその融合領域において最高水準の研究を目指す。 

・ 学術的・社会的に貢献度が高く、質の高い研究を行う。 

○ 成果の社会への還元等に関する目標 

・ 研究で得た成果を人類共通の財産として広く社会に還元する。 

・ 社会の持続的な発展及び人類の知的・文化的・物質的生活の向上に貢献する。 

・ 研究連携を通して大学と社会とがともに利益を得る体制を構築し、知的創造サイクルの形成を目指す。 

・ 研究者の倫理意識を向上する。 

 

中期計画 年度計画 判 断 理 由（年度計画の実施状況等） 

【７０】○ 目指すべき研究の方向性 

・ 農学、工学及びその融合領域において

持続発展可能な社会を支える科学技術の

進展を目指す。 

【７１】・ 教員の自由な発想に基づく独

創的な研究を推進する。 

【７２】○ 大学として重点的に取り組む

領域 

・ 持続発展可能な社会を実現するため

に、長期的視野に立脚した課題、萌芽的な

課題に取り組むほかに、社会的要請や公共

性の強い課題、緊急性を要する課題にも機

動的に取り組む。 

【７３】・ 農学と工学並びに融合領域を

機軸として俯瞰的な視野から総合的な科

学技術の研究に取り組む。特に、ナノ未来

科学、生存科学、生命農学、環境資源共生

科学、動物生命科学、生命機能科学、先端

生物システム学、物質機能科学、システム

情報科学、論理表現科学の領域に重点的に

取り組む。 

【70～73】平成 19 年度までの取組

みとその成果を踏まえて、部門編

成だけでなく、研究院組織の見直

しも含めた研究体制の整備・充実

について検討し、研究水準の向上

に取り組む。 

中期目標を達成するために、研究の成果・水準、成果の社会への還元等に関す

る各年度計画を実施した。なお、主な取組については、以下のとおりである。 

・研究成果の検証及び研究水準の向上に向けた取組【年度計画 70～73、79】：法

人評価（教育研究に関する評価）に伴い、第１期中期目標期間（平成 16～19

年度）における研究業績等の取りまとめを行った。次いで、これらのデータ等

に基づき、研究成果の検証を行った「現況調査表」を作成して、（独）大学評

価・学位授与機構に提出した。その結果、本学唯一の研究組織である共生科学

技術研究院の研究水準について「水準を上回る」との評価を得た。研究院にお

いては、評価結果を踏まえるとともに、各部門・拠点の自己点検・評価結果の

検証及び部門・拠点の意見等の集約を行い、研究水準の一層の向上を目指して、

今後の研究院体制のあり方等を検討し、研究院改組に係る原案を作成した。 

・研究成果の社会的還元等を目指した取組【年度計画 75、76】：産学官連携機能

を強化するため、大型助成金（NEDO 若手研究グラント・JST 大学発ベンチャー・

JST 革新的ベンチャー活用・JST 育成研究等）の獲得に重点を置いた支援活動

を展開した。また、産官学連携・知的財産センターのコーディネーターが中心

となり、各企業との包括連携協定等の下にマッチング活動や共同研究企画提案

等を行い、包括連携協定相手先企業との新規共同研究を創設した。これらの実

績等については、本実績報告書 24 頁 特記事項「共同研究・受託研究の実績」

のとおりである。 

地域産業界との接点の拡大を図り、地域への研究成果の還元をより推進 

するため、地域インキュベータ「農工大・多摩小金井ベンチャーポート」を新

設した。入居企業を募集し、審査を行った結果、本学発ベンチャー企業（５社）

を含めた 11 社が入居することとなった。多摩東部広域産業政策会議メンバー

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況 

（３） 研究に関する目標 

① 研究水準及び研究の成果等に関する目標 
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【７４】○ 成果の社会への還元に関する

具体的方策 

・ 研究成果を広く社会に還元するため

に、印刷物や Web 等を通して平成 18 年度

から研究成果を公表する。 

 

【74】平成 19 年度に引続き、教職

員活動データベースの更新の推進

ならびに質の充実に向けた方策を

検討し、実施する。 

【７５】・ 産学連携及び国・地方自治体

等との連携を拡大する。 

【75】地域インキュベータとのシ

ナジーにより、インキュベーショ

ン活動の地域への展開を図る。 

【７６】・ 新産業の創出に貢献するため

に、新技術の創出、権利化、技術移転、起

業支援等を拡大する。 

【76】リエゾン専門人材、知財専

門人材、インキュベーション専門

人材が協働するとともに、農工大

TLO の協力を得て、共同研究の大

型化等による外部資金の拡大、権

利化、技術移転、起業支援等の拡

大を図る。 

【７７】・ 研究成果に立脚して、国・地

方自治体の政策立案に積極的に参画する。

【77】農林水産省知的財産戦略本

部における「農林水産研究知的財

産戦略」に参画し、研究成果の社

会への還元を図る。 

【７８】・ 機関及び研究者個人に対して

倫理規定を整備し、徹底する。 

【78】平成 19 年度に引続き、「研

究者行動規範」及び「研究者等の

倫理に関するガイドライン」を周

知徹底し、遵守体制整備に努める。

【７９】○ 研究の水準・成果の検証に関

する具体的方策 等 

・ 研究領域に応じて適切で多様な研究評

価尺度を設定し、自己点検評価に用いる。

【79】研究領域ごとの評価尺度を

設定し、共通的な評価項目を用い

た自己点検評価を試行し、公表す

る。 

機関、TAMA 協会、及び地域の金融機関と連携し、地域への PR 活動を行ったほ

か、ベンチャーポートのインフラや支援体制について、自治体等と検討を行っ

た。また、経済産業省広域的新事業支援ネットワーク拠点重点強化事業の一環

として、「産学官民 信頼の実りづくりセミナー“農商工連携とマーケッテン

グ”」を、中小企業基盤整備機構・小金井市・小金井商工会・JA 東京むさし・

TAMA 協会等９団体の後援の下に開催し、地域ネットワークの構築を図った（参

加者：113 名）。 
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中

期

目

標 

○ 研究者の配置に関する基本方針 

・ 科学技術の進展に合わせた配置、社会的要請に対応した配置を機動的に行う。 

○ 研究環境の整備に関する基本方針 

・ 研究を安全に効率よく実施できる環境を整備する。 

・ 計画的に研究施設・設備を整備する。 

・ 競争的な環境を醸成し、個人の能力が最大限に発揮されるシステムを構築する。 

・ 優れた若手研究者がその能力を最大限発揮できる環境を整備する。 

○ 研究の質の向上システムに関する基本方針 

・ 研究の水準・成果を検証するためのより良いシステムを構築する。 

・ 一定期間ごとに自己点検評価・外部評価を行い、研究の質を向上する。 

 

中期計画 年度計画 計画の進捗状況 

【８０】○ 適切な研究者等の配置に関す

る具体的方策 

・ 基本的な研究分野に配慮しつつ、新規

分野・重要性を要する課題に対応するため

に研究部門・研究拠点の枠を越えた研究実

施体制を整備し、平成 18 年度から研究部

門・研究拠点の枠を越えた研究を実施す

る。 

【80】平成 19 年度に引き続き、研

究部門・研究拠点の枠を超えた融

合・萌芽的なプロジェクトの計画

立案に対して支援し、研究体制の

充実を図る。 

【８１】・ 研究部門・研究拠点間での研

究者の交流を推進し、必要に応じて配置換

えを行う。 

【81】平成 19 年度に引き続き、現

行の部門・拠点の枠を超えた、萌

芽的プロジェクト研究を推進し、

新たな枠組み構成も含めて、効率

的な研究者の交流・配置を促す施

策について検討する。 

【８２】・ 研究者の採用に際しては、国

内外の大学・研究所等への募集の周知を図

り、国際化、男女共同参画を考慮して、外

国人や女性研究者の採用も十分に検討し、

その選考結果を公表する。 

【82】平成 19 年度の検討結果に基

づき、選考結果等を公表する。 

中期目標を達成するために、研究者の配置、研究環境の整備、研究の質の向上

システムの構築等に関する各年度計画を実施した。なお、主な取組については、

以下のとおりである。 

・優れた若手研究者の確保及び育成に向けた取組【年度計画 83、84】：大学運営

費によるテニュアトラック制度を定着させることを目指して、４名の若手研究

者を採用した（年度計画【144】参照）。また、平成 18 年度の文部科学省科学

技術振興調整費｢若手研究者の自立的研究環境整備促進｣の採択に伴い採用し

たテニュアトラック教員（22 名）について、３年目評価に向けて外部評価等も

利用した評価方法の検討を行い、これを実施した（年度計画【146】参照）。ま

た、大学院博士（後期）課程の学生を支援し、優れた若手研究者を育成するた

めに平成 19 年度に導入した研究奨励金制度「JIRITSU（自立）」を実施し、40

名の大学院学生をリサーチフェローとして採用した（本実績報告書 52 頁「生

活・経済面の支援」参照）。 

・研究環境の整備に関する取組【年度計画 80～81、85～87、90～94、99】：研究

部門・研究拠点の枠を超えた資源配分を実施するため、研究院において、研究

部門・研究拠点の枠を超えた融合・萌芽的なプロジェクトを支援するための経

費を措置し、公募した結果採択されたプロジェクト研究に対する経費的支援を

行った〔６件（計 10,500,000 円）〕。 

インキュベーション施設として、小金井市及び中小機構との連携による地域

インキュベータ「農工大・多摩小金井ベンチャーポート」を小金井キャンパス

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況 

（３） 研究に関する目標 

② 研究実施体制等の整備に関する目標 
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【８３】・ 若手研究者の流動性を高める

ために、必要に応じて任期制の適用を拡大

する。 

【83】若手研究者の流動性を高め

るための任期制の適用範囲、処遇

等を検討した結論に基づき、さら

に任期制を拡充するとともに、制

度全体のフォローを行う。 

【８４】・ 外部資金等を活用して若手研

究者を雇用し、大学及び研究部の指向する

プロジェクトを推進する。 

【84】テニュアトラック制度を活

用し、若手研究者を雇用する。ま

た、博士後期課程在籍者を対象と

した学内支援制度の導入を図る。

【８５】・ 研究支援者の配置については、

支援が効率的に行われるように事務職員

等を配置するほか、各種の人材配置制度を

積極的に活用するとともに弾力的に運用

し、支援を充実する。 

【85】大学知的財産本部整備事業

の終了を受け、各専門人材の再配

置を行うとともに、プロパー人材

との連携強化により、研究者支援

を充実する。 

【８６】○ 研究資金の配分システムに関

する具体的方策 

・ 中長期的研究や基礎的研究に配慮しつ

つ、標準的な研究基盤経費は経常的に配分

し、そのほかは評価に基づいて平成 18 年

度から重点的な経費を配分する。 

【８７】・ 大学及び研究部として取り組

むべき課題に対し、研究資金を配分する。

【86・87】平成 19 年度に引続き、

新規分野･重要性を要する課題に

対応するために研究院の部門・拠

点の枠を超えた研究実施体制の整

備と共同研究やプロジェクト研究

を奨励するため経費の支援を行

う。 

【８８】○ 研究に必要な設備等の活用・

整備に関する具体的方策 

・ 安全かつ効率よく研究を推進していく

ために、各部局等の施設・設備を見直し、

計画的に整備する。 

【88】平成 19 年度に引続き、キャ

ンパスマスタープラン等に基づ

き、施設・設備の整備について検

討する。 

【８９】・ 学内の諸教育研究センター等

の施設・設備の充実を図り、計画的に整備

する。また、これら施設・設備の効率的運

用体制を整備する。 

【89】平成 19 年度に設置された学

術研究支援総合センター（仮称）

の運営体制を整備し、設備整備マ

スタープランに基づく基盤的設備

の計画的な管理、研究基盤・支援

機能の計画的整備・充実を図る。

内に新設した（本実績報告書 68 頁 特記事項「研究成果の社会的還元等を目指

した取組」参照）。また、府中キャンパスにおいては、配分方針等を策定し、

共用スペースの確保に取組んだ（年度計画【172-１】参照）。 

知的財産の創出・取得・管理に向けた環境整備のために、審査請求の要否決

定プロセスの明確化による厳選体制の構築、出願件数、経費のリアルタイム管

理の実施、学内からの直接出願等、手続きの改善を行った。また、産学連携・

知的財産センターにおいて国際的に通用する知財人材を養成するため、前年度

に引き続き、渉外弁護士事務所と連携して、国際知財部所属の弁理士（２名）

の研修等を行った。さらに、これらの取組を教育に活かすため、弁理士（客員

准教授を委嘱）による「知的所有権概論」の講義を、工学部学科共通科目とし

て後期より開講した。 

学内の研究設備の把握については、学術研究支援総合センターの運営委員会

において検討し、共同利用研究設備について府中・小金井両地区ごとにデータ

を取りまとめ、データベース化を進めた。また、フロンティア農学の研究展開

と学部大学院教育への活用を促進するフロンティア農学教育研究センター（平

成 19 年度まで「生物資源教育研究センター（仮称）」として検討）を設置した。 

・研究の質の向上システムに関する取組【年度計画 97、98】：第１期中期目標期

間（平成 16～19 年度）における法人評価に伴い、各部門・拠点の自己点検・

評価結果を踏まえて、研究院における研究水準等の自己点検・評価を実施した。

詳細については、本実績報告書 54 頁「研究成果の検証及び研究水準の向上に

向けた取組」のとおりである。 
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【９０】・ 持続可能な社会を実現するた

めに、生物資源教育研究センター(仮称)、

デジタルデザイン開発センター(D３センタ

ー)(仮称)を設置する。 

【90】生物資源教育研究センター

（仮称）を５月に設置する。 

【９１】・ 大学や研究部が重点的に取り

組む研究を実施するために、共用スペース

を有効活用するための規則等を整備する。

【91】平成 19 年度に策定した共用

スペース有効活用のための規則等

を運用し、新たな共用スペース創

出について検討する。 

【９２】・ 「産官学連携・知的財産セン

ター」の小金井キャンパスでの施設の拡充

を図るとともにサテライト施設及び組織

を府中キャンパスに置く。 

【92】地域インキュベータを新設

し、小金井市及び中小機構と連携

し、農工大キャンパスインキュベ

ータ卒業企業の受け皿として活用

強化を図る。 

【９３】○ 知的財産の創出、取得、管理

及び活用に関する具体的方策 

・ 職務発明は、原則として東京農工大学

に帰属することとし、その旨を関係の規則

上に規定する。 

【93】学内費用を原資とした、よ

り適切な知的財産の創出、取得、

管理の手法を検討し、実施する。

【９４】・ 産官学連携・知的財産センタ

ーを中核に、農工大ティー・エル・オー株

式会社を活用し、ベンチャー指向の強いプ

ロジェクト研究や産官学連携による研究

の促進、特許出願・技術移転支援等を積極

的・戦略的に行うとともに、特許出願、審

査請求、維持のために適切な予算措置を講

じる。また、担当職員を外部人材の活用の

他、内部での計画的養成により充実する。

【94】農工大 TLO との業務提携契

約をベースに更に連携を強め、知

的財産の活用の拡大を図る。 

 また、弁理士を国際知財に関す

る高度な専門人材に育成するとと

もに、特任准教授への任用により、

その専門能力を本学の教育に活用

する。 

【９５】・ 平成 17 年度までに利益相反ポ

リシーの策定、利益相反アドバイザーの起

用、利益相反委員会の設置により、アセス

メント体制を整備充実する。 

【95】（平成 18 年度に実施済みの

ため、平成 20 年度計画なし） 
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【９６】○ 研究活動の評価及び評価結果

を質の向上につなげるための具体的方策 

・ 平成 17 年度から研究者個人の研究業

績・実績を Web 等で公表する。 

【96】平成 19 年度に引続き、教職

員活動データベースの更新の推進

ならびに質の充実に向けた方策を

検討し、実施する。（【74】再掲）

【９７】・ 平成 17 年度から一定期間ごと

に自己点検評価及び外部評価を実施して、

その評価結果を公表する。 

【97】平成 19 年度に見直した評価

項目等に基づき、自己点検評価を

試行、実施する。 

【９８】・ 自己評価・外部評価の評価結

果に基づいて研究体制を見直し、質を向上

する。 

【98】平成 19 年度までの取組みを

踏まえて、部門編成だけでなく、

第２期中期目標・中期計画を考慮

した共生科学技術研究院組織その

ものの改組についての検討を開始

する。 

【９９】○ 全国共同研究、学内共同研究

等に関する具体的方策 

・ 大学の枠を越えた全国共同研究、研究

部門の枠を越えたプロジェクト形式の学

内共同研究を奨励する。 

【99】平成 19 年度に引き続き、学

内外の共同研究を奨励する方策を

推進する。特に、学内の萌芽的プ

ロジェクトの計画立案に対して

は、奨励の方策として経費支援を

行う。 

【１００】○ 学部・研究科・附置研究所

等の研究実施体制等に関する特記事項

等 

・ 研究実施体制の整備を目指して、学内

外の関連する研究組織との連携を強化し、

さらに統廃合についても検討を進める。 

【100】平成 19 年度に引続き、各

部局等において、学内外の研究組

織との連携強化等について検討す

る。 
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中

期

目

標 

（社会との連携） 

○ 地域社会との連携・協力、社会サービス等を推進するための基本方針 

・ 国際的、全国的視野から地域社会をとらえて、自治体、NGO、NPO 等と連携協力しつつ、本学の知的・人的資源及び土地、施設を活用し、地域社会が必要

とする社会人教育、青少年教育、政策立案、技術課題解決、防災災害対応等に貢献する。 

○ 産官学連携を推進するための基本方針 

・ 自由な発想に基づく創造的研究及び社会的要請に基づく研究の必要性に留意して産官学連携を主体的に実施し、双方がともに利益の得られる研究を推進

する。 

・ 社会的要請・公共性の強い研究を推進し、諸課題の解決に貢献する新技術を開発する。 

・ 新たな分野、融合分野や多様な形態での連携に積極的に取り組む。 

・ 大学と企業の組織同士の明確な契約による連携を基本とし、知的財産を適切に保護、活用する。 

・ 大学と社会の利益相反を適切に調整する。 

○ 地域の公私立大学等との連携・支援を推進するための基本方針 

・ 近隣の公私立大学等との連携・協力による地域貢献の強化を追求するとともに、教育研究面における相互補完についてもその可能性を追求する。 

（国際交流等） 

○ 国際交流に関する基本方針 

・ 教育・研究活動を通して本学が健全な科学技術の発展を通して世界平和の維持と人類福祉の向上に貢献することを基本に国際交流・協力を推進する。 

・ 優秀な留学生を受入れ、世界及び出身国の科学技術の発展及び平和と福祉に貢献できるような人材養成を行う。また、本学在籍学生が海外の大学・研究

機関で知的創造活動に参画できるように、学内体制の充実を図る。 

・ 教育研究活動を通して世界の人材育成及び知的創造活動に貢献することを奨励し、かつその活動を円滑かつ効率的に推進できるような学内支援体制を整

備・構築する。 

・ 姉妹校ネットワークを生かし、アジア等発展途上国の国際人材育成の拠点とするための基礎を構築する。 

 

中期計画 年度計画 判 断 理 由（年度計画の実施状況等） 

【１０１】（社会との連携） 

○ 地域社会等との連携・協力、社会サ

ービス等に係る具体的方策 

・ 実施担当者及び担当組織の企画意

図・創意を生かすことができる全学的体

制を整備する。 

【101】地域社会等との連携・協力、

社会サービス等について、窓口を

明確にして関連情報の提供を行

い、かつ、実施担当者の意見等を

定例的に把握して関連事業の改良

を図り、より合理的な体制作りを

推進する。 

中期目標を達成するために、社会との連携について、地域等との連携・協力、

本学の特長を活かした社会貢献活動及び産学官連携活動に関する各年度計画を実

施した。また、国際交流等について、優秀な外国人学生の確保に向けた取組、留

学生支援等に関する各年度計画を実施した。主な取組については、以下のとおり

である。 

 

 

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況 

（４） その他の目標 

① 社会との連携、国際交流等に関する目標 
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【１０２】・ 実施実務支援体制を整備す

る。 

【102】平成 19 年度に引き続き、

キャンパスツアー、連携事業等の

実務支援体制に改良を加えなが

ら、一層の充実を図る。 

【１０３】・ 取り組みについての自己点

検評価改善体制を整備する。 

【103】平成 19 年度に引き続き、

学生募集改革委員会で経年的なア

ンケート分析・調査・比較等を行

い、学部説明会、キャンパスツア

ー等の入試広報の効率的な改善を

推進する。また、公開講座等各事

業の実施結果を分析・調査し、よ

り柔軟な運営が可能となるよう体

制等の改善を図る。 

【１０４】・ 近隣自治体等とのネットワ

ークを整備充実するなど地域連携体制

（ネットワーク）を整備充実する。 

【104】平成 19 年度に引き続き、

「東京農工大学と地域を結ぶネッ

トワーク」を中心とする自治体と

の連携を強化する。 

【１０５】・ 小中学生向け・高校生向け

教育サービスの提供、社会人向け専門技

術教育（スキルアップ教育）サービスの

提供、一般市民向け教養教育サービスの

提供、政策立案への寄与、環境保全・産

業振興等に関わる技術課題解決への寄

与、研究連携課題の調査と連携実施、防

災協力等、多様な連携事業を中期計画期

間中に６０件以上実施する。 

【105】平成 19 年度に引き続き、

一般市民、小中高校生、受験生等

を対象とする事業及び連携事業の

一層の充実を図る。 

【１０６】○ 産官学連携の推進に関す

る具体的方策 

・ 学主導型の研究プロジェクトを推進

する。 

【106】平成 19 年度に引続き、産

学官連携において、学外の研究機

関に学主導型の研究プロジェクト

を提案し、産学官が相互に有益な

研究を推進する。 

（社会との連携） 

・地域等との連携・協力に関する取組【年度計画 101、105】：「府中市学校教育プ

ラン 21（府中市学校教育推進計画）」の理念に基づき、中学生の職場体験を行っ

た（受入れ学生：８名）。また、「青少年のための科学の祭典 2008 東京大会 in

小金井」に参加し、本学から９ブース出展した。さらに、東京都看護協会が東

京都と協力しモデル事業として行っている「エイズ・ピア・エデュケーション

事業」を府中・小金井両キャンパスで実施した。小金井市及び中小機構との連

携による地域インキュベータの新設については、本実績報告書 68 頁 特記事項

「研究成果の社会的還元等を目指した取組」のとおりである。 

・本学の特色を活かした社会貢献活動の実施【年度計画 104、112、113】：本学の

知的・人的資源を活用した様々な公開講座（全 17 件）、特別講演会（全２回）、

等を開催した。また、社会人の学び直しのニーズに応えるため、「出産・育児な

どで休業した女性獣医師の社会復帰のための再教育支援プログラム」（平成 20

年度文部科学省「社会人学び直しニーズ対応教育推進プログラム」委託事業）

の一環として、特別講演会、再教育講座を開催し、多くの参加者を得た。さら

に、女性キャリア支援・開発センターでは、女子中高生のためのサマースクー

ルや進路選択支援、小中学生向けの科学教室を開催したほか、科学博物館にお

いても「子供科学教室」（全６回）を開催した。 

・産学官連携活動の推進【年度計画 106～110】：研究成果の社会への還元を社会貢

献としても積極的に実施している。実施内容等の詳細については、本実績報告

書 68 頁 特記事項「研究成果の社会的還元等を目指した取組」のとおりである。 

 

（国際交流等） 

・優秀な外国人学生を確保及び留学生支援に関する取組【年度計画 114、115、116-

１～３】：「平成 20 年度外国人学生のための進学説明会」（平成 20年６月開催）

及び東京国際交流会館で開催された「第５回留学生のための大学院進学説明会」

（平成 20 年７月開催）に参加し、本学に興味を持つ留学生（「外国人学生のた

めの進学説明会」－54 名、「留学生のための大学院進学説明会」－約 90 名）に

対し本学大学院の説明を行った。また、国際センターの Web ページにて、交換

留学（日仏博士課程、短期留学プログラム)、派遣留学（バッファロー大学、パ

デュー大学）、奨学金等についての情報を掲載し、国内外の本学への留学希望者

に対する情報発信を積極的に行った。また、留学生支援については、国際セン

ターを中心に、渡日間もない大学院留学生には、学生生活支援及び地域社会参

画プログラム等にかかるオリエンテーションを開催し、日常生活で必要とされ

る情報提供を行ったほか、国際センターにおいて「日本語特別コースプログラ

ム」を開設し、本学学生だけでなく他大学学生や地域にも開放した。 

・留学生・研究者と地域社会との国際交流に関する取組【年度計画 126】府中市、

小金井市及び武蔵野市の国際交流担当者や民間の国際交流団体関係者、民間奨
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【１０７】・ 公募型競争的資金への積極

的な応募を奨励する。 

【107】若手教員の申請奨励を重点

的に行い、公募型競争的資金の拡

大を図る。 

【１０８】・ 総合的学際的な共同研究や

複数企業・国・自治体との研究連携等に

積極的に取り組む。 

【108】複数組織による共同研究提

案等により新規研究分野を拡大

し、国、地方公共団体等の競争的

資金に申請することにより、新た

な関係の構築、共同研究の大型化

等を積極的に図る。 

【１０９】・ 「産官学連携・知的財産セ

ンター」の組織体制及び運営体制を充実

する。 

【109】『スーパー産学官連携本部』

事業終了後の運営体制を再構築

し、活動の充実化を図る。 

【１１０】・ 農工大ティー・エル・オー

株式会社の協力を得て学内研究シーズの

広報に努め、共同研究、技術移転、大学

発ベンチャー創出・育成等を推進する。

【110】科学技術振興機構（JST）

と連携し、農工大 TLO の協力を得

て本学研究シーズの説明会等広報

活動を積極的に実施し、共同研究、

技術移転、大学発ベンチャー創

出・育成を推進する。 

【１１１】・ 平成 18 年度までに利益相

反のアセスメント体制を整備充実する。

【111】（平成 18 年度に実施済みの

ため、平成 20 年度計画なし） 

【１１２】○ 地域の公私立大学等との

連携・支援に関する具体的方策 

・ 「学術・文化・産業ネットワーク多

摩」を基盤とした多摩地区公私立大学等

との連携活動へ積極的に参加し、中期計

画期間中、連携活動に６件以上協力する。

【１１３】・ 連携大学院制度等を活用し

た教育研究者の交流と協力を拡充する。

【112・113】平成 19 年度に引き続

き、「学術・文化・産業ネットワー

ク多摩」及び「三鷹ネットワーク

大学」を基盤とした、多摩地区公

私立大学等との連携活動及び連携

事業に積極的に参加する。 

学金財団等関係者を招き、外国人留学生及び外国人研究者を交えた国際交流セ

ミナー及び懇親会を実施した。また、本学教職員が実行委員会委員として協力

している小金井市の「中東和平プロジェクト in 小金井」に、留学生を通訳ボラ

ンティアとして派遣し、日本・パレスチナ・イスラエルの高校生や小金井市民

との交流を図った。 

・海外人材育成事業に関する取組【年度計画 116-４、122、123－1】：経済産業省

及び文部科学省によるアジア人財資金構想「先端ものづくり IT エンジニア育成

プログラム」の採択を受け、アジア地域の留学生を対象とした就職支援プログ

ラム（産学連携専門講義等）を 10 月から開講した。次年度入学対象となる学生

については、タイ・ベトナム・中国の現地において留学コーディネートを行う

とともに、入学者選抜を行った。さらに、文部科学省「大学教育の国際化加速

プログラム〔国際共同・連携支援（総合戦略型）〕」に、九州大学・神戸大学と

共同申請し（代表・九州大学）、採択された。また、当該事業により、アジアの

農林業と環境に関する国際協力等をテーマとした、日・独・タイの連携による

「国際農業開発に関する大学院教育プログラム」を策定すべく、その準備とし

て関係大学との連携によるワークショップ開催等を行った。 

第１期中期目標期間（平成 16～19 年度）を通して実施しているアフガニスタ

ン復興支援事業の一環として、カブール大学の農・工・獣医学部の各学部長を

招へいするとともに、アフガニスタン復興支援大学連絡会を開催した。また、

同大学から新たに３名の国費留学生を受入れた。 

・海外拠点やリエゾン・オフィスを活用した取組【年度計画 123－３～４】：北京

事務所において、アジア人財資金構想プログラムに係る広報活動（中国語版資

料の作成等）を行うとともに、現地の大学機関・日本語教育機関等とのアジャ

ストメント及び留学コーディネートを行った。また、同事務所において、清華

大学との協定締結を記念した合同セミナー及び本学中国同窓会（日中友好会）

との共催による「農工大日中友好会創立 15 周年記念学術シンポジウム」を企画・

開催した。なお、バンコク事務所及び上海事務所においても、現地大学機関・

日本語教育機関等とのアジャストメント及び留学コーディネート等を同様に行

った。 

  姉妹校における本学リエゾン・オフィス設置に向けた取組については、新た

に国際産学連携協定を締結したチェコ工科大学との間において大学内への設置

を合意したほか、米国ニューヨーク州立大学バッファロー校及びカリフォルニ

ア大学デービス校との間で設置に向けた協議を引き続き行った。 

  なお、既に平成 19 年度にリエゾン・オフィスを設置した英国ブライトン大学

においては、国際共同研究利用スペースで新たな国際共同研究立ち上げに向け

た相互の研究紹介を行うなど、国際共同研究を推進した。 
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【１１４】（国際交流等） 

○ 留学生交流その他諸外国の大学等と

の教育研究上の交流に関する具体的方策

・ 「国際交流推進センター（仮称）」を

設け、留学・派遣に関する情報提供や学

生に対する語学教育等及び学術交流の支

援業務を強化する。 

【114】国際センターで開設してい

る「日本語特別コースプログラム」

について、地域の進学を志す学生

にも有償で開放し地域貢献を図

る。 

【１１５】・ 英語による Web コンテンツ

の充実、海外での留学フェアへの参加や

姉妹校等との積極的交流を通して海外へ

の広報活動を強化する。 

【115】平成 19 年度に引き続き、

国際センターを中心として、国内

外の本学への留学希望者に対する

情報発信を積極的に行う。 

【116-１】平成 19 年度に引き続

き、国際センターを中心として、

学生の協力を得て、留学生に対す

る修学上の相談等に対応する。 

【116-２】国際センターを中心と

して、留学生受入のための情報提

供を行う。 

【116-３】平成 19 年度に引き続

き、渡日間もない秋季大学院留学

生を対象とした、学生生活支援に

かかるオリエンテーションを実施

する。 

【１１６】・ 留学生に対する生活支援体

制並びに財政支援体制を拡充する。 

【116-４】国際センターが中心と

なり、アジア人財資金構想高度実

践留学生育成事業プログラム（NPO

法人 産学連携教育日本フォーラ

ムを管理法人としたプログラム）

実施機関による留学生の就職支援

を実施する。 

【１１７】・ 海外派遣を希望する学生の

英語能力向上のため、短期語学研修プロ

グラムの開講や自習できる環境の整備を

図る。 

【117】（平成 19 年度に実施済みの

ため、平成 20 年度計画なし） 
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【１１８】・ 短期留学プログラム等の英

語による教育プログラムを拡充し、日本

人学生の英語能力の向上とともに、学内

における学生間の国際交流の拡大を図

る。 

【118】（平成 19 年度に実施済みの

ため、平成 20 年度計画なし） 

【１１９】・ 日仏共同博士課程制度等の

多国間教育協力を積極的に推進する。 

【119】平成 19 年度に引き続き、

日仏共同博士課程を推進し、学生

をフランスに派遣する。 

【１２０】・ JICA 等国際関係機関の事

業による留学生の受入れを積極的に推進

する。 

【120】平成 19 年度に引き続き、

JICE の留学生支援無償資金協力

事業による留学生受入を積極的に

推進する。 

【１２１】○ 教育研究活動に関連した

国際貢献に関する具体的方策 

・ 全学の国際交流を推進するために、

関連する事務組織は国際交流推進センタ

ーのもとで一元化を図る。 

【121】（平成 19 年度に実施済みの

ため、平成 20 年度計画なし） 

【１２２】・ 国際的な学生交流を一層活

発化させるために国際教育プログラムを

編成する。 

【122】国際センターにおいて、東

南アジア地域における復興支援教

育プログラムの策定について引き

続き検討する。 

【123-１】平成 19 年度に引き続

き、カブール大学復興支援を継続

する。 

【123-２】平成 19 年度に引き続

き、インドシナ地域における教育

研究活動を体系的に実施するため

の検討を行う。 

【123-３】国際センターを中心と

して、海外拠点やリエゾン・オフ

ィスの活動を推進する。 

【１２３】・ 姉妹校の拡充整備により、

主要地区特にアジア地域における教育研

究活動の拠点形成を行う。 

【123-４】国際センターを中心と

して、国際産学官連携の積極的推

進を図る。 
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【１２４】・ 研究交流として外国人研究

者の受入れ、国際会議等の主催、研究発

表等を拡大する。 

【124】平成 19 年度に引き続き、

大学独自の制度により研究者招へ

い及び教員派遣を実施する。 

【１２５】・ JICA 等国際関係機関の事

業による研究者の受入れ及び教員の派遣

を拡大する。 

【125】平成 19 年度に引き続き、

JSPS、JICA 等の国際交流事業によ

り、研究者の受入れ及び教員の派

遣を行う。 

【１２６】・ 留学生・研究者と地域社会

との学術・文化における国際交流を一層

強化する。 

【126】平成 19 年度に引き続き、

留学生・外国人研究者と教職員や

地域社会との交流を積極的に実施

する。 

【１２７】・ 留学生及び研究者の受入れ

のための宿泊施設、さらに日本人学生や

教職員との交流スペースを兼備した国際

交流会館等の施設の拡充整備を行う。 

【127】平成 19 年度に引き続き、

国際交流会館の入居者のため施設

の整備・充実を検討する。 

【１２８】・ 国際共同研究を支援するた

めに教育研究スペースを確保する。 

【128】国際共同研究スペースとし

て利用可能な場の確保を検討す

る。 
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中

期

目

標 

○ 大学附属博物館を設置し、教育面における社会サービスと本学における教育研究の質を向上する。 

 

中期計画 年度計画 判 断 理 由（年度計画の実施状況等） 

【１２９】○ 東京農工大学工学部附属

「繊維博物館」の拡充計画と農学部が進

めている畜力農機具コレクション展示活

動及び「近代農学フィールド博物館（仮

称）」構想を統合し、学外機関との連携も

視野に入れつつ、大学附属博物館を設置

する。 

【129】東京農工大学科学博物館設

置に伴う新体制について検証し、

改善を行う。 

中期目標を達成するために、科学博物館を中心とした取組等に関する各年度計

画を実施した。なお、主な取組については、以下のとおりである。 

・ 科学博物館の設置及び同博物館における教育活動の充実を図る取組【年度計

画 129】：平成 20 年４月から、工学部附属繊維博物館と農学部附属資料館を統

合し、新たに大学附属博物館（「東京農工大学科学博物館」）を設置した。さら

に、全学組織としての活動をより一層推進するため、博物館長を委員長とした

博物館運営委員会を設置し、新体制について検証を行い、改善策等を検討した。

次いで、科学博物館本館（小金井キャンパス）の３階展示室を改修し、農工に

関わる教育・研究活動の展示の場として整備し、展示構想の検討を行った。 

学外に対する教育活動（社会貢献活動）については、従来の繊維博物館にお

ける活動（サークル活動、子供科学教室等）に加え、参加が決定した国立科学

博物館地球館において来年度開催予定の「大学サイエンスフェスタ（仮称）」

の展示構想等について、検討を行った。 

学内における教育活動については、学芸員課程において、博物館が実施する

科目で今まで設けていた農学部学生の受講制限を撤廃するとともに、授業科目

と実習が密に連携した一貫教育を可能とするカリキュラムについて具体的な

検討を行い、来年度から実施することとした。 

 

 

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況 

（４）その他の目標 

② 産業資料の収集・保管・調査研究・展示による社会サービスの拡充と

本学における教育研究活動の質の向上に関する目標 
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況に関する特記事項 

○ 教育研究等の質の向上の状況  

１．教育方法等の改善 

■ 授業形態・学習指導方法等の改善に向けた取組 

対話型授業の充実を図るため、専門家を招いて対話スキル向上を目指した

FD セミナーを実施した。新任教員研修においても、対話型授業等の重要性に

ついて周知を図るとともに、「講義秘訣集」を配付した。 

実験・実習について演示実験を行うことができるよう、府中・小金井両キャ

ンパスの教室を演示実験用に改修したほか、TA を適切に配置するとともに「TA

セミナー」を開催し、適切な実験補助ができるよう指導した。学士課程では、

平成 20 年度教育改善支援プログラム（学内 GP）として、５件の応募申請から

２件を採択した。次いで、平成 19 年度に採択されたプログラムの報告会を開

催し、学習指導方法の改善に活用した。その他、専門別の FD 活動実施に向け、

農・工両学部の学科長を対象としたインタビュー調査を行い、平成 21 年度以

降の検討のための資料として報告書をまとめた。 

大学院課程においては、技術経営研究科（MOT）において、実務家教員の豊

富な実体験をベースに、学習、ケーススタディをふんだんに取り入れた実践重

視の講義を行い、座学で得た基礎知識と専門的スキルを基に、インターンシッ

プ、フィールドスタディ、ケーススタディを行ってビジネスプランにまとめ上

げることとした。また、連合農学研究科の英語授業について、４大学共催によ

る英語の集中講義（３日間）を SCS 利用により実施した。また、その他の学府

においても、前年度に引き続き、英語による授業を実施した（39科目）。 

 

■ e ラーニング・遠隔講義システムの活用及び教育環境整備 

推薦入学者を対象として、導入教育の一環として eラーニングを配信してお

り、アクセス制限の緩和により、入学者が自宅にて受講できるようにした≪学

士課程≫。また、大学院課程では、eラーニング科目として、14科目開講する

とともに、連合農学研究科において、遠隔講義システムとして「多地点制御遠

隔講義システム」を導入した。さらに、講義室の整備及び授業関連図書の充実

（講義室改修 2,117 ㎡、授業関連図書 495 冊増）を図るとともに、学務情報シ

ステム（SPICA）、学習管理システム（moodle）等の整備を実施した（本実績報

告書 38 頁 特記事項「学務情報システム（SPICA）の機能拡充」参照）。 

 

■ 教育課程編成における取組 

学生が農学及び工学双方の視点、発想、価値観の違いを感じ取り、広い視野

を身に付けるために、農・工両学部の 74 名の教員集団を編成して 12 科目の融

合科目を開講した≪学士課程≫。また、工学府と技術経営研究科（MOT）開講

科目との相互受講を教務窓口における履修案内等を利用して促進した結果、工

学府学生による MOT 科目受講者数は 26 名、MOT 学生による工学府科目の受講

者数は２名であった≪大学院課程≫。 

 

■ 教育の質の維持・向上に向けた取組 

シラバスの内容について調査を行うとともに、成績評価基準開示を徹底する

ために「シラバスガイドライン」等を各教員に配布した。また、成績評価基準

をシラバス（Web ページも含む）に明記した。 

学長及び教育担当副学長と学生による懇談会等を実施するなど、学生からの

意見を聴取した。加えて、法人評価〔（独）大学評価・学位授与機構が実施し

た教育評価〕に伴い、各部局等において、就職先企業へのアンケート調査を行

い、卒業生・修了生アンケートを含めて教育効果を検証した。さらに、アンケ

ート結果を学部長や当該分野長等に通知することを検討するなど、さらなる授

業改善を促進する教育システムの改善を実施した。 

 

２．学生支援の充実 

■ 学習面の支援 

女性キャリア支援・開発センターのメンター制度における成果を活かして、

学生活動支援センター、学生サポートセンターと学生サークルとが連携し、視

聴覚障害を持つ学生のノートテイカー（ノートテイク・パソコンテイクを行う

ボランティア学生）による学習サポートを行った。また、これらの活動に対し、

同センターにおいて経済的支援を行った。 

 

■ 健康面の支援 

学生生活委員会及び保健管理センター運営委員会において対策及び今後の

学生のメンタルケア体制について検討し、教授会等において保健管理センター

医師による注意喚起や心理カウンセラー相談の活用について説明を行うなど、

教員とカウンセラーが一体となって学生のメンタルサポートを行う体制を整

備した。この他、府中・小金井両地区の保健管理センターにおいて、平成 19

年度に行った看護師の増員に加え、平成 20 年度から医師の常駐化を行い、学

生の健康管理体制の整備及び健康教育の充実を図った。 

 

■ 生活・経済面の支援 

前年度に引き続き、研究奨励金制度「JIRITSU（自立）」による支援を実施し

た（博士後期課程等の学生 40 名－計 26,700,000 円）。この他、新たな博士後

期課程学生への経済支援として、RA として雇用することによる 30 万円を上限

とする支援を行った（博士後期課程の学生 46 名－計 11,151,070 円）。また、

学生の福利厚生施設の整備については、長期借入金等による学生寮の整備を計
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画したほか（本実績報告書５頁 全体的な状況「長期借入金等を活用した施設

の整備」参照）、各種施設（図書館トイレ、総合開館集会室、福利厚生センタ

ー食堂等）の改修整備を行った（改修面積 582 ㎡）。 

 

■ 課外活動面の支援 

学生活動支援センターを中心に、地域活性・環境保護・ものづくりといった

社会的ニーズの高い事柄に関わるボランティア活動、社会貢献活動等を行う本

学学生・団体等を支援した。同センターでは、助成事業として「新しい地球人

をつくるプロジェクト 2008」を実施し、９プロジェクトを採択した。 

 

■ 就職面の支援 

キャリアパス支援センターを中心に、博士後期課程の学生及びポストドクタ

ー等のキャリアパスに対する支援を行った。平成 20 年度から本格実施した「キ

ャリアパス支援サイト」については、学生・ポストドクター及び企業等の積極

的な登録を呼びかけ、学生・ポストドクター等 253 名及び 70 の企業・研究機

関が登録した。その他、メンターによるキャリア設計相談、各種セミナー開催

（「キャリア設計セミナー」、「キャリアパス支援メンターセミナー」等）の情

報発信等も行った。また、女性キャリア支援・開発センターにおいて、女子学

生を対象とした各種就職支援セミナーの開催やメンター相談の随時実施等を

行った。 

  就職ガイダンスの実施状況として、就職ガイダンス（「キャリアデザイン講

座」、「公務員説明会・一般説明会」、「企業別説明会」等）を各キャンパスで開

催した。また、インターンシップは農学部では官公庁等が行う就職体験実習に

７名の学生が参加し、工学部ではインターンシップオリエンテーションを実施

し、５名の学生が企業に派遣され、終了後にインターンシップ報告会を行った。 

 

３．研究活動の推進 

■「アグロイノベーション高度人材養成センター」の設置 

中期目標期間の成果（知見・実績）を踏まえて、文部科学省科学技術振興調

整費「イノベーション創出若手研究人材養成」に提案課題「アグロイノベーシ

ョン研究高度人材養成事業」を申請し、採択された。これを受けて、「アグロ

イノベーション高度人材養成センター」を設置して、食料、水資源、環境、人

口、感染症対策など 21 世紀の諸問題に関連する技術革新、産業創出、社会政

策提言ができる優れた人材の育成を目指して、実践プログラムやワークショッ

プ、特別講演会等の同事業を実施した。 

 

■ 研究成果の社会的還元等を目指した取組 

産学官連携機能を強化するため、大型助成金（NEDO 若手研究グラント・JST

大学発ベンチャー・JST 革新的ベンチャー活用・JST 育成研究等）の獲得に重

点を置いた支援活動を展開した。また、産官学連携・知的財産センターのコー

ディネーターが中心となり、各企業との包括連携協定等の下にマッチング活動

や共同研究企画提案等を行い、包括連携協定相手先企業との新規共同研究を創

設した（本実績報告書 24 頁 特記事項「共同研究・受託研究の実績」参照）。 

また、地域産業界との接点の拡大を図り、地域への研究成果の還元をより推

進するため、地域インキュベータ「農工大・多摩小金井ベンチャーポート」を

新設した。入居企業を募集し、審査を行った結果、本学発ベンチャー企業（５

社）を含めた 11 社が入居することとなった。多摩東部広域産業政策会議メン

バー機関、TAMA 協会、及び地域の金融機関と連携し、地域への PR 活動を行っ

たほか、ベンチャーポートのインフラや支援体制について、自治体等と検討を

行った。また、経済産業省広域的新事業支援ネットワーク拠点重点強化事業の

一環として、「産学官民 信頼の実りづくりセミナー“農商工連携とマーケッ

テング”」を、中小企業基盤整備機構・小金井市・小金井商工会・JA 東京むさ

し・TAMA 協会等９団体の後援の下に開催し、地域ネットワークの構築を図っ

た（参加者：113 名）。 

 

■ 優れた若手研究者の確保及び育成に向けた取組 

平成 18 年度の文部科学省科学技術振興調整費｢若手研究者の自立的研究環

境整備促進｣の採択に伴い採用したテニュアトラック教員（22 名）について、

３年目評価に向けて外部評価等も利用した評価方法の検討を行い、これを実施

するとともに、大学運営費によるテニュアトラック制度導入し、４名の若手研

究者を採用した。また、大学院博士（後期）課程の学生を支援し、優れた若手

研究者として育成するために平成 19 年度に導入した研究奨励金制度「JIRITSU

（自立）」を実施し、40 名の大学院学生をリサーチフェローとして採用した（本

実績報告書 67 頁「生活・経済面の支援」参照）。 

 

■ 研究環境の整備に関する取組 

研究部門・研究拠点の枠を超えた資源配分を実施するため、研究院において、

研究部門・研究拠点の枠を超えた融合・萌芽的なプロジェクトを支援するため

の経費を措置し、公募した結果採択されたプロジェクト研究に対する経費的支

援を行った〔６件（計 10,500,000 円）〕。 

上記特記事項「研究成果の社会的還元等を目指した取組」のとおり、インキ

ュベーション施設として、小金井市及び中小機構との連携による地域インキュ

ベータ「農工大・多摩小金井ベンチャーポート」を小金井キャンパス内に新設

した。また、府中キャンパスにおいては、配分方針等を策定し、共用スペース

の確保に取組んだ（年度計画【172-１】参照）。 

知的財産の創出・取得・管理に向けた環境整備のために、審査請求の要否決

定プロセスの明確化による厳選体制の構築、出願件数、経費のリアルタイム管
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理の実施、学内からの直接出願等、手続きの改善を行った。また、産学連携・

知的財産センターにおいて国際的に通用する知財人材を養成するため、前年度

に引き続き、渉外弁護士事務所と連携して、国際知財部所属の弁理士（２名）

の研修等を行った。さらに、これらの取組を教育に活かすため、弁理士（客員

准教授を委嘱）による「知的所有権概論」の講義を、工学部学科共通科目とし

て後期より開講した。 

学内の研究設備を把握するため、学術研究支援総合センターの運営委員会に

おいて検討し、共同利用研究設備について府中・小金井両地区ごとにデータを

取りまとめ、データベース化を進めることとした。 

 

４．社会連携・地域貢献、国際交流等の推進 

（社会連携・地域貢献等） 

■ 地域等との連携・協力に関する取組 

「府中市学校教育プラン 21（府中市学校教育推進計画）」の理念に基づき、

中学生の職場体験を行った（受入れ学生：８名）。また、「青少年のための科学

の祭典 2008 東京大会 in 小金井」に参加し、本学から９ブース出展した。さら

に、東京都看護協会が東京都と協力しモデル事業として行っている「エイズ・

ピア・エデュケーション事業」を府中・小金井両キャンパスで実施した。小金

井市及び中小機構との連携による地域インキュベータの新設については、本実

績報告書 68 頁 特記事項「研究成果の社会的還元等を目指した取組」のとおり

である。 

 

■ 本学の特色を活かした社会貢献活動の実施 

本学の知的・人的資源を活用した様々な公開講座（全 17 件）、特別講演会（全

２回）等を開催した。また、社会人の学び直しのニーズに応えるため、「出産・

育児などで休業した女性獣医師の社会復帰のための再教育支援プログラム」

（平成 20 年度文部科学省「社会人学び直しニーズ対応教育推進プログラム」

委託事業）の一環として、特別講演会、再教育講座を開催し、多くの参加者を

得た。さらに、女性キャリア支援・開発センターでは、女子中高生のためのサ

マースクールや進路選択支援、小中学生向けの科学教室を開催したほか、科学

博物館においても「子供科学教室」（全６回）を開催した。 

 

■研究成果の社会的還元等を目指した取組 

研究成果の社会への還元を社会貢献としても積極的に実施しており、実施内

容等の詳細については、本実績報告書 68 頁 特記事項「研究成果の社会的還元

等を目指した取組」のとおりである。 

 

（国際交流等） 

■ 優秀な外国人学生を確保及び留学生支援に関する取組 

「平成 20 年度外国人学生のための進学説明会」（平成 20 年６月開催）及び

東京国際交流会館で開催された「第５回留学生のための大学院進学説明会」（平

成 20 年７月開催）に参加し、本学に興味を持つ留学生（「外国人学生のための

進学説明会」－54 名、「留学生のための大学院進学説明会」－約 90 名）に対

し本学大学院の説明を行った。また、国際センターの Web ページにて、交換留

学（日仏博士課程、短期留学プログラム)、派遣留学（バッファロー大学、パ

デュー大学）、奨学金等についての情報を掲載し、国内外の本学への留学希望

者に対する情報発信を積極的に行った。また、留学生支援として、国際センタ

ーを中心に、渡日間もない大学院留学生には、学生生活支援及び地域社会参画

プログラム等にかかるオリエンテーションを開催し、日常生活で必要とされる

情報提供を行った。 

 

■ 海外人材育成事業に関する取組 

経済産業省及び文部科学省によるアジア人財資金構想「先端ものづくり IT

エンジニア育成プログラム」の採択を受け、アジア地域の留学生を対象とした

就職支援プログラム（産学連携専門講義等）を 10 月から開講した。次年度入

学対象となる学生については、タイ・ベトナム・中国の現地において留学コー

ディネートを行うとともに、入学者選抜を行った。さらに、文部科学省「大学

教育の国際化加速プログラム〔国際共同・連携支援（総合戦略型）〕」に、九州

大学・神戸大学と共同申請し（代表・九州大学）、採択された。また、当該事

業により、アジアの農林業と環境に関する国際協力等をテーマとした、日・独・

タイの連携による「国際農業開発に関する大学院教育プログラム」を策定すべ

く、その準備として関係大学との連携によるワークショップを開催して、準備

を行った。 

第１期中期目標期間（平成 16～19 年度）を通して実施している、アフガニ

スタン復興支援事業の一環として実施しており、カブール大学の農・工・獣医

学部の各学部長を招へいするとともに、アフガニスタン復興支援大学連絡会を

開催した。また、同大学から新たに３名の国費留学生をカブール大学から受入

れた。 

 

■ 海外拠点やリエゾン・オフィスを活用した取組 

北京事務所において、アジア人財資金構想プログラムに係る広報活動（中国

語版資料の作成等）を行うとともに、現地の大学機関・日本語教育機関等との

アジャストメント及び留学コーディネートを行った。また、同事務所において

は、清華大学との協定締結を記念した合同セミナー及び本学中国同窓会（日中

友好会）との共催による「農工大日中友好会創立 15 周年記念学術シンポジウ
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ム」を企画・開催した。なお、バンコク事務所及び上海事務所においても、現

地大学機関・日本語教育機関等とのアジャストメント及び留学コーディネート

等を同様に行った。姉妹校における本学リエゾン・オフィス設置に向けた取組

として、新たに国際産学連携協定を締結したチェコ工科大学との間において大

学内への設置を合意したほか、米国ニューヨーク州立大学バッファロー校及び

カリフォルニア大学デービス校との間で設置に向けた協議を引き続き行った。

既に平成 19 年度にリエゾン・オフィスを設置した英国ブライトン大学におい

ては、国際共同研究利用スペースで新たな国際共同研究立ち上げに向けた相互

の研究紹介を行うなど、国際共同研究を推進した。 

 

■ 科学博物館の設置及び同博物館における教育活動の充実を図る取組 

平成 20 年４月から、工学部附属繊維博物館と農学部附属資料館を統合し、

新たに大学附属博物館（「東京農工大学科学博物館」）を設置した。さらに、全

学組織としての活動をより一層推進するため、博物館長を委員長とした博物館

運営委員会を設置し、新体制について検証を行い、改善策等を検討した。次い

で、科学博物館本館（小金井キャンパス）の３階展示室を改修し、農工に関わ

る教育・研究活動の展示の場として整備し、展示構想の検討を行った。 

従来の繊維博物館における活動（サークル活動、子供科学教室）に加え、参

加が決定した国立科学博物館地球館において平成 21 年度開催予定の「大学サ

イエンスフェスタ（仮称）」の展示構想等について、検討を行った。学内にお

いては、学芸員課程として、博物館が実施する科目で今まで設けていた農学部

学生の受講制限を撤廃するとともに、授業科目と実習が密に連携した一貫教育

を可能とするカリキュラムについて具体的な検討を行い、平成 21 年度から実

施することとした。 
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Ⅲ 予算（人件費見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画 

※財務諸表及び決算報告書を参照    

 

Ⅳ 短期借入金の限度額 

中期計画 年度計画 実績 

１ 短期借入金の限度額  １７億円 

      

２ 想定される理由    

運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により

緊急に必要となる対策費として借り入れすることも想

定される。  

１ 短期借入金の限度額   １７億円 

 

２ 想定される理由 

運営交付金の受入れ遅延及び事故の発生等によ

り緊急に必要となる対策費として借り入れするこ

とも想定される。 

 

該当なし 

 

 

Ⅴ 重要財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

中期計画 年度計画 実績 

重要な財産を譲渡する計画 

・ 農学部附属広域都市圏フィールドサイエンス教育

研究センターフィールドミュージアム秩父の土地の

一部（埼玉県秩父市大滝浜平丸クロ6093 5,377㎡）

を譲渡する。 

・ 農学部附属広域都市圏フィールドサイエンス教育

研究センターフィールドミュージアム本町の土地の

一部（東京都府中市本町３丁目10番１外 1,354.44

㎡）を譲渡する。 

重要な財産を譲渡する計画 

農学部附属広域都市圏フィールドサイエンス教育

研究センターフィールドミュージアム本町の土地の

一部（東京都府中市本町３丁目 10 番１外 1,354.44 

㎡）を譲渡する。 

 

府中市との間で、農学部附属広域都市圏フィールド

サイエンス教育研究センターフィールドミュージ

アム本町の土地の一部（東京都府中市本町３丁目 10

番１外；1,408.48 ㎡）を譲渡し、等価交換により府

中市の土地（府中市幸町３丁目２番 13； 943.27 ㎡）

を譲り受けた。 

 

 

 

Ⅵ 剰余金の使途 

中期計画 年度計画 実績 

決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の

質の向上及び組織運営の改善等に充てる。 

決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の

質の向上及び組織運営の改善等に充てる。 

教育研究の質の向上及び組織運営の改善等に充て

るため以下のとおり目的別積立金を取崩し、使用し

た。 

取崩額 ：201,583,211 円 

使途概要：キャンパスアメニティの改善・各種環境

整備 等 
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Ⅶ その他   １ 施設・設備に関する計画 

 

中期計画 年度計画 実績 

 

施設・設備の内容  予定額(百万円) 財  源 

・小規模改修 

 

総額 

２１６ 

・施設整備費補助金

（216）

（注１） 金額については見込みであり、中期目標を達成する

ために必要な業務の実施状況等を勘案した施設・設備

の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改修等が

追加されることもある。 

（注２）小規模改修について１７年度以降は１６年度同額と

して試算している。 

  なお、各事業年度の施設整備費補助金、船舶建造費

補助金、国立大学財務・経営センター施設費交付金、

長期借入金については、事業の進展等により所要額の

変動が予想されるため、具体的な額については、各事

業年度の予算編成過程等において決定される。  

 

施設・設備の内容 予定額(百万円) 財  源 

・府中幸町他耐震

対策事業 

・小規模改修 

総額 

２３５ 

・施設整備費補

助金（199） 

 

・国立大学財務･

経営センター

施設費交付金

（36） 

 

 

施設・設備の内容 実績額(百万円) 財  源 

・農学部第一講義

棟耐震改修工

事 

 

・FM 津久井管理

研究棟耐震改

修工事 

 

・府中幸町団地第

２職員宿舎他

改修工事 

総額   

２８２ 

･ 施設整備費補

助金（199） 

・ 国立大学財

務･経営セン

ター施設費交

付金  

（36） 

・大学運営費

(42) 

・目的積立金 

(5)  

 

○ 計画の実施状況等 

施設整備費補助金 平成 19 年度補正 

 目的積立金 

・ 農学部第一講義棟改修工事：耐震性能が低いことによる耐震改修工事  

・ FM 津久井管理研究棟改修工事：耐震性能が低いことによる耐震改修工事 

 国立大学財務・経営センター施設費交付金 

 大学運営費 

 ・ 府中幸町団地第２職員宿舎他改修工事：アスベスト対策及び耐震性能が低いことによる改修工事 
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Ⅶ その他   １ 人事に関する計画 

中期計画 年度計画 実績 

（人事に関する方針） 

本学の教育研究の活性化を図るため、採用に関

する諸条件を適切に勘案した公募制を原則として

採用する。 

人事制度の在り方について検討を進め、多様な

勤務形態の実現を図る。 

「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議

決定）において示された総人件費改革の実行計画

を踏まえ、人件費削減の取組を行う。 

事務職員等の専門性の向上について、長期的視

野に立った研修を行うとともに、専門性の高い職

種については、経験や資格を有する優秀な人材を

確保する。 

教員の学内外の研究教育活動等、多面的な活動

を適正に評価するとともに、職員についても評価

に基づいた人事システムを策定し、その適正な評

価に基づいた給与システムを構築する。 

（参考） 中期目標期間中の人件費総額見込み   

41,893百万円（退職手当は除く） 

 

(上記の｢教職員の人事の適正化に関する目標を達成するための措置｣を

再掲) 

・平成 19 年度の検討結果に基づき、公表することとなった項目につ

いて、適切に公表する。 

・事務職員の評価方法及び成果の反映について、公務員制度改革の動

向を踏まえつつ、制度としてのフォローを引き続き行う。 

・平成 19 年度に導入した選択定年制度に則り、適切な運用を行う。

・平成 19 年度の検討結果に基づき、サバティカル制度を導入し、試

行する。 

・大学運営費によるテニュアトラック制度の導入について、平成 19

年度の検討結果に基づき、規則整備等を行い、実施する。 

・若手研究者の流動性を高めるための任期制の適用範囲、処遇等を検

討した結論に基づき、さらに任期制を拡充するとともに、制 

度全体のフォローを行う。 

・｢若手人材育成拠点の設置と人事制度改革｣による、テニュアトラッ

ク制度の適切な運用を行う。 

・｢若手人材育成拠点の設置と人事制度改革｣及び｢理系女性のエンパ

ワーメントプログラム｣の事業を適切に実施するとともに、実績 

の検証を行い、外国人・女性教員の採用について拡大を図る。 

・平成 18 年度に策定した中長期的な教職員の人事計画に基づき、適

切な人件費管理を実施する。 

・総人件費改革の実行計画を踏まえ、概ね 1％の人件費の削減を図る。

・事務職員等の採用は、引き続き関東甲信越地区国立大学法人等職員

採用試験を他大学と協力して採用試験を実施する。また、 

専門性の高い職種については専門職員就業規則に則った必要な分野

についての採用を検討する。 

・事務職員の語学（会話）能力向上を企図した海外研修を含む系統的

な研修を企画する。 

・事務職員の他機関との人事交流を行う。 

・平成 19 年度に引き続き評価方法の改善を図り、教員活動評価（年

次評価）を試行的に実施する。また、平成 21 年度の総合評価に 

向けて、その評価方法を検討する。 

（参考１） 

 平成 20 年度の常勤職員数 628 人 (役員を除く) 

また、任期付き職員数の見込みを 34 人 (外数) とする。 

（参考２） 

 平成 20 年度の人件費総額見込み 7,133 百万円 (退職手当は除く)

（うち、総人件費改革に係る削減の対象となる人件費総額

  5,827 百万円） 

「（１）業務運営の改善及び効率化に関する目標を

達成する為の措置」本実績報告書 11～14 頁（年度

計画【141】～【153】）を参照。 

 

（参考１） 

平成 20 年度末の常勤職員数 600 人(役員を除く) 

また、任期付き職員数  34 人 (外数) 

 

（参考２） 

平成 20 年度の人件費総額 6,907 百万円 

(退職手当は除く) 

（うち、総人件費改革に係る削減の対象となる 

人件費総額 5,470 百万円） 
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○ 別表（学部の学科、研究科の専攻等）       ※収容数は留学生含む。 

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率 

 

農学部 
 生物生産学科 
 応用生物科学科 
 環境資源科学科 
 地域生態システム学科 
 獣医学科 
 （うち獣医師養成に係る分野） 
 
工学部 
 生命工学科 
 応用分子化学科 
 有機材料化学科 
 化学システム工学科 
 機械システム工学科 
 物理システム工学科 
 電気電子工学科 
 情報工学科 

(a) 
【人】

 
228
284
244
304
210
210

 
 

330
194
174
150
496
224
392
264

(b) 
【人】

 
 257
 320
 292
370
240
240

 
 

348
229
203
180
549
265
457
319

(b)/(a)×100
【％】

 
112.72
112.68
119.67
121.71
114.29
114.29

 
 

105.45
118.04
116.67
120.00
110.69
118.30
116.58
120.83

      学士課程     計 3494 4029 115.31

工学府（博士前期） 
 生命工学専攻 
 応用化学専攻 
 機械システム工学専攻 
 物理システム工学専攻 
 電気電子工学専攻 
 情報工学専攻 
 
農学府（修士課程） 
 生物生産科学専攻 
 共生持続社会学専攻 
 応用生命化学専攻 
 生物制御科学専攻 
 環境資源物質科学専攻 
 物質循環環境科学専攻 
 自然環境保全学専攻 
 農業環境工学専攻 
 国際環境農学専攻 
 
生物システム応用科学府(博士前期) 
 生物システム応用科学専攻 

  

76
116
106
44
82
58

42
24
42
34
22
34
38
20
40

104

 

123
145
132
48
158
110

 

 

63
46
64
50
27
37
41
20
78

 

148

 

161.84
125.00
124.53
109.09
192.68
189.66

 
150.00
191.67
152.38
147.06
122.73
108.82
107.89
100.00
195.00

142.31

    博士前期（修士）課程 計 882 1290 146.26 

 

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率 
 
工学府（博士後期） 
 生命工学専攻 
 応用化学専攻 
 機械システム工学専攻 
 電子情報工学専攻 
 
連合農学研究科（博士課程） 
 生物生産学専攻 
 生物工学専攻 
 資源・環境学専攻 
 生物生産科学専攻 
 応用生命科学専攻 
 環境資源共生科学専攻 
 農業環境工学専攻 
 農林共生社会科学専攻 
 
生物ｼｽﾃﾑ応用科学府（博士後期） 
 生物システム応用科学専攻 

42
42
39
57

22
10
8

30
20
14
8
8

    
66

67
54
39
60

92
24
28
53
17
24
9

31

    
73

 
 

159.52 
128.57 
100.00 
105.26 

 
 

418.18 
240.00 
350.00 
176.67 
85.00 
171.43 
112.50 
387.50 

 
     

110.61 

  博士後期（博士）課程    計 366 571 156.01 

技術経営研究科（専門職学位課程）
 技術リスクマネジメント専攻 

 

80

 

91

 

113.75 

  専門職学位課程 計 80 91 113.75 

 

  ○ 計画の実施状況等 

  ＜収容定員に関する計画の実施状況（平成20年5月1日現在）＞ 

・秋季入学の実施状況： 工学府（博士前期・後期課程）、農学府（国際環

境農学専攻）、生物システム応用科学府（博士前期・後期課程）及び連

合農学研究科において実施。 

 


